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はじめに

現現代代社社会会はは、、いいわわゆゆるる VVUUCCAA――――VVoollaattiilliittyy（（変変動動性性））、、UUnncceerrttaaiinnttyy（（不不確確実実性性））、、CCoommpplleexxiittyy
（（複複雑雑性性））、、AAmmbbiigguuiittyy（（曖曖昧昧性性））――――をを特特徴徴ととすするる時時代代ででああるるととさされれるる。。そそののたためめ、、各各企企業業にに

はは、、ここれれままでで以以上上にに既既存存事事業業とと新新事事業業ののババラランンススがが求求めめらられれるるここととににななるる。。

ここううししたた VVUUCCAA のの時時代代にに対対応応すするるたためめのの方方策策をを考考ええるる上上でで参参考考ににななるる経経営営学学かかららのの研研究究成成

果果のの一一つつととししてて、、近近年年注注目目さされれてていいるるののがが、、ススタタンンフフォォーードド大大学学ののオオラライイリリーー教教授授がが提提唱唱ししたた

「「両両利利きき経経営営」」とといいうう考考ええ方方ででああるる。。ししかかししななががらら、、本本来来のの「「両両利利きき経経営営」」のの概概念念はは、、主主にに大大

企企業業をを対対象象ににししたたケケーーススススタタデディィにに基基づづいいてていいるるたためめ、、本本調調査査研研究究がが対対象象ととししてていいるるモモノノづづくく

りり中中小小企企業業ににここのの概概念念ををそそののまままま適適用用すするるここととはは困困難難ででああるる。。

そそここでで、、本本調調査査研研究究でではは、、オオラライイリリーー教教授授のの提提唱唱ししたた「「両両利利きき経経営営」」のの概概念念をを参参考考ににししつつつつ

もも、、モモノノづづくくりり中中小小企企業業ににおおけけるる「「両両利利きき経経営営」」のの概概念念をを独独自自にに設設定定ししたた上上でで、、国国内内ののモモノノづづ

くくりり中中小小企企業業をを対対象象ににししたた事事例例調調査査（（ヒヒアアリリンンググ調調査査））をを実実施施しし、、各各事事例例のの分分析析にに基基づづいいてて、、

モモノノづづくくりり中中小小企企業業のの「「両両利利きき経経営営」」にに関関すするる多多角角的的考考察察をを行行っったた。。

今今回回弊弊所所がが実実施施ししたたヒヒアアリリンンググ調調査査ににごご協協力力頂頂いいたた全全ててのの企企業業のの方方々々にに心心よよりり御御礼礼をを申申しし

上上げげるるししだだいいででああるる。。

本本調調査査研研究究のの成成果果がが、、機機械械産産業業分分野野でで活活動動すするるモモノノづづくくりり中中小小企企業業のの方方々々、、ままたた各各地地でで中中小小

企企業業支支援援にに携携わわっってていいるる公公的的支支援援機機関関等等のの方方々々ににととっってて刺刺激激をを与与ええらられれるる内内容容ででああるるここととをを

期期待待すするるととととももにに、、本本報報告告書書がが日日本本のの機機械械産産業業をを支支ええてていいるるモモノノづづくくりり中中小小企企業業のの発発展展にに貢貢献献

ででききるるここととをを切切にに願願っってていいるる。。

令令和和６６年年３３月月

一一般般財財団団法法人人  機機械械振振興興協協会会  経経済済研研究究所所
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序序章章  本本調調査査研研究究のの目目的的とと方方法法  

 

０．１ 本調査研究の目的 

世界的な環境・資源・エネルギー問題の深刻化と日本国内の少子高齢化が進行する中、わが

国の機械産業は大きな岐路に立たされている。そのため、わが国機械産業のリーディング産業

である自動車・同部品産業では世界の EV 市場の獲得に向けて他分野との戦略的提携を含めて、

従来のサプライチェーン構造の転換が急ピッチで進められている。また、デジタル機器及び DX
関連ソフトの世界的普及はモノづくりの仕組み自体を大きく変化させている。そして、こうし

た機械産業を取り巻く事業環境や市場環境の流動的・加速的変化は、これまで日本の機械産業

を下支えしてきた中小製造業にとっても新興国との競争激化も相俟って大きな脅威となってき

ているものと考えられる。 
そこで、本調査研究ではこうした大きな変化の中で機械金属加工等に関わる中小製造業（以

下、本報告書では、モノづくり中小企業と表記）が如何にして既存事業の改善と新規事業の実

践を両立させながら経営の失速を防ぐことができるのかといった問題意識に基づいて、スタン

フォード大学経営大学院のチャールズ・オライリー教授が提唱した「両利きの経営」※の概念

を参考にしつつ、モノづくり中小企業の「両利き経営」の特質に関する調査研究を実施した。 
※「両利き経営」とは、「主力事業の絶え間ない改善（知の深化）」と「新規事業に向けた実験と行動（知の探

索）」を両立させることの重要性を唱える経営論のこと。 

 
０．２ 本調査研究の方法とフレーム 

 本調査研究では、以下の３つの方法で調査、検討及び考察を行った。 
 
（１） 文献調査 

 国内外の論文及び文献に関する先行研究レビューに基づいて、「両利き経営」の概念及びこれ

までの研究の流れなどについて整理した上で、モノづくり中小企業を対象にした「両利き経営」

に関する調査研究を行う上での視点とその意義を提示した。 
 
（２） 事例調査 

モノづくり中小企業の新事業展開への取り組みに焦点を当て、岩手県、新潟県、長野県、東

京都、京都府及び熊本県において、中小企業 12 社を対象にしたヒアリング調査を実施し、各企

業の事業概要、既存事業と新事業の関係などについてケーススタディを行った。 
 
（３） 調査研究委員会での検討 

 経済研究所内に経済研究所研究員のほか、経営学、地域産業論及び中小企業論等を専門とす

る有識者で構成される「モノづくり中小企業の『両利き経営』に関する調査研究委員会」（委員

長：慶応義塾大学教授商学部教授髙橋美樹氏）を設置し、上記の２つの調査結果に基づいて、 
調査研究委員会において検討を重ねると共に、モノづくり中小企業の「両利き経営」について、
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各委員のこれまでの研究成果及び本調査研究で実施した事例調査結果等を踏まえて多角的考察

を行った。 
 
（４） 調査研究フレーム 

 以上の調査研究方法に基づく本調査研究のフレームは、図表 0.1 のとおりである。 
 

図表 0.1 本調査研究のフレーム 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：経済研究所作成。 
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０．３ 調査研究委員会の開催経緯 

 本調査研究では、計４回にわたり「モノづくり中小企業の『両利き経営』に関する調査研究

委員会を開催した。その経緯については、以下のとおりである。 
 

＜第１回調査研究委員会＞ 

開催時期：2023 年 6 月 27 日（火）15:00-17:00 
開催場所：経済研究所１階会議室 
開催方法：ハイブリッド方式 
議事次第： 
（１）委員長、委員のご紹介 
（２）基本企画案の説明 
（３）「両利き経営」に関する文献・論文の紹介 
（４）ヒアリング候補先企業の紹介 
（５）次回委員会等、今後の予定について 
配付資料： 

1－1 調査研究基本企画書（案） 
1－2 参考文献・論文 
1－3 ヒアリング調査候補先 
補足資料（技術・技能の応用展開概念図） 

 
＜第２回調査研究委員会＞ 

開催時期：2023 年９月１４日（火）15:30-17:30 
開催場所：経済研究所１階会議室 
開催方法：ハイブリッド方式 
議事次第： 
（１）長野県企業ヒアリング調査結果概要報告 
  ① ㈱ガリレオ 
  ② イデアシステム㈱ 
（２）新潟県企業ヒアリング調査結果概要報告（当日画面共有資料のみ） 
   ① ㈲関根鉄工所 
   ② ㈱ワンロード 
（３）中小製造業の両利き経営の特徴に関するディスカッション  

※自社製品開発、脱下請化指向、BtoB から BtoC への転換、海外市場など販路拡大策、 
   価格設定、中国企業、進出分野（福祉機器、再エネ関連など）、新事業の組織体制など 
（４）今後の調査及び次回委員会について 
配付資料： 

2－1 長野県調査概要 
2－2 両利き経営事業分類 
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＜第 3 回調査研究委員会＞ 

開催時期：2023 年 12 月 22 日（金）15:00-17:00 
開催場所：経済研究所１階会議室 
開催方法：ハイブリッド方式 
議事次第： 
（１）これまで実施したヒアリング調査結果に関する概要報告 

① ㈱ガリレオ（長野県） 
② イデアシステム㈱（長野県） 
③ ㈲関根鉄工所（新潟県） 
④ ㈱ワンロード（新潟県） 
⑤ ㈱ミューテック３５（東京都） 
⑥ ㈱エイワ（岩手県） 
⑦ 石村工業㈱（岩手県） 
⑧ 東日本機電開発㈱（岩手県） 

（２）各事例の「イノベーションストリーム」に関する報告 
（３）ディスカッション 
・事例に基づく中小製造業の「両利き経営」の特徴と課題について 
・調査研究報告書のまとめ方について 
（４）今後の調査及び委員会の予定について 
・追加ヒアリング調査（２社） 
・報告書の目次案作成及び執筆作業 
・第４回委員会（２月下旬）の予定 
配付資料： 

3－1 ヒアリング調査結果（8 社分） 
3－2 ヒアリング企業補足資料 
3－3 各事例の従業員数×資本金規模分布 
3－4 各事例のイノベーションストリーム 
3－5 報告書目次案（素案） 
3－6 両利き経営に関する先行研究（補足） 

 
＜第４回調査研究委員会＞ 

開催時期：2024 年 3 月 5 日（火）15:00-17:00 
開催場所：経済研究所１階会議室 
開催方法：ハイブリッド方式 
議事次第： 
（１）追加ヒアリング調査結果の概要報告 

① オオクマ電子㈱ 
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② ㈱坂製作所 
③ 京都高度技術研究所（情報収集） 
④ 近江屋ロープ㈱ 
⑤ ㈱キョーテック 

（２）追加ヒアリング調査結果に関するディスカッション 
（３）調査研究報告書の目次構成案及び執筆要領について 
（４）今後の予定について 
配付資料： 

4－1－1 オオクマ電子㈱ヒアリングメモ 
4－1－2 ㈱坂製作所ヒアリングメモ 
4－1－3 京都高度技術研究所・参考資料 
4－1－4 近江屋ローブ㈱ヒアリングメモ 
4－1－5 ㈱キョーテックヒアリングメモ 
4－2 報告書目次構成案 
4－3 報告書執筆要領 
4－4 報告書第 2 章原稿執筆状況 
4－5 中小製造業の「両利き経営」の視点 
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第第１１章章  諸諸研研究究ののレレビビュューーとと本本調調査査研研究究ののパパーーススペペククテティィブブ  

 

１．１ 両利きの組織（「両利き経営」）をめぐる影響力のある諸研究のレビュー 

―中小企業を想定した両利きの組織研究の提案― 

はじめに 

組織が変化に直面した際に、組織はいかに適応することができるのであろうか。組織の効率

性を追求することは同時に柔軟性を欠如させてしまうが、逆に極端な柔軟性を組織にもたせる

ことは、組織そのものの成立を不安定にさせてしまう。変化に適応可能な組織とはどのような

ものであるかが、組織研究の大きなテーマの１つとなっている。 
このテーマの中心的概念の１つが、両利きの組織（日本語文献では「両利き経営」とされる）

であり、その代表的論者はスタンフォード大学経営大学院教授の O’Reilly, C. A. III（以下、

O’Reilly）やハーバード・ビジネススクール教授の Tushman, M. L.（以下、Tushman）である

ことが知られている。しかし、両利きの組織にかかる諸議論は多岐にわたり、概念間の関連な

ど曖昧さや課題を残している。そこでここでは、O’Reilly や Tushman の議論にも触れるが、

どちらかと言えば、むしろ両利きの組織をめぐる、他の研究に対して強い影響をもたらした諸

研究を中心的にとりあげ、それらのなかでどのようなことが議論されているかをレビューし、

両利きの組織にかかる諸議論のなかで注視されうる諸点を整理していくことにしたい。 
 
（１） 両利きの組織とは？ O’Reilly and Tushman (2008) を中心に 

両利きの組織 (ambidextrous organization)の用語が初めて用いられたのは Duncan (1976) 
とされるが、組織研究においてその概念を発展させたのは、Tushman and O'Reilly (1996) で
ある。彼らは、両利きの組織は変化に適応し成長を可能とすることで優れた業績が期待される

ことを示唆し、両利きを可能にする構造的メカニズムについて述べている。ここでいう両利き

は、既存事業をイノベーションによって強化する深化 (exploitation) と、従来とは異なるダイ

ナミック・ケイパビリティが求められる新規事業を開拓する探索 (exploration) の両立のこと

である (O’Reilly and Tushman, 2008)。 
両利きの組織を理解する上で重要となるのが、彼らのいうダイナミック・ケイパビリティ 

(dynamic capability) とイノベーション (innovation) である。ダイナミック・ケイパビリティ

とは、O’Reilly and Tushman (2008) によれば、新規事業と既存事業とを同時に追求する能力

であり、これが長期的な成功の重要な要素であるという。またダイナミック・ケイパビリティ

は、トップ・マネジャーの意思決定に現れている組織能力に反映されるものであり、生態学的

な適応を維持し、必要な場合には、既存の資産を再構成し、新たな脅威や機会に対処するため

に必要な新しいスキルを開発するものである。既存事業を成功させるための重要な要因は、短

期的な時間的視点、効率性、規律などである。その一方で、新規事業を成功させるための重要

な要因は、より長い時間的視点、柔軟性、リスクテイクの重視などである。Tushman and 
O'Reilly (1997) が指摘しているように、新規事業と既存事業とを同時追及するためには、トッ

プ・マネジャーが、深化と探索という、全く異なる一貫性のない組織体制をマネジメントする
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必要がある。 
イノベーションはたびたび多義的な意味で用いられるが、O’Reilly and Tushman (2008) は、

技術と市場との関連で、イノベーション・ストリーム (innovation stream) という考え方を示

している。ここでは２つの軸があり、１つは、市場（顧客）が既存か新規であるかという軸、

もう１つはイノベーションの類型に基づく軸である1。ここでイノベーションは３つの類型が提

示される（図表 1.1 参照）。 
１つは、インクリメンタル（漸進）・イノベーション (incremental innovation) である。既

存の製品やサービスをより良く、より速く、より安くするイノベーションのことであり、既存

の一連の能力を活用して既知の軌道に沿って進む。２つは、ディスコンティニュウス（非連続）・

イノベーション (discontinuous innovation) である。大規模な、あるいは非連続的な変化を通

じて、大きな改善がなされるイノベーションである。このイノベーションは、能力を破壊する

ような技術の進歩を通じて起こり、通常、現在保有する能力とは異なる能力やスキルが必要と

なる。３つは、最後に、アーキテクチュアル（設計思想）・イノベーション (architectural 
innovation) である。既存の技術や部品を統合し、既存の製品やサービスの性能を劇的に向上

させるイノベーションである。大幅な技術的進歩に基づくものではなく、一見すると些細な改

良によっても起こるが、しばしば既存のサービスを破壊するという。 
 

図表１．１ イノベーション・ストリーム 

 
 
出所：O’Reilly and Tushman (2008) p.194 Fig.2 を筆者が加筆修正。 

 

 
1 但し、O’Reilly and Tushman (2021)では、イノベーションの類型に基づく軸でなく、実行可能性（feasible）
（訳書では組織能力）が既存か新規かという軸になっている。 
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O’Reilly and Tushman (2008) では、企業の諸活動と、イノベーション及び両利きの組織と

の関連について次のように説明している。企業が既存事業を追求すると、既存の顧客に対して

販売するために、既存の能力に依存することになる。時間の経過とともに、成功した企業は、

顧客について熟知し、そのニーズを効率的に満たすようになる。しかし、これらの市場におけ

る競争と利幅の減少に直面すると、企業はしばしば新たな顧客セグメントに対応したり、ある

いはより高い価格を顧客に請求したりすることで、より高い利幅を得ることを可能にするさま

ざまなイノベーションを発生させていく。この際の戦略転換に、従来とは異なる能力や組織体

制が必要となる。ただ多くの既存企業は、この転換の必要性に気づかないか、あるいは気づい

たとしても転換ができない場合があり、衰退を避けることができなくなる。戦略転換を可能と

する能力の確保及び組織体制の構築、すなわち両利きの組織の実現が重要となるのである。 
 以上が、O’Reilly and Tushman (2008) の議論の一部である。彼らはその後も精力的に研究

を進め、経営研究で影響力の高い Academy Management Perspective でも研究成果を発表し 
(O’Reilly and Tushman, 2013)、最近では、O’Reilly and Tushman (2021) の日本語訳が刊行

されたところである（オライリー・タッシュマン, 2022）。日本語訳では「両利き経営」として

紹介されているが、先にみたように、彼らは両利きの組織を取り扱っており、その対象は、組

織構造、組織の活動、製品やサービス、人の能力やスキルなど多岐にわたる（宮元・加藤, 2019）
2。しかしながら、類型化される３つのイノベーションと、キー概念であるところの深化と探索

との対応関係がはっきりとせず、「もやもやさ」を生じさせるなど（宮元・加藤, 2019）、提唱者

である彼らの両利きの組織にかかる議論は、ある意味で混乱を引き起こしてしまっている。 
そこで以下では、両利きの組織にかかる諸議論のなかでも、「もやもやさ」が残る O’Reilly や 

Tushman の議論のみに注視するのではなく、むしろ他の研究に対して強い影響をもたらした

諸研究を中心的にとりあげ、それらの中でどのようなことが議論されているかをレビューし、

両利きの組織にかかる諸議論のなかで注視されうる諸点を整理していく。 
 
（２） 方法 

本研究においてレビューの対象とする両利きの組織をめぐる文献を収集するにあたって、

Elsevier 社の分析ツールである Scopus のプラットフォームを活用した3。Scopus では，幾つ

かのキーワードを入力して文献を検索する。両利きの組織は、英語では organizational 
ambidexterity や ambidextrous organization がある。ここでは、組織よりも両利きという行

為により焦点を当てることから、organizational ambidexterity とし、このキーワードを含む

文献を検索することにした。なお検索は、2024 年２月 16 日におこなった。 
Scopus では、いくつかの条件を指定することで検索結果を絞り込むことができる。そこで，

Scopus 内の分野を、経営及び会計の領域を意味する Business, Management and Accounting
とした。さらに文献タイプを Article、すなわち論文とした。レビューの対象には、たとえば書

籍に所収された文献なども含めることがあるが、論文に限定したのは、「検証済みの知識」とし

 
2 O’Reilly and Tushman (2004) は、深化と探索のそれぞれの事業を比較する軸として、戦略意図、重要課題、

行動特性、組織構造、統制・報酬、文化、リーダーシップの役割、をとりあげている。 
3 https://www.elsevier.com/ja-jp/products/scopus（2024 年 2 月 20 日閲覧）。 
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てのジャーナル論文としたためである (Podsakoff et al., 2005)。また、本文言語を English（英

語）とした。これらの諸条件を付して、Scopus を使って論文を検索した結果，553 本の論文が

抽出された。レビューの対象をさらに絞り込むために、被引用数4の多さを基準とした。被引用

数が多い論文は他の研究に多大な影響を与えており、研究の射程を知るうえで有効な基準であ

ると考えるためである。ここでは、被引用数を 220 以上とした。この結果、20 本の論文を導出

した。 
 

図表１．２ 本研究におけるレビューの対象となる論文の一覧（被引用数順） 

 
出所：筆者作成。 

 
これら 20 本の論文を被引用数の多い順から整理したものが、図表 1.2 である。刊行年及び

掲載されたジャーナルの特徴、さらに被引用数についてみていく。まず、刊行年であるが、レ

ビューの対象論文のなかでもっとも古く刊行されたのが Adler et al. (1999) である。また 2009
年に刊行された論文が多いが、これは組織研究を代表する国際ジャーナルの１つである

Organization Science の第 20 巻第４号にて、両利きの組織の特集が組まれ、そこに掲載され

た論文が本研究のレビューの対象として抽出されたためである。なお比較的最近に刊行された

のが、Rialti et al. (2019) である。次に、掲載されたジャーナルであるが、もっとも多いのが

 
4 ここでの被引用数は、Scopus 内に所収された文献による引用数を意味する。 

著者名 出版物名 被引用数
Raisch et al. (2009) Organization Science 1441
Andriopoulos and Lewis (2009) Organization Science 1418
Adler et al. (1999) Organization Science 1036
Cao et al. (2009) Organization Science 956
Helfat and Winter (2011) Strategic Management Journal 831
Jansen et al. (2009) Organization Science 712
Rothaermel and Alexandre (2009) Organization Science 633
Eisenhardt et al. (2010) Organization Science 525
Hoang  and Rothaermel (2010) Strategic Management Journal 338
Schreyögg and Sydow (2010) Organization Science 310
Taylor and Helfat (2009) Organization Science 298
Voss and Voss (2013) Organization Science 289
Bresciani et al. (2018) Technological Forecasting and Social Change 288
O'Connor and DeMartino (2006) Journal of Product Innovation Management 266
Uhl-Bien and Arena (2018) Leadership Quarterly 255
Jansen et al. (2012) Strategic Management Journal 250
Vrontis et al. (2017) Journal of Technology Transfer 250
Carmeli and Halevi (2009) Leadership Quarterly 232
Chang and Hughes (2012) European Management Journal 222
Rialti et al. (2019) Technological Forecasting and Social Change 221
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先に指摘した Organization Science であり、その数は 10 本と、本研究におけるレビューの対

象とする論文の半分を占めている。次点は、経営研究を代表する国際ジャーナルである

Strategic Management Journal に掲載された論文が３本となっている。最後に、被引用数で

ある。非常に多くの研究で引用された論文は、Raisch et al. (2009) ならびに Andriopoulos and 
Lewis (2009) であり、どちらも被引用数は 1400 を超え、さらにどちらもOrganization Science
の 2009 年の特集号に所収されている（なお同誌に掲載された Cao et al. (2009) も被引用数は

956 となっている）。レビューの対象となる論文のなかでもっとも古く刊行された Adler et al. 
(1999) も被引用数は 1000 を超えており、その影響の強さを知ることができる。 
 
（３） 結果及びディスカッション 

① Tushman and O'Reilly (1996) から O’Reilly and Tushman (2008) まで 

冒頭にも記したように、組織研究において両利きの組織という概念を発展させたのは、

Tushman and O'Reilly (1996) である。彼らは、両利きの組織は変化に適応し成長を可能とす

ることで優れた業績が期待されることを示唆し、両利きを可能にする構造的メカニズムについ

て述べている。そもそも組織の効率性と柔軟性とのバランスをいかに実現するかは、組織研究

の中心的課題の 1 つである。一般的に組織では、効率性と柔軟性はトレード・オフの関係にあ

ると考えられている。しかし Adler et al. (1999) は、そのトレード・オフを転換させることで

優れた効率性と優れた柔軟性を同時に達成することができるということを、自動車メーカーで

あるトヨタの子会社である NUMMI のケースから検討している。 
両利きの組織では、製品やサービスも議論の対象となるが、あくまでその分析単位は、事業

部門の事業活動であろう（宮元・加藤, 2019）。O’Connor and DeMartino (2006) は、大企業が

生き残りを図るためには、その道筋としての、インクリメンタル・イノベーションとは真逆の

ラディカル・イノベーションを創出する能力が必要であるとし、その能力の 1 つとして、事業

部門のマネジャーが、日常的な業務機能を遂行しながら、同時に急進的な革新イニシアチブを

推進する能力、すなわち事業部門の両利きが備わっていることが重要であると指摘している。 
このように、両利きの組織では、一見すると相反する効率性と柔軟性、また事業部門におけ

る日常的業務と急進的革新といったことを同時に実現可能とするメカニズムや組織の能力に焦

点を当てている。O’Reilly and Tushman (2008) は、この両利きの組織をダイナミック・ケイ

パビリティと結びつけ、変化に適応可能とする両利きの組織の実現を提唱した。この論文が発

表されて以降、両利きの組織は、組織研究において多くの関心を集めるようになっていくこと

となった。 
 
② Raisch et al. (2009) による 4 つの「中心的緊張関係」との関連 

両利きの組織をめぐる関心の高さを象徴するのが、2009 年における Organization Science
での特集である。Organization Science は、組織研究を代表するトップジャーナルの１つであ

り、そこで両利きの組織が特集として組まれたのである。両利きの組織は、注目を浴びていた

が、その一方で、それがいったいどのようなことを指すのかなどについては、曖昧さを残した

ままでいた。2010 年の Organization Science に所収された Schreyögg and Sydow (2010) は、
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組織の流動性を促進するという考え方は、最終的な結論に至れば、組織化の本質を失うことを

意味するが、とはいえ組織の柔軟性を実現することは、ますます複雑で不安定になる環境にお

いては、依然として必須であることから、両利きの組織に代わる代替的なアプローチの提案を

主張しているほどである。この Schreyögg and Sydow (2010) の主張は例外的なものであり、

その後においても、両利きの組織をめぐって議論が積極的に展開されてきている5。 
ところで、2009 年の特集号に所収された論文は、多くが本研究のレビューの対象となってお

り (Cao et al., 2009; Jansen et al., 2009; Raisch et al., 2009; Rothaermel and Alexandre, 
2009; Taylor and Helfat, 2009)、その後の研究に大きな影響を与えている。その特集号の巻頭

言である Raisch et al. (2009) は、両利きの組織をめぐって、いくつかの重要な研究課題が未

解明、曖昧、あるいは概念的に曖昧なままであるとし、両利きに関する研究をさらに進展させ

るための相互に密接に関連する４つの「中心的緊張関係」を指摘している。この４つの「中心

的緊張関係」とは次のとおりである。第一に、分化と統合にかんするものである。ここでいう

分化とは、深化の活動と探索の活動を別々の組織単位に分離することであり、一方で統合とは、

組織が同一の組織単位内で深化の活動と探索の活動に取り組むことを可能にするメカニズムを

指す。この 2 つのアプローチは相互に排他的なものとして考えられてきたが、２つのアプロー

チ間の緊張関係と補完性を理解することが必要である。第二に、両利きが個人レベルで発現す

るのか、組織レベルで発現するのかという問題にかんするものである。個人の両利きが発揮さ

れるためには組織のメカニズムが必要であるかもしれないし、その逆もありうる。複数の分析

レベルにわたった両利きをとらえる理論が必要になる。第三に、静的な視点と動的な視点にか

んするものである。両利きのよりダイナミックな認識と静的な要素を組み合わせた理論を開発

することが重要である。第４に、両利きについての内部的視点と外部的視点にかんするもので

ある。組織の両利きに関する研究は、組織が内部でどのように深化と探索に取り組むかに焦点

を当ててきた。イノベーションと知識プロセスに関する関連研究では、探索のために新しい知

識を外部から獲得することの重要性が強調されている。組織の両利きの創造と維持における内

部プロセスと外部プロセスの相互作用を探求する必要がある。 
これら４つの「中心的緊張関係」は、本研究のレビューの対象となる論文の中で複雑に絡み

合うかたちでとりあげられている。例えば Andriopoulos and Lewis (2009) は、探索と深化と

の緊張とそのマネジメントに関する包括的なモデルを提示している。製品デザイン業界の両利

き企業を対象とした複数のケース・スタディに基づき、イノベーションの３つの入れ子構造に

なったパラドクス（戦略的意図、顧客志向、個人的推進力）を提示している。分化と統合の緊

張関係に寄与する知見として、企業は統合戦術と分化戦術をミックスして深化と探索のパラド

クスに対処していることが明らかになった。両者の戦術を融合させることは、両利きという好

循環を刺激するために不可欠であることが判明した。Jansen et al. (2012) は、組織が分権化さ

れ、よりリソースが豊富であるか、またはリソースの相互依存性が低い場合に両利きが促進さ

れることを指摘している。 

 
5 なお、最近において、Kassotaki (2022) が組織の両利き研究 (organizational ambidexterity research) の包

括的なレビューを行っている。 
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また Andriopoulos and Lewis (2009) は、個人と組織の緊張関係を扱っている。イノベーシ

ョンのパラドクス（戦略的意図、顧客志向、個人的推進力）が異なる組織レベルで生じること

を示しており、具体的には、戦略的意図のパラドクスは企業レベルで、顧客志向のパラドクス

はプロジェクト内の取組に、さらに個人的推進力のパラドクスは知識労働者個人に影響を及ぼ

す。このようにレベル間の相互作用によって両利きの実践が強化されることから、企業は複数

のレベルでイノベーションのパラドクスをマネジメントする必要が生じる。Jansen et al. 
(2009) は、統合は階層レベルに応じて、個人的なメカニズムか正式な組織的メカニズムのいず

れかを通じて起こることを示唆している。企業レベルでは、両利きの組織は上級チームメンバ

ーが社交的かつ非公式に統合することを奨励している。より低い階層レベルでは、両利きは、

より正式な部門横断的インターフェイスを通じて達成されることを指摘している。このような

異なるレベル間の相互作用は、複数の分析レベルにまたがると同時に、動的な視点とも関連し

ている (Raisch et al., 2009) 6。 
個人と組織との関係は、特に組織を統括するトップやミドルのマネジャーやそのチーム、あ

るいはリーダーの役割という観点からも論じられている  Carmeli and Halevi, 2009; 
Eisenhardt et al., 2010; Helfat and Winter, 2011; Taylor and Helfat, 2009; Uhl-Bien and 
Arena, 2018)。たとえば、Carmeli and Halevi (2009) は、トップ・マネジメントのチームがど

のようにバランスの取れた戦略的意思決定（探索と深化）をおこない、組織の両利きを先導す

るかを論じている。Taylor and Helfat (2009) は、外部組織との連携にさいしたミドル・マネ

ジャーの役割を強調している。Eisenhardt et al. (2010) は、効率性と柔軟性の両利きの組織を

支えるリーダーがとるべき効果的な方法を検討している。Helfat and Winter (2011) は、経営

者の能力が、両利きにおける組織レベルの統合的能力に寄与する可能性があることを指摘して

いる。さらに Uhl-Bien and Arena (2018) は、組織適応性のためのリーダーシップは、伝統的

なリーダーシップや変化を導くリーダーシップとは異なっており、起業を導くリーダーによっ

て推進されるアイデアのためのスペースを創出することで、組織とその環境の適応ニーズを満

たすために、オペレーション・システムと緊張関係を持ち、システムにスケールするイノベー

ションを生み出すことで、適応プロセスを可能にすると指摘している。 
両利きの組織についての内部的視点と外部的視点に関して、特に外部の経験や技術、知識と

の相互作用について、積極的な議論が展開されている  (Cao et al., 2009; Hoang and 
Rothaermel, 2010; Rothaermel and Alexandre,2009; Taylor and Helfat, 2009; Vrontis et al., 
2017)。Cao et al. (2009) は、分化と統合の緊張関係に対処するために、両利きは既存の知識と

新しい知識との密接な相互関係によって促進されると指摘している。また Taylor and Helfat 
(2009) は、新技術と既存の補完的資産との間に組織的なつながりを構築し、活用する能力が、

技術移行を成功させるために不可欠であるという概念的枠組を構築し、その組織的リンケージ

 
6 宮元・加藤（2019）は、両利き組織をめぐって、次のように述べている。「同一組織内であってもプロジェク

ト内単位で見れば、探索と深化の生起のタイミングと活動に要する期間はそれぞれに異なる。一方で、これを

ある時点で縦切りにしたスナップショットで見れば、組織には探索または深化だけの「片利き」の時期と、深化

と探索を両立させる「両利き」の時期（t1～t2）があり得る」とし、両利きの状態を捉える視点として、時間軸

を導入したモデルを提唱している。 
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の実施におけるミドル・マネジャーの役割を強調している。Rothaermel and Alexandre (2009) 
は、マネジャーは、内部と外部の技術調達からのスピルオーバーを積極的にマネジメントする
必要があることを指摘している。Hoang and Rothaermel (2010) は、アライアンスの経験と内

外の能力との関連を深化と探索と結びつけて論じている7。Vrontis et al. (2017) は、知識集約

型企業における組織の両利きと企業業績との関係を調査し、外部からの知識調達が両利きの企

業業績への影響を高めることを調査し、知識識集約型企業における組織の両利きは、実際には

企業業績に有意な影響を与えないが、外部からの知識ソーシングを考慮すると、正の有意な媒

介効果を持つことを示している。Bresciani et al. (2018) は、多国籍企業がより高い両利きを

得たいのであれば、ICT 能力と組み合わせた知識マネジメント能力を開発する必要があるとい

う証拠を発見している8。 
 
③ 両利きの組織の対象は大企業か、それとも中小企業か 

 これまでみてきたように、両利きの組織が対象としてきた企業（組織）は、トヨタの子会社

である NUMMI (Adler et al., 1999) や多国籍企業 (Bresciani et al., 2018) など大企業であり、

その生き残りを図るための処方箋として検討されてきた (O’Reilly and Tushman, 2021)。しか

しながら、両利きの組織のなかで、例外的に中小企業について検討がなされている (Chang and 
Hughes, 2012; Chang and Hughes, 2012)。中小企業は、大企業と比べて相対的に規模が小さ

いがゆえに、相対的に保有する経営資源が乏しい企業のことであるが、大企業の規模をたんに

小さくした企業が中小企業ということではない。中小企業を想定した場合に、両利きの組織を

めぐる諸概念は修正や発展をともなうことが期待される（関, 2022）。たとえば、Chang and 
Hughes (2012) は、中小企業における両利きの発現を促進するトップ・マネジャーの特性、組

織構造とコンテキストの特徴、及び中小企業の業績に対する構造的、コンテキスト的、リーダ

ーシップ特性のそれぞれのイノベーション両利きの媒介効果に焦点を当て、実証したところ、

中小企業は、適切な国際的組織構造を形成し、さらに適切なリーダーシップ・スタイルを採用

することによって、探索的イノベーションと深化的イノベーションの緊密なバランスを達成す

ることができると指摘している。ここでは、中小企業独自の組織構造やリーダーシップ・スタ

イルが提案されており、両利きを発現する中小企業組織の特異性を提示している。 
しかしながら、両利きの組織に、中小企業が対象となりうるかについては、真逆の見解、す

なわち、やはり両利きの組織が想定するのは大企業のみであるという強い見解もある。Voss 
and Voss (2013) は、両利きの発現について、大企業と中小企業とを、高年齢企業及び若年企

業とを組み合わせた形で検討している。具体的には、Voss and Voss (2013) は、製品探索と市

 
7 Hoang and Rothaermel (2010) は、アライアンスを深化させた経験が、研究開発プロジェクトのパフォーマ

ンスにプラスの効果をもたらし、またアライアンスを探索した経験がマイナスの効果をもたらすこと、内部に

おける探索の能力があれば、企業は外部における深化の経験をより十分に活用することができるが、企業が内

部における深化の経験と外部における探索の経験を組み合わせると、研究開発プロジェクトのパフォーマンス

に対する負の効果をもたらすことを実証している。 
8 Vrontis et al. (2017) は、知識マネジメント能力が企業の ICT 能力を通じて間接的にアライアンスの両利き

を高めることを強調し、多国籍企業のマネジャーは知識マネジメントのツールを設計し、新たな ICT スキルを

開発すべきであることを示唆している。 
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場深化、または製品深化と市場探索を組み合わせた戦略について検討し、製品の両利きは、高
年齢企業や大企業（若年企業や中小企業ではない）の収益にプラスの効果をもたらすこと、ま

た市場の両利きは、大企業（中小企業、若年企業、高年齢企業ではない）の収益にプラスの効

果をもたらすという、２つの両利きのパラドクスを指摘している。このことは、大規模かつ高

年齢の企業は、製品両利き戦略の恩恵を受けるために必要な資源、能力、経験を有しているに

もかかわらず、製品両利き戦略を実施する可能性が低いこと、さらに、大規模な企業のみが、

市場両利き戦略の恩恵を受けるために必要な資源と能力を有しているが、長期的な成長を促進

するためには、市場両利き戦略を開発し、維持することが必要であることを意味しており、中

小企業には両利きを発現することはないという。 
 
（４） 小括 

 本研究では、両利きの組織をめぐる、他の研究に対して強い影響をもたらした諸研究を中心

的にとりあげ、それらの中でどのようなことが議論されているかをレビューし、両利きの組織

にかかる諸議論のなかで注視されうる諸点を整理することを目的としていた。 
 ここで明らかとなった重要な論点は、おもに次の３つの点であろう。第一に、両利きの組織

の対象の多くが大企業を想定しているが、中小企業を想定した場合に、どのようなことが明ら

かになるのか、という点である。中小企業を想定した場合の両利きの組織がどのようなもので

あるかについての議論を積極的に展開していく必要があろう。これは、中小企業組織における

組織構造、組織の活動、製品やサービス、人の能力やスキルなどの諸点である。以下の 2 つの

点は、中小企業を対象とすることを前提としている。第二に、外部資源の活用である。中小企

業は大企業と比べて保有する経営資源が相対的に乏しいがゆえに、イノベーションを実現する

うえでは、外部とのかかわりが必要となる。第三に、中小企業におけるどのようなダイナミッ

クな事業展開（ないしイノベーション）が、深化や探索と関連しているか、という点である。 
 これら３つの論点を軸としながら、中小企業における両利きの組織を解明し、そして両利き

の組織を中小企業から捉え直すことで、諸概念の修正や発展を目指していくことが期待される。

しかしながら、周知のように、中小企業はきわめて多様な存在であり、その特質は均一ではな

い。それゆえ、中小企業を捉えること自体、多様で豊かなケースを積み重ねていく必要がある。

本研究が、その研究の第一歩を踏み出す一助になることを祈願する。 
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１．２ 本調査研究のパースペクティブ 

（１） モノづくり中小企業の特徴及び事業環境の変化 

本調査研究では、機械金属加工等に従事している中小製造業を「モノづくり中小企業」9と表

記している。そこで、このモノづくり中小企業の特徴及び事業環境の変化について簡単に整理

すると以下のようになる。 
まず、モノづくり中小企業の特徴については、以下の７点を指摘することができる。第一に、

モノづくり中小企業の多くは、主要取引先企業から提示された仕様書に基づいて、特定の機械

関連の部品やユニット製品の機械金属加工及び組み立てを行っている受注型中小企業である。

第二に、モノづくり中小企業は、受注型中小企業であるがゆえに、その基本的なビジネスモデ

ルは中間財に関する BtoB の取引が主体であり、自社製品を製造・販売する自社製品型中小企

業の基本的なビジネスモデルである BtoC の取引形態ではない。第三に、モノづくり中小企業

の事業は、機械関連の部品やユニット製品の受注生産に特化しているため、製造する部品及び

ユニット製品のＱ（品質）、Ｃ（コスト）及びＤ（納期）が彼らの競争力を維持する上で最も重

要な要素となる。換言すると、彼らの知識ストックの根幹を成すのが、これら QCD というこ

とになる。第四に、モノづくり中小企業の経営資源は QCD にウエイトが置かれているため、

モノづくり中小企業の多くは、自社製品開発力や自社製品販売力といった経営資源は脆弱であ

る。第五に、一方、モノづくり中小企業の多くは、特定の産業集積地の中で成長してきた歴史

を持っているため、地域社会との関係性が強い。第六に、こうしたモノづくり中小企業の地域

社会との関係性の強さは、地域圏内において「協力企業」といった形による企業間ネットワー

クを形成することでお互いの経営資源を補完している。第七に、さらに、こうしたモノづくり

中小企業の地域社会との関係性の強さは、地域圏内にある工業技術センター、産業振興センタ

ー、あるいは工学系大学及び高等工業専門学校あるいは金融機関といった外部資源の活用を促

し、それはモノづくり中小企業が新しい加工技術や製品を開発するために必要な経営資源の補

完に役立っている。 
次に、モノづくり中小企業の事業環境の変化については、以下の６点を指摘することができ

る。第一に、受注型中小企業であるモノづくり中小企業は、所謂、下請中小企業と呼ばれてお

り、その多くは日本型下請システムに組み込まれている。換言すると、モノづくり中小企業は、

 
9 この「モノづくり中小企業」の定義は、中小企業基本法における「製造業その他」と同義である。なお、第２

章の事例では、一部、中小製造業ではなく、サービス業や卸売業を本業している中小企業も含まれているが、そ

れらの企業も新事業展開の一環として、モノづくりに携わっていることを付記しておく。 

- 18 -



- 19 -

部品等のサプライチェーン・ネットワークの構成要素の１つである。第二に、これまで、この

日本型下請システムは、大手メーカー（セットメーカー）を頂点とするピラミッド構造という

特質を持ち、このピラミッド構造の上層部には大手サプライヤー群（Tier1）や中堅サプライヤ

ー（Tier2）と呼ばれる一次下請け、二次下請けの企業群が位置し、モノづくり中小企業の多く

は三次下請け、あるいは四次下請けといったようにピラミッド構造の下層に位置してきた。第

三に、しかし、こうした日本型下請システムは、大手メーカー、Tier1 及び Tier2 等の企業群

の海外展開に伴い、また、中国をはじめとする新興国の急速な工業化の影響によって、そのピ

ラミッド構造は大きく変容してきている。第四に、その結果、国内のモノづくり中小企業の多

くは、従来の日本型下請システムのみに依存できない状況にある。第六に、加えて、近年のデ

ジタル技術の進展やインターネットの普及によって、生産・製造現場でのデジタル化（ＤＸ化）

やインターネット取引が可能になり、モノづくり中小企業の生産・製造スタイルや取引形態も

変化している。

（２） 本調査研究のパースペクティブ

上記のように、日本のモノづくり中小企業のビジネススタイルは独特の特徴を持っており、

また、現在、彼らを取り巻く事業環境は大きく変化してきている。そこで、前節で指摘された、

①中小企業の「両利き経営」における組織構造、組織活動、製品・サービス、人の能力やスキ

ル等の状況、②中小企業の「両利き経営」における外部資源の活用状況、③中小企業のダイナ

ミックな事業展開（ないしイノベーション）と両利き経営（深化・探索）との関係性、以上３

つの問題意識を踏まえて、モノづくり中小企業における「イノベーション・ストリーム」の概

念を独自に定義した上で本調査研究のパースペクティブを示すと図表 1.3 のようになる。 

図表 1.3 本調査研究のパースペクティブ：モノづくり中小企業のイノベーション・ストリーム 

新市場・新規取引先 

  受注型中小企業    自社製品型中小企業 

   ①     ③ 

  （脱下請化） 

    機械金属部品の加工 

    組立など 

   （既存事業） 

  自社製品の開発・製造・販売 

   （新事業展開） 

   ② 

    受注型中小企業 

   既存市場・既存取引先 

 技術革新を活用したドラスティックな加工方法等 

  （既存事業） 

  漸進型イノベーション      アーキテクチュアル型イノベーション     非連続型イノベーション  

  イノベーションのトリガー（きっかけ） 

外部資源（地域産業特性・公的支援機関・研究開発機関・営業機能など） 

新市場・新規取引先

受注型中小企業 自社製品型中小企業

① ③

（脱下請化）

機械金属部品の加工

組立など

（既存事業）

自社製品の開発・製造・販売

（新事業展開）

②

受注型中小企業

既存市場・既存取引先

技術革新を活用したドラスティックな加工方法等

（既存事業）

漸進型イノベーション アーキテクチュアル型イノベーション 非連続型イノベーション

イノベーションのトリガー（きっかけ）

外部資源（地域産業特性・公的支援機関・研究開発機関・営業機能など）
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 この図表に示したように、本調査研究では、モノづくり中小企業の「両利き経営」を特に既

存事業と新事業の両方を展開するビジネススタイルとみなしている。そして、この場合の「イ

ノベーション・ストリーム」には、３つのベクトルが存在する。第一のベクトルは、既存事業

の延長上で漸進的イノベーションを繰り返して新規取引先（新市場）を開拓する場合（図表中

の①）で、これを「モノづくり中小企業の既存事業おける知の深化」と定義する。第二のベク

トルは、既存事業の中のこれまでの能力を破壊する技術革新を取り込むといった非連続型イノ

ベーションによって既存取引先（既存市場）に対して新たな加工方法等を提示する場合（図表

中の②）で、これを「モノづくり中小企業の既存事業における知の探索」と定義する。第三の

ベクトルは、脱下請化を指向しながら新事業展開の一環としてアーキテクチュアル型イノベー

ションによる自社製品開発に取り組み新規取引先（新市場）を開拓する場合（図表中の③）で、

これを「モノづくり企業の新事業における知の探索」と定義する。そして、本調査研究では、

いずれのベクトルにおいてもモノづくり中小企業がイノベーションに取り組むためにはそのト

リガー（きっかけ）が存在しているものと仮定する。さらに、モノづくり中小企業のこれらの

イノベーションでは、トリガーも含めて外部資源の活用が重要な役割を果たしているものと仮

定する。以上を踏まえて、本調査研究では、モノづくり中小企業における「両利き経営」の基

本パターンは、漸進型イノベーションによる既存事業（受注型事業）を軸に、非連続型イノベ

ーションによる既存事業（受注型事業）というもう一つの軸を持つ場合（パターン１）と、漸

進型イノベーションによる既存事業（受注型事業）を軸に、アーキテクチュアル型イノベーシ

ョンによる新事業（自社製品型事業）というもう一つの軸を持つ場合（パターン２）の２つの

パターンに分類できるものと仮定する10。

以上を踏まえつつ、第２章では、ヒアリング調査結果に基づいて 12 社の企業事例を紹介す

るとともに、第３章では、各事例等に基づいて、モノづくり中小企業の「両利き経営」に関す

る多角的考察を行う11。

10 この仮定（２つのパターン）に基づくモノづくり中小企業の「両利き経営」の特質と課題については、結論

部の第４章で報告する。
11 「知の深化」と「知の探索」という概念は、非常に曖昧であり、第３章第１節で触れるように、企業の現場

レベルでは、両者の区別は必ずしも明確ではない。また、本章第１節で指摘しているように、「両利き経営」の

概念に関しても多種多様な解釈が存在しているため、第３章の多角的考察は、委員それぞれの解釈に基づくも

のである。
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第第２２章章  モモノノづづくくりり中中小小企企業業のの「「両両利利きき経経営営」」にに関関すするる事事例例分分析析  

２．１ ヒアリング調査項目 

 本調査研究では、新事業を展開している国内のモノづくり中小企業を対象に以下の項目に基

づいてヒアリング調査を実施した。

図表 2.1 モノづくり中小企業の「両利き経営」に関するヒアリング調査項目 

２．2 ヒアリング調査結果 

今回の調査対象となった企業は、図表 2.2 に示す 12 社である。次項ではヒアリング調査結

果に基づいて各企業の取り組みについて報告する。

図表 2.2 事例調査の対象企業 

企業名 本社所在地 資本金 従業員数 

㈱ガリレオ 長野県上田市 3,186 万円 38 名 
イデアシステム㈱ 長野県岡谷市 7,500 万円 49 名 
㈲関根鉄工所 新潟県三条市 300 万円 9 名

㈱ワンロード 新潟県三条市 3,000 万円 12 名 
㈱ミューテック３５ 東京都日野市 1,700 万円 19 名 
㈱エイワ 岩手県釜石市 3,000 万円 60 名 
石村工業㈱ 岩手県釜石市 2,000 万円 15 名 
東日本機電開発㈱ 岩手県盛岡市 1,000 万円 53 名

オオクマ電子㈱ 熊本県熊本市 5,000 万円 20 名 
㈱坂製作所 京都府京都市 4,000 万円 20 名 
近江屋ロープ㈱ 京都府京都市 3,800 万円 35 名 
㈱キョーテック 京都府京都市 9,600 万円 83 名 

① 貴社の沿革及び事業内容について

② 貴社の新事業展開のきっかけ

③ 貴社の新事業展開の事業内容及び市場分野

④ 貴社の新事業展開の方法（外部連携）など

⑤ 貴社の既存事業と新事業の体制（組織、人材獲得・育成など）

⑥ 貴社の新事業展開における課題と今後の方向性

⑦ 公的機関及び政策サイドへの要望など
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１．沿革及び事業内容  
㈱ガリレオは、1990 年に創業した企業である。当初は海外の技術記事配信事業からスタート

し、その後海外記事の翻訳事業も始めた。翻訳業務の効率化のため、各地の在宅勤務スタッフ

に委託した翻訳業務や原稿の集約管理を行うシステムを開発した。その後は、翻訳事業で培っ

たシステム開発技術を活用し、WEB サイトの制作・運営部門、IT 関連のニュースや企画記事

を配信する報道部門、システム開発部門など IT 技術を中心とした事業が中心となっている。

また、2004 年から学会の事務局業務の受託事業を開始したことを契機に東京オフィスを開設

し、この学会事務局業務の受託事業においても、学会事務の効率化システムの開発や会員名簿

管理サービスなど、同社のシステム開発技術を活用した事業展開を行っている。 
 

２．新事業展開のきっかけ 

このように、同社では、システム開発を中心とした IT 関連業務を中心として事業展開を行

っていたが、2011 年の東日本大震災の津波による福島第一原発の事故を契機に、同社社長がエ

ネルギー問題に対して強い関心を抱き、本社のある上田市で再生可能エネルギー事業を手掛け

る「NPO 法人上田市民エネルギー」の発足に携わることとなった。これをきっかけに、同社で

は、新事業として自然エネルギー事業を立ち上げ現在に至っている。 
 

３．新事業展開の事業内容・市場分野 

同社では、2015 年に自然エネルギー事業の一環として、発電量を監視するアプリケーション

「測電 LITE」の開発・製品化を開始し、さらに、2018 年には建設業の認可を取得して太陽光

発電パネルの設置事業を開始した。現在、同社の自然エネルギー事業では、これまでのシステ

ム開発のノウハウを活用し、特に営農型太陽光発電システム・ソーラーシェアリング（以下、

ソーラーシェアリングと表記）の設置・販売を行っている。このソーラーシェアリングとは、

農地の上にソーラーパネルを設置し、営農収入と同時に売電収入を得ることで農家の収益性を

確保するシステムであり、農作物の育成を阻害しないようにソーラーパネルの角度を変えられ

る設計となっている。ここで、同社のソーラーシェアリングに装備されている作物の育成と発

電を効率的に両立させる制御システムの特徴を整理すると以下のようになる。①各種センサで

事例１：株式会社ガリレオ 

－システム開発技術を活用し、自然エネルギー事業を展開－ 

 

事業概要 ：自然エネルギー事業、学会関連事業、翻訳・制作関連事業、サポート・編集関連事

業、開発関連事業 

本社所在地：長野県上田市 

資 本 金  ：3,186 万円 

従業員数  ：38 名 

設 立 年  ：1990 年 
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計測したデータをもとに、太陽追尾式でモジュールの角度を自動的にコントロールすることに

より、作物の育成に与える影響を軽減し、なおかつ効率的な発電を実現。②シンプルな制御機

構により、安価に導入が可能で、メンテナンスも容易。③自社独自のデータベースにより、作

物ごとに必要な光量を自動で計算し、適切に制御することが可能。④遠隔操作で太陽電池モジ

ュールを任意の角度に設定することで、風や雪から発電設備や作物を守ることが可能。⑤20 年

間の売電期間中1に栽培する作物が変わっても安心して使用可能。以上である。 
また、同社のソーラーシェアリングのメリットとしては、①農業収入と安定した売電収益：

ソーラーシェアリングは営農しながら売電を行うため、農業による収入と売電による安定した

収益を確保することができる。②地目が農地のまま支柱部分のみを提供するため、固定資産税

が安価：地上に設置する太陽光発電設備と比べ、ソーラーシェアリングは支柱部分のみを転用

するため、転用面積が小さく、固定資産税も安価なままである。 
 

写真 2.１ 同社の「ソーラーシェアリング」

 

出所：同社ホームページ。 
 
４．新事業展開の方法 

 同社では、ソーラーシェアリングの導入に必要な条件として以下の３つを明示することで、

普及促進を図っている。①太陽光発電設備の支柱部分を農地の一時転用として農業委員会から

許可される必要があること。②１年ごとに収穫量に関する報告をする義務があること。③一時

転用許可の期間は３年間（一定の条件を満たす場合は 10 年間に延長可能）のため、１年ごとの

報告と農業実績をもとに再許可を取得する必要があること。④同じ年の地域の単収と比較して

８割以上の単収であり、大きく品質低下がないことが必要であること2。以上である。 
 

1 10kW 以上の場合、2019 年時点。 
2 同社では、信州大学繊維学部と共同研究によって生育状況や収量の評価を実施している。関連論文について

は、合原ほか（2020）を参照。 
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図表２．３ 同社のソーラーシェアリングの導入事例 

導入時期 設置場所 概要 

2016 年 5 月 上田市手塚 上田市で初めての水田上のソーラーシェアリング、発電

出力：４９．５ｋW、モジュール出力：６７．２ｋW、三反の水

田上のおよそ１，５００㎡を利用しているが、農地転用面

積はわずか０．１４㎡。2016 年度の単収は、同一水田

上の設備非設置区画と比較し約６．３％の減収に留ま

り、生育に大きな影響は認められなかった。信州大学と

の共同研究によって生育状況や収量の評価を実施。 

2018 年 3 月 上田市手塚 上田市で 2 箇所目となる水田上のソーラーシェアリン

グ、発電出力：49.5kW、モジュール出力：66.24kW、

駆動システムによりモジュールの面積比遮光率を変更

することが可能なため、遮光率を５０％まで増やしたこ

とで、架台の小型化とコストの低減を実現。 

2018 年 6 月 上田市前山 固定式のソーラーシェアリングで、スグリとフサスグリ

の作付で一時転用許可を取得。モジュールの角度は

20 度で固定しているが、万が一生育に問題があった

場合は手動で角度の変更が可能。 

2019 年 3 月 上田市手塚 上田市で 3 箇所目となる水田上のソーラーシェアリン

グ、発電出力：４９．５ｋW、モジュール出力：９９．３６ｋW,

数十箇所に温度計を設置し、積算温度と稲の生育の関

係を調査。水位計や日射計、風速計も設置し、農業にＩＴ

を取り入れるなど様々な角度から新しい農業の形を研

究。今後も制御システムの効率化や水稲以外の作物で

の実証実験等を実施していく予定。 

出所：同社提供資料に基づいて作成。 
 
５．既存事業と新事業の体制 

 同社の従業員数は全体で 38 名であるが、そのうち 6 名が本社・上田オフィスで自然エネル

ギー事業を、2 名が開発関連事業を担当している。一方、学会関連事業、翻訳・制作関連事業、

サポート・編集関連事業に係る業務は、東京オフィスのメンバーが担当している。このように、

同社では、本社機能を上田市に構え、新事業である自然エネルギー事業は上田オフィスで、既

存事業は東京オフィスで継続するといった事業体制を行っている。なお、ソーラーシェアリン

グの制御システム等の開発は、開発関連事業と連携している。 
 
６．新事業展開における課題と今後の方向性 

 同社では、将来的にはソーラーシェアリングの太陽光発電で得た電力をスマート農業の電源
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として活用する構想を持っている。また、太陽光発電以外の新事業として、既存のケーブルテ

レビ用に構築された回線網上に LoRaWAN3ゲートウェイを設置し、気温や湿度などの気象情

報を取得しリアルタイムで気象データを取得するシステムを軸にした製品開発も行っている。

さらに、LoRaWAN を活用したリアルタイムでの情報取得技術を応用した自社製品として、河

川や用水路の水位監視を安価に行うことが可能な防災システム「測川 LITE」も開発しており、

自然エネルギー活用や防災といった社会課題解決型の事業の拡大を指向している。 
 

図表 2.４ LoRaWAN を活用した情報取得プラットフォームのイメージ図 

 
出所：同社提供資料。 

 
７．公的支援機関及び政策サイドへの要望など 

 既述のように、同社のソーラーシェアリングの設置では、各地域の農業委員会からの一時転用許

可取得が必要とされ、同社にはそれに関連したノウハウが蓄積されている。しかしながら、農業委

員会の対応には地域によって格差もあるため、同製品を長野県内に留まらず全国的に普及させるた

めには、同社の先進的な製品に対して各地の農業委員会のリテラシーを高める必要がある。そのた

め、既に農林水産省の『2018 年度版営農型太陽光発電取組支援ガイドブック』において同社のソー

ラーシェアリングが紹介されているが、今後も次世代農業に関連する同社の先進的な製品の認知度

と関連機関の理解度をより一層高められるような支援施策を希望している。 

 

【参考文献】 

合原亮一・高橋伸英・加藤茂春・堀江智明（2020）「営農型太陽光発電のパネル制御が水稲栽培

に及ぼす影響」『農業食料工学会誌』82(4)：1-10。 
 

 

 
3 LoRaWAN とは、省電力かつ広域な通信が可能な IoT（Internet of Things）用の通信規格。 
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１．沿革及び事業内容 
イデアシステム㈱の設立は 1987 年で基板実装事業からスタートし、1989 年には別会社とし

てイデア㈱を設立し、機器の設計・製造にも着手した。1993 年からは画像圧縮・再生技術の開

発に着手し、さらに 1995 年にはベアチップ実装事業にも着手している。1997 年には初の自社

製品となる画像監視システムの販売を開始したが、その後、当該市場が競争激化したことによ

り、現在は納品した製品の保守が中心となっている。2001 年には ISO9001 を取得し、2003 年

からは東京営業所（現在：東京支店）及び大阪営業所（現：関西営業所）を開設している。2005
年にはエコアクション２１を取得すると共に翌 2006 年にはネットワークプラン共同組合を設

立した。そして 2006 年からは徐々に福祉用具の開発に取り組み始め、４年の歳月を経て製品

化を実現した。2010 年には子会社であったイデア㈱をイデアライフケア㈱に社名変更し、2011
年からこの㈱イデアライフケアが中心となって同社の福祉用具の販売を開始している。また、

2022 年には長野県 SDGs 推進企業登録制度の登録企業となっている。 
 
２．新事業展開のきっかけ 

同社は、顧客のウォンツに応える製品やシステムの開発・製造に努め、世にあるものは仕入

れ、無いものは自ら創る 2.5 次産業型企業を目指している。また、同社には、常に異業種分野

との接点を見つけ出しながら新事業展開を行うといった経営戦略を持っている。この背景には、

同業種分野からの受注では単なる元受けと下請けの関係に陥る傾向が強いが、異業種分野から

の受注では自社の優位性を確保できるからである。そのため同社では、異業種分野との接点を

得るため東京など大都市で開催されるセキュリティショー、スーパーマーケットトレードショ

ー、ドラッグストアショーなどの様々な展示会への出展を積極的に行っている。こうした中、

同社が介護機器分野に参入するきっかけとなったのは、2005 年に岡谷市役所主導で行われた

介護ロボット事業への参画であった。当時は全国的に介護ロボットの開発がブームとなってい

た。しかし、介護ロボットは機構や構造などが複雑で開発コストもかかるため、同社では、福

祉用具の開発に焦点を当てることとしたが、この背景には、創業者が父親の介護を行った際、

ベッドとトイレ間の移乗の補助に多大な身体的負担を感じた経験に基づいている。そこで、試

事例２：イデアシステム株式会社 

－電子機器分野を軸に福祉用具の製品化に挑戦－ 

 

事業概要 ：電子機器受託開発・製造、電子部品実装の試作・量産、 

ベアチップ実装の試作・量産、画像モニタリングシステム・LED 販売、 

福祉用具製造等 

本社所在地：長野県岡谷市 

資 本 金  ：７，５００万円 

従業員数  ：４９名 

設 立 年  ：19８７年 
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行錯誤の結果、移乗を補助する用具に的を絞り 2007 年から開発を開始した。 
 

３．新事業展開の事業内容・市場分野 

同社では、長年に亘り電子機器関連事業や画像通信事業を軸にした受注型の事業を展開して

いるが、2011 年から福祉用具の製造・販売といった自社製品型の新事業を子会社であるイデア

ライフケア㈱を中心に展開している。イデアライフケア㈱の扱う福祉用具は、高齢者・身障者

のトイレでの移乗をサポートするもので、介護施設や介護を必要とする人がおられる家庭で利

用が期待される製品である。具体的には、「乗助（のりすけ）さん」と呼ばれる製品で、2013 年

12 月からは改良版「乗助さんⅡ」の販売が開始され現在の主力製品となっている（「乗助さん

Ⅱ」の外観と機能については写真 2.2 を参照）。このように、同社では、子会社イデアライフケ

ア㈱を設立することで超高齢社会日本の成長市場である福祉用具市場への参入を果たしている。 
 

写真 2.２ 同社の福祉用具「乗助さんⅡ」 

 

出所：同社ホームページ。 
 
４．新事業展開の方法 

 上記のように、同社では、福祉用具事業は子会社のイデアライフケア㈱が中心となって実践

されている。既存事業とは全く異なる自社製品であるため、子会社としてイデアライフケア㈱

を設立することで、当該分野に特化した組織体制を構築している。この福祉用具の開発は 2006
年から徐々に開始されたが、2010 年までに試作品のバージョンは 7 種類以上が考案されたと

いう。その過程で 2009 年のバージョン 6 の試作品開発では NEDO の補助金を獲得し本格的

な試作品開発の段階に入ったことから、2010 年 10 月には本社事業から切り離し、イデアライ

フケア㈱を設立し、2011 年 1 月から自社製品「乗助さん」の販売を開始し、これまでに「乗助

さん」シリーズ全体で約 600 台以上が販売されている。 
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図表 2.５ 同社の福祉用具「乗助さん」の開発経緯 

フェーズ 取り組み 

フェーズ１：企画構想段階 会長の介護経験を参考に製品イメージを模索。 

フェーズ２：試作品開発段階 自社内でプロトタイプを開発し介護施設での評価を繰り

返す。この段階で長野県の介護福祉機器の専門家の指

導を年 10 回ほど受ける。この指導員は元介護機器メー

カーの社員。 

フェーズ３：製品化段階 昭和伊南総合病院（駒ケ根市）の認定看護師（CN : 

Certified Nurse、日本看護協会の認定看護師認定審

査に合格し、ある特定の看護分野において、熟練した看

護技術と知識を有することを認められた者をいい、水準

の高い看護実践を通して看護師に対する指導・相談活動

を行う者）で NPO 法人日本コンチネンス協会長野支部

（1993 年設立）の支部長からの製品化に向けたアドバ

イスを受ける。商品化に向けた課題である「軽量化」及び

「安定化」のための技術面については、長野県工業技術

センターからアドバイスを受ける。 

フェーズ４：製品改良段階 NEDO の助成を受け、国際福祉機器展（東京ビックサイ

ト）及びバリアフリー展（インテックス大阪、慢性期医療

展、看護未来展、在宅医療展併設）に出展し、来場者から

のフィードバック情報に基づき商品改良を行う。 

フェーズ５：製品普及段階 イデアライフケア㈱を設立し販売を開始。病院・施設、長

野県看護大学（駒ケ根市）の先生から意見を貰う。樹脂は

購入品を利用。フレーム加工は駒ケ根市の中小企業を活

用。薄く、軽く、たわまない座面の機能を実現するグラス

ファイバー内蔵の成形品は静岡県の企業から購入。 

出所：機械振興協会経済研究所（2018）pp.60-62 に基づいて作成。 
 
また、「乗助さん」シリーズのほかに、同社では、最適な座位姿勢を保つことが出来る姿勢補

助手すり「楽助さん」と呼ばれる福祉用具の製品化も実現している。この福祉用具は、どこで

も必要な時に簡単に設置ができるのが特徴で、日常のあらゆる場面において座位保持に利用で

きる製品である。さらに、同社では、コア技術の１つである情報通信技術を応用する形で、病

院や介護施設向けの徘徊検知センサーシステムを開発し、「あく戸くん」という製品名で販売も

行っている。この徘徊検知センサーシステムは、入院患者や施設利用者の徘徊をセンサーで検

知するもので、病院の看護師や介護施設の職員の見回りなど負担軽減に役立つシステムである。 
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写真 2.3 同社の福祉用具「楽助さん」 

 
出所：同社ホームページ。 

 

５．既存事業と新事業の体制 

 既述のように、同社では、新事業である福祉用具の製造・販売にあたり、イデア㈱をイデア

ライフケア㈱に社名変更して福祉用具事業に特化した体制を敷き、営業担当として同社から 3
名をイデアライフケア㈱に出向させている。また、福祉用具の試作品開発や必要な部品につい

ては、様々な企業、病院及び公的支援機関と外部連携することで製品化を実現している。一方、

既存事業では、情報通信事業部門とシステム事業部門がそれぞれの技術力・営業力を活かして、

開発受注型の仕事に専念する体制をとっている。 
 

６．新事業展開における課題と今後の方向性 

福祉用具開発に取り組んだ時期は、本業が好調であったため開発費に投入することができた。

しかしながら、福祉用具の製品化では素材及びパーツ製造の外注コスト、少量製品などのため

製造コストが嵩み、販売数は増加しても利益率は低いといった課題に直面した。そのため、福

祉用具については長野県内で健康福祉機器の製造・販売を手掛けている企業に営業を委託する

などしてきたが、福祉用具事業自体は見直しの時期に差し掛かっている。こうした状況から、

現在、同社では、既存コア技術の１つであるベアチップ実装を軸に置きながら異業種分野から

の受注製造に注力している。いずれにしても同社の新事業展開はトップダウン型で進められて

きたが、組織的には情報通信事業部門が探索的な役割を果たす一方で、システム事業部門は深

化的な役割を担ってきた。しかし、部門間のセクショナリズムや軋轢が生じて来たため組織改

革を行い 2023 年度から両事業部を統合している。 
 
７．公的支援機関及び政策サイドへの要望など 

既述のように、同社が新規事業の一環として挑戦した福祉用具の製品化では、試作品開発の

段階において NEDO の補助金が有効に機能したことから、今後もこうした公的支援機関によ

る製品開発向けの補助金の充実を期待している。また、公的支援機関には、異業種分野の企業

とのマッチングを促す仲介機能や新事業展開へのコンサルティング機能の強化も希望している。 
 

【参考文献】 

機械振興協会経済研究所（2018）『中小企業の外部連携活動による成長市場戦略－航空機部品

及びヘルスケア関連機器を中心に－』。 
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１．沿革及び事業内容 
㈲関根鉄工所の前身は、1955 年に現在の工場長の父親が操業した機械加工業まで遡る。当時

は研磨加工を中心に受注加工を手掛けていた。1964 年からはフライス旋盤を導入したことを

契機に切削加工の受注も扱うようになった。1971 年に現在の有限会社関根鉄工となり、その後

は、自動車部品を中心に部品類の機械加工を主力事業に据えている。1990 年代からは長岡市の

工作機械メーカーからの部品受注や精密金型などが増加したものの、2000 年代に入り自動車

関連の金型の受注量が減少し始めたことから、現在は、自動車メーカーの生産ライン用部品や

医療機器用部品の受注加工の割合が高くなってきている。 
 
２．新事業展開のきっかけ 

2016 年頃、三条市の展示会である「燕三条 工場の祭典」に加工品サンプルを出展した際、

東京都練馬区の老舗美容はさみメーカーから、ヨーロッパ向け輸出商品として、チタン製櫛の

製造依頼を受けたことが、同社の新事業のきっかけである。この美容はさみメーカーからの依

頼に基づいてチタン製櫛の試作品を完成させることができたものの、製造コストが高価となり

価格面での折り合いがつかず正式な受注契約には至らなかった。しかし、翌年の展示会にその

時製造した試作品のチタン製櫛を自社の加工技術を示すため加工サンプルの１つとして展示し

たところ好評であったため、自社製品としてチタン製櫛の製品化に乗り出することとなった。

櫛の製造については、木製などの既製品を収集し、それらの構造やデザインを研究しチタン製

櫛の製品化を実現し、現在、美髪専用櫛は 120,000 円から 195,000 円、ペット専用コームは

25,000 円から 4,7000 円の価格帯で、同社のホームページ等を通じて販売している（写真 2.4
及び写真 2.5 を参照）。 

 
３．新事業展開の事業内容・市場分野 

同社は、これまで受注型企業であったためチタン製櫛を自社製品として製造・販売すること

は未知の市場領域への進出であった。このチタン製櫛の製品化では、同社に蓄積されてきた工

作機械を駆使した機械加工技術を十分活用することができた。特に、航空機エンジンや医療機

器（人工関節）の受注の際にチタン加工を手掛けたことがチタン製櫛の製品化を可能にした。 

事例３：有限会社関根鉄工所 

－機械加工の技術を活かし美髪専用のチタン製櫛を製品化－ 

 

事業概要  ：金型用部品、各種機械部品、各種治工具部品、医療関連部品、生活雑貨製品の企

画・開発・製造・販売 

本社所在地：新潟県三条市 

資 本 金  ：３００万円 

従業員数  ：９名 

設 立 年  ：19５５年 
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写真 2.４ 同社のチタン製の美髪専用櫛「削り櫛 優」 

 
出所：同社ホームページ。 
 

写真 2.５ 同社のチタン製のペット専用コーム「削り櫛 美」 

 

出所：前掲写真と同じ。 
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ちなみに燕三条地域の複数の企業（刃物メーカー）もチタン製櫛の製造に挑戦したが、それ

らの企業が保有しているワイヤカット加工機では櫛の細かな加工が不可能であったため参入に

は至らなかった。これに対して同社では、マシニングセンタでは微細加工が可能であったこと

も同社の新事業展開を可能にしている。ところで、同社の自社製品開発への取組は、今回のチ

タン製櫛が初めてではない。同社では、2008 年頃に知人からの依頼でバイク用カスタムパーツ

を製作した際、好評であったことから、バイク愛好者向けにカスタムパーツを販売した実績が

あった。しかし、海外メーカーが安価な模倣品を発売し始めたことに加え、バイクブームが終

焉したことでバイク用カスタムパーツの販売は終了している。 
 
４．新事業展開の方法 

同社のチタン製櫛の種類は、人間用とペット用といった用途別の分類で２つに分かれる。ま

た、素材がオールチタン製の櫛（高価版）と本体がジェラルミン製のものにチタンコーティン

グした櫛（廉価版）の価格帯の分類で２つに分かれることから、分類上は４パターンの「チタ

ン製櫛」を商品化している。この中で、本体がジュラルミン製の櫛にチタンコーティングを施

す廉価版については、同社にチタンコーティング技術がないため、福井県鯖江市の企業に外注

している。しかし、同社からのチタンコーティングの仕事は小ロットであるため、外注先企業

にとっては優先順位が低くなるため同社への納品に時間がかかることが課題となっている。こ

こで、同社の櫛の素材であるチタン及びチタンコーティングの特質は図表 2.6 のとおりである。 
 

図表 2.６ チタン及びチタンコーティングの特質 

出所：前掲写真と同じ。 
 
５．既存事業と新事業の体制 

同社の既存事業である各種の機械受注加工については、従業員４，５名がそれぞれの加工技

術・技能を活かして受注生産を担当している。高品位な微細形状の高速精密切削加工が可能な

マシニングセンタと今まで同社が築き上げてきた加工技術及び精密金型のノウハウを活用して、

①アレルギーを最も起こし難い金属である。 

②表面は酸化皮膜が存在するために、汗や海水にも強い。 

③軽くて、丈夫で防食、耐久性がある。 

④光にあてると光触媒の抗菌作用で汚れや臭いの除去が出来るた

め、衛生を保つことができる。 
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三次元モデリングや加工プログラムをベースに医療関連部品など様々な分野に対してミクロン

単位までの精度で対応している。ここ数年は、自動車産業の海外製品拠点化やコロナ禍での半

導体不足などの影響を受け同社の受注量は減少していたが、コロナ禍も収束してきたため徐々

に受注量は回復する傾向にある。そのため、同社では、今後も加工技術や精密金型などの受注

事業に注力していく予定である。一方、新事業であるチタン櫛の製造・販売については、工場

長 1 名が既存事業と兼務する形で担当している。販売面では、断続的にではあるが商社などか

らの注文もあるため、今後は各種展示会への出展を積極的に行いチタン櫛の認知度アップに努

めたいとしている。また、海外市場への販路拡大も志向しているが、具体的なノウハウが不足

していると感じており、販売体制・販売戦略の構築が必要となってきている。 
 
６．新事業展開における課題と今後の方向性 

同社では、新事業展開の課題については、チタン製櫛は高付加価値製品であり利益率が高い

反面、高度技能による微細加工やチタンコーティングなど複数の行程が必要となるため量産が

困難である点が１つのネックであると捉えている。また、これまでチタン製櫛の販路拡大の方

法についても手探りで対応してきたのが現状であるため、今後は京都や福岡などの外国人観光

客が多い大都市圏での製品ＰＲを積極的に展開することで販路拡大が可能ではないかと考えて

いる。しかしながら、既述したように、長年に亘り受注型企業として活動してきた小規模企業

であるため、自社製品型企業に必要なノウハウや営業機能を如何にして補完できるか課題とな

っている。 
 
７．公的支援機関及び政策サイドへの要望など 

これまでにも（公財）燕三条地場産業振興センター主催「燕三条ものづくりメッセ 2023」や

同センターによるプレス、板金、機械加工など金属加工の集積地である燕三条地域の企業 22 社

のオンライン展示「燕三条ものづくり VR 展示館」にも出展する機会を提供してもらっており、

こうした公的機関からの支援は自社製品のＰＲやブランド構築に役立っていることから、今後

もこうした様々なメディアによる出展機会をより積極的に活用できればと考えている。また、

同社は、受注型企業の歴史が長いため、現在、新事業の一環として取り組んでいるチタン製櫛

の製造・販売では、自社製品型企業としてのノウハウや人材が不足していることから、海外市

場も視野に入れた自社製品の販売戦略の構築方法、商品のブランディングの方法、知財戦略な

どについて学習できるセミナー、研修会及びコンサルティング等の機会をより多く提供しても

らえるような支援策を期待している。さらに、同社のチタン製櫛は、美髪専用櫛とペット専用

コームの 2種類に大別されるが、これらが対象としている市場は異なっている。美髪専用櫛は、

主に美容院や個人向けの商品であり、総じて言えばファッション市場に属する。一方、ペット

専用コームは、ペットトリマーやペットショップ、ペット愛好家向けの商品であり、総じて言

えばペット関連市場に属する。しかし、同社ではこうした市場に関する情報や知識が不足して

いる状況にあることから、公的支援機関には、中小製造業が全く異なるサービス関連市場に参

入した場合に必要とされる営業方法等の情報提供を期待している。 
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１．沿革及び事業内容 
 ㈱ワンロードは、1953 年に鍛造用金型工場として個人創業した企業で、1974 年に株式会社

として法人化し現在に至っている。同社は、創業以来、各種部品加工のほか、鉄やアルミ製品

の鍛造用金型、鋳造用金型などの製造技術により、自動車部品用金型のほか、航空機部品用金

型、二輪車部品用金型、家電製品用金型など多岐にわたる金型を手掛けてきた。しかし、発注

元である自動車メーカーの国内工場の再編、2008 年のリーマンショック、さらに 2020 年から

はコロナ禍の影響により受注量の減少傾向が続いていた。そこで、同社では、補助金を活用し

て８軸の高性能工作機械の導入を機に精密部品加工分野へ進出し、医療機器用部品や生産ライ

ン用治具、試作品など高単価・高付加価値部品の受注加工に注力している。さらに、2022 年か

らは自社製品事業としてオーディオ機器（オーディオアクセサリー）の製品化に取り組み、現

在、オーディオブランド「セレニティ」として各種のオーディオアクセサリーの製造・販売を

行っている。 
 
２．新事業展開のきっかけ 

2020 年、同社社長は、自身の還暦を機に自社製品の開発の必要性を考えるようになった。こ

の背景には、主要取引先である自動車部品用金型の受注量が自動車メーカーの国内工場の見直

しなどの影響を受けて低迷したため、発注元企業の景気動向に左右されないためには、自社製

品型の経営（脱下請化）が必要であると判断したためである。そうした中、同社社長は、従来

からの趣味であったオーディオ機器に着目した。その理由は、同社社長がオーディオ雑誌で紹

介されているレコード用のターンテーブルを見た際、「この程度の製品であれば自社でも製作

できる。いや、もっと性能の良い製品ができる」と判断したためである。そこで、同社では、

振動吸収性に優れたマグネシウム製のターンテーブルシートを試作してオーディオ機器販売店

に持ち込んだところ、好評を得たことから、本格的にオーディオ機器（オーディオアクセサリ

ー）の製品化を開始した。さらに、同社では、ターンテーブルシートに続くオーディオアクセ

サリーとして、インシュレーター、スタビライザー及びカートリッジスぺーサーも製品化し、

オーディオブランド「セレニティ」シリーズとして販売している。 
又、専門誌が主催するコンテストにて、初年度発売のターンテーブルシート・スタビライザ

事例４：株式会社ワンロード 

－機械加工の技術を活かしオーディオ機器市場に参入－ 

 

事業概要  ：部品加工、鍛造金型、鋳造金型、微細・精密難削加工、非接触３次元デジタイザ、

オーディオ機器の製造・販売など 

本社所在地：新潟県三条市 

資 本 金  ：３，０００万円 

従業員数  ：12 名 

設 立 年  ：19７４年 
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ー・カートリッジスペーサーが「オーディオアクセサリー銘機賞 2023」を受賞し、次年度に発

売したインシュレーターが「オーディオアクセサリー銘機賞 2024 グランプリ」を受賞した。 
 
３．新事業展開の事業内容・市場分野 

このように、各種部品加工や金型製作を中心に受注型企業として成長してきた同社にとって、

オーディオ機器を自社製品として製造・販売する事業は、全く新しい市場への参入を意味して

いる。幸いにもオーディオ機器の製造自体は、これまで同社に蓄積されてきた加工技術を応用

することで十分可能であり、また、オーディオ機器の加工技術の精度は受注事業で要求されて

きた精度ほど高くはないため加工技術面での問題はなかった。寧ろ、オーディオ機器事業では、

製品企画力が重要となっている。同社が自社製品化したオーディオ機器は、マグネシウム製タ

ーンテーブルに代表されるように、特にアナログレコードの再生時に使用される機器である。

同社では、2022 年にオーディオブランドとして「セレニティ（Serenity）」1を設立して販売を

開始している（写真 2.6 及び 2.7 を参照）。こうした背景には、1980 年代以降、コンパクトデ

ィスク（CD）が主流となり消滅の危機に瀕したアナログレコードではあったが、数年前から米

国を中心に人気が再燃し、近年では日本国内でもアナログレコードの魅力が再評価され始めて

いるといった状況変化がある。そのためこうしたアナログオーディオ機器の復活は同社のオー

ディオ機器事業にとっても追い風となるものと期待されている2。 
 

写真２．６ 同社のオーディオブランド「セレニティ」のカタログ 

 
           出所：同社提供資料。 

 
1 ブランド名の「Serenity」とは、静寂を意味する。 
2 日本レコード協会（2023）p.2 によれば、最近の日本国内におけるアナログレコードの生産金額（邦盤と洋盤

の合計金額）は、2020 年の 21 億 1,700 万円から 2021 年は 39 億円に伸長し、さらに 2022 年は 43 億 3,600 万

円に達している。 
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写真 2.７ 同社のターンテーブルシート、インシュレーター、スタビライザー 

 
補足：ターンテーブルシート：振動吸収性に優れるマグネシウムで制振シート。 
インシュレーター：水平方向へスイングして振動を受け流す免振機構。 
スタビライザー：軽量なマグネシウムを使うことでプレイヤー軸受けの負担を 
軽減。以上の各製品の詳細については、同社セレニティ専用ホームページ参照。 
出所：写真は経済研究所撮影。 

 
写真 2.８ カートリッジスペーサー 

 
         補足：アームからの不要振動やカートリッジの共振を抑える。 

出所：写真、補足共に同社のセレニティ専用ホームページ参照。 
  
４．新事業展開の方法 

同社では、オーディオ機器の製造・販売を 2022 年から開始しており、国内では首都圏で６

店舗、新潟県内では２店舗に製品を卸しているほか、三条市のふるさと納税返礼品にも登録を
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行っている。また、同社のセレニティ専用ホームページでは、セレニティ使用と通常の比較が

できる試聴コナーのほか、購入者や試聴者の感想がわかるレビューコーナー、試聴できる店を

紹介しているストアコーナー、無料レンタルコーナーなどのメニューが設けられている。同社

では、販路拡大に向けて新潟県の補助金を活用して EC サイトも開設している。さらに、日本

国内の有名オーディオ雑誌にセレニティの広告記事や専門家のコメントを掲載するなど、特に

アナログレコード市場の拡大が著しい米国市場を視野に入れた自社製品のブランドの確立を目

指しており、既に米国での商標登録を済まし販売ルートを確立したが、アメリカ市場での広告

ノウハウや費用に苦慮している。 
 
５．既存事業と新事業の体制 

現在、同社の既存事業ではある部品加工、鍛造金型、鋳造金型、微細・精密難削加工の受注

量はコロナ禍の収束に伴い漸く好調さを取り戻しつつある。また、８軸工作機械の導入により

さらなる精密加工の受注も期待されている。こうした中、人的資源については既存事業を補完

する目的からベトナム実習生 2 名を 2024 年度から採用する予定である。一方、同社のオーデ

ィオブランド「セレニティ」の製造・販売は、現在は社長と同社技術者の 2 名で取り組んでお

り、社長は製品企画・営業面、技術者は設計・製造面を担当している。既存事業が回復してき

ていることもあり、今後も既存事業を軸にしながら新事業であるオーディオ機器の製造・販売

を徐々に育て上げて行きたいと考えている。 
 
６．新事業展開における課題と今後の方向性 

同社の新事業であるオーディオ機器が対象としている市場、すなわち、オーディオアクセサ

リー市場では高額でハイエンドな製品が多い。そのため、現在の同社の Serenity 製品も高価格

帯に近い値段設定となっている。しかし、今後、アナログレコードの再燃と共にアクセサリー

市場向けの製品の価格帯を多様化することも必要と考えており、同社では、廉価版のオーディ

アアクセサリーの開発・製品化も検討し始めている。また、米国以外の海外市場への展開も指

向しており、既に中国市場開拓に向けて香港の販売代理店との契約を結んでいる。 
 
７．公的支援機関及び政策サイドへの要望など 

同社では、これまでにも県の補助金やふるさと納税の制度等を活用して EC サイトの開設や

販売促進を行っていることから、公的支援機関には、引き続き中小企業の製品開発や販売促進

といった新事業展開に役立つ支援施策（補助金や助成金）を期待している。また、同社では、

オーディオ機器「セレニティ」のブランド構築に際しては、専門雑誌等への広告掲載による自

社製品 PR 及びブランド価値向上のための先行投資を行っているが、広告宣伝費は決して安価

ではない。よって、中小企業の自社製品の PR やブランド構築のために必要な経費を軽減でき

るような支援施策などを期待している。 
 

【参考文献】 

日本レコード協会（2023）『日本のレコード産業 2023 年版』。 
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１．沿革及び事業内容 
 ㈱ミューテック 35 の歴史は、1990 年に電気技師であった現社長の父親が関東近郊にあるス

タジアムの電光掲示板の設計から施工までを扱う㈱ミューテクノを新宿区で創業した時期まで

遡る。その後、日野市にあったプレス工場を機械付きの居抜きで購入したことを契機に現在地

に移転した。しかし、1992 年頃から関連製造業企業の海外移転の影響もあり、主力事業であっ

た電光掲示板事業の受注量が激減したため、1994 年からプレス加工事業を開始し、レーザー加

工機を導入し、主に板金加工を手掛け始め、電光掲示板事業からは撤退した。そして、1995 年

からは本社工場を増設し、精密板金(精密板金加工・プレス金型加工)及びプレス金型製作・プレ

ス加工などの事業を展開している。また、2015 年には、同社で初めてとなる自社製品の製造販

売事業とて自社ブランド「THE BLOSSO」の販売を開始している1。2016 年からは、機械売買

事業を開始し、2018 年に現在の㈱ミューテック 35 に社名変更し、2020 年からは機械加工事

業を開始し現在に至っている。 
 
２．新事業展開のきっかけ 

2007 年に創業者の父親の引退と同時に、長女である現社長は実弟と共に事業を承継し、社長

は経営全般及び営業面を担当、技術者である実弟は製造現場を担当することとなった。しかし、

翌 2008 年のリーマンショックにより受注量が激減し経営は厳しい状況に追い込まれた。その

ため、新規受注獲得のため社長自ら営業活動に奔走したが、同社社長は営業経験が乏しかった

ため、営業先で自社の強みを十分にアピールすることができなかった。その結果、材料代にも

満たない低価格での受注案件が多くなり、同社社長は、価格競争に巻き込まれないためには自

社の強みを的確にアピールできる企業になることの必要性を痛感する。そこで、同社社長は（一

社）東京都中小企業家同友会の指導の下で経営理念づくり、組織づくり、営業企画などを一か

ら学び直した。その結果、テクノフェア等の展示会に自社の加工技術力をアピールできるサン

プル品を出展することで徐々に新たな取引先を開拓していった。しかし、こうした受託加工に

 
1 この自社ブランドの名称であるBLOSSOは、「咲く」を意味する英語のblossomからmを取り、「咲き続ける」

という意味を持たせた造語である。 

事例５：株式会社ミューテック３５ 

－精密板金加工技術を応用しアクセサリー市場に参入－ 

 

事業概要  ：精密板金、機械加工、粉体塗装、各種機械装置の販売及び保守、中古機械の買取

及び販売、オリジナル商品の企画・開発・製作及び販売、アクセサリー、インテリア

用品、家具、事務用品の製作・販売及び輸出入 

本社所在地：東京都日野市 

資 本 金  ：１，７００万円 

従業員数  ：1９名 

設 立 年  ：19９０年 
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係る営業活動を通じて、同社社長は受注型企業であるがゆえに「発注元からの仕事を待つだけ

の辛さ」も感じ始めていた。また、同社の既存事業分野は、海外企業との競争にも晒されてい

ることに対する危機感もあった。そのため同社社長は自受注型事業だけはなく、自社製品型事

業を模索するようになっていた。そうした最中、工場長の「リーマンショックで仕事が無い時

に、何でもいいから作って下さい」という依頼にこたえて社員が作ったセミのオブジェを見せ

られ、その精密さから同社長は自社の強みを再認識し、既存事業に加えて自社製品型事業に挑

戦する方向に舵を切ることとなった。しかし、大手雑貨店に持ち込んだ昆虫のオブジェについ

ては先方との価格交渉が纏まらず、自社製品の事業化は簡単ではなかった。そこで、同社社長

は、自社製品型事業の方法や戦略を学ぶため、同社社長は、（公財）東京都中小企業振興公社が

主催する「事業化チャレンジ道場」2に女性パート従業員と二人で参加した。この参加がきっか

けとなって同社の新事業が本格化することとなる。 
 

写真 2.9 同社の自社製品型事業の端緒となったセミのオブジェ 

 
         出所：「事業化チャレンジ道場・事例：ミューテック 35」 

https://challenge-dojyo.com/about08/掲載写真。 
 
３．新事業展開の事業内容・市場分野 

同社社長は自社製品のコンセプトについて「日本らしさを板金技術で表現したい」といった

漠然としたアイデアを抱いていた。そこで日本各地の美術館を見学して構想を練った。しかし、

なかなかコンセプトの軸は定まらなかった。そうした中、「事業化チャレンジ塾」の師範から「高

品質こそ日本らしさではないか」という助言を得たことで自社製品の軸となるコンセプトが定

まった。そこで、自社の精密板金技術を活かした金属製のバラ（造花）によるインテリア製品

を提案したところ、師範からはインテリア商品よりもブローチなどのアクセサリーの方が事業

化の可能性が高いといったさらなる助言を受けて商品企画の方向転換が図られた。その結果、

 
2 この「事業化チャレンジ道場」は、企画・製品化・量産化・商品化・販路開拓までの一連のプロセスを実践的

に習得してもらい、道場修了後も参加企業が自力で開発に取り組めることを目指すプログラムである。詳細に

ついては、（公財）東京都中小企業振興公社「事業化チャレンジ道場」ホームページ（https://www.tokyo-
kosha.or.jp/support/shien/seminar/dojo.html）を参照。 
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同社初めてとなる自社ブランド「THE BLOSSO」が誕生することとなった（「THE BLOSSO」

の商品例については写真 2.10、その特徴については図表 2.7 を参照）。 
 

写真 2.10  自社ブランド「THE BLOSSO」の商品例 

 
出所：同社「THE BLOSSO」専用ホームページ。 

 

図表 2.７  THE BLOSSO の特長 

大切なお洋服を傷つけないマグネット式 

 

THE BLOSSO のブローチは、通常のピンに加

えてマグネットでも装着可能。冬物のコートでも

落ちにくい強力な磁石で生地を挟んで留めるた

め、お洋服に穴を開けず安心してお楽しみいた

だけます。 

お洋服のラインを崩さない軽さ 

 

大ぶりの華やかなブローチでも、見た目の重量

感に反して、その重さは平均 70g ほど。薄手の

ブラウスに着けても生地が垂れ下がりにくいの

で、お洋服のラインを損なわず装いを引き立て

ます。 

香りも楽しめる秘密の工夫 THE BLOSSO の商品の一部は、中心部にパフ

ュームコットンを内蔵しています。お好みの香水

やアロマオイルを垂らして、ぜひ香りも一緒にお

楽しみください。付属の台座にセットすれば、ル

ームフレグランスとしてもご利用いただけます。 

美しさを保つ丈夫で劣化しない素材 丈夫で上質なBLOSSO STAINLESS製で、壊

れにくく経年による劣化や変色がないのも大き

な特長。チークブラシなどで簡単に埃を落とせ、

汚れが気になる時は水洗いも可能。いつまでも

美しさが続きます。 

出所：前掲写真 2.10 と同じ。 
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４．新事業展開の方法 

同商品の販路開拓の経緯については、2015 年に金属製のバラを「たま工業交流展」に展示した

ことを皮切りに、翌年には「国際フラワーexp2016」に出展するなど各種展示会への出展が商

品の企画づくり等に役立った3。また、取り扱いを希望していた店舗に営業に行き、その後百貨

店での取り扱いにつながった。その後は同社「THE BLOSSO」専用ホームページを開設し、

この EC サイト（オンラインブティック）機能による直販を開始すると共に、大手通販カタロ

グでの採用、大手高級リゾートホテル内店舗での取り扱い、ショップチャンネルの活用など、

様々な取り組みが行われている4。試作、小ロット生産体制に特化していることから、カスタム

やオーダーメイドを得意としており、最近ではホテル椿山荘や漫画『ベルサイユのばら』など

各種企業とのコラボレーション商品の受注も増加している。 
 
５．既存事業と新事業の体制 

 現在（2023 年時点）の同社の売上構成比については、精密板金、及び機械加工などの既存事

業が全体の 98％を占めており、クラフト事業として展開している「THE BLOSSO」の売上は

今期 1,000 万円を超え、２％程度まで成長してきた。しかし、同社社長は、自社製品は社員一

人一人が自分の仕事に対して誇りを持つことに繋がっており、受注型事業との相乗効果がある

と考えている。また、自社ブランド「THE BLOSSO」の各種製品は、同社の高い設計能力と技

術力を活用することで商品化が可能になっている。現在、同商品の企画及び製作は、同社社長

を含む女性陣を中心に行われているが、商品の意匠デザインについてはグラフィックデザイン

を学んだ同社社長の次女がクリエーターとして担当し、レーザーで切り出した花びらなどに微

妙な曲げを加えたり、細かいヘアラインを入れる加工を施すなど、固いステンレス素材とは思

えない柔らかさを醸し出すことに成功している5。また、「THE BLOSSO」の存在は人材獲得に

も寄与している。優秀な技術力を有する技術者が同社のホームページ上の「THE BLOSSO」

を見て「なんだか普通の工場じゃない、応募してみよう」と面接に応募するケースが増え、実

際に工場内を見学し、取り扱ってみたい工作機械が並んでいるのを見て入社を決める人が相次

ぎ、現在ではそのような経緯を通じて入社した社員は４名を数えるまでになった。そのうちの

２名が新ブランドを立ち上げるまでに至っており、同社社長も思わぬ副次的効果に驚いている。  
 

６．新事業展開における課題と今後の方向性 

 同社では、自社ブランド「THE BLOSSO」の海外展開を見据え、ドイツで開催された国際

消費財見本市であるアンビエンテにも出展している。海外市場では大柄のデザインが好まれる

ため、貴金属に比べ安価で軽量なステンレス製ブローチの可能性を感じている。しかしながら、

 
3 「たま工業交流展」の展示品で落ちたバラの花を磁石のジャケットに留めることでブローチタイプが誕生し、

「国際フラワーexp2016」に出展したブローチタイプは好評を博した。 
4 こうしたメディア活用では、同社が国際宝飾展に出展したことが縁で同社に入社してきた社員の前職での経

験が役に立っている。 
5 関連記事については、『日経MJ』（流通新聞）2022 年 8 月 22 日 p.5 を参照。 
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安価であるが故に、投資目的でアクセサリーを購入する富裕層には好まれない面もあると同社

社長は分析している。また、同社社長は、今後も本業である受注型事業（精密板金加工事業等）

と自社製品型事業の相乗効果を活かしていきたいと考えており、その一環として、2023 年から

新たに自社ブランド「Corherz（コエルズ）を立ち上げ、2 輪車の「旧車」向け部品の製造・販

売を開始している。 
本業である精密板金事業の取引口座開設時に、同社社長が取引先に出向く際、取引先の担当

者から「社長が今付けていらっしゃるのが自社ブランドですか？」、「誰がデザインしたのか、

どうやって営業しているのか」、「一つ作るのにどのくらいの人数が関わって、どのくらいの時

間がかかるのか」、など多くの質問が寄せられることが多く、大企業の開発者の関心を得ている

ことに同社社長は驚いている。 
 

７．公的支援機関及び政策サイドへの要望など 

既述のように、同社の新事業展開では、公的支援機関の講習会等が効果を発揮している。同

社では、今後も公的支援機関を随時活用して行くと共に多くの製造業や大学が集積している多

摩地域が有している地域資源も大いに活用して行きたいと考えている。 
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１．沿革及び事業内容 
 ㈱エイワは、1978 年に岩手県釜石市においてボートのパーツを中心に FRP（繊維強化プラ

スチック：Fiber Reinforced Plastics）成形加工を開始し、1983 年に社名を㈲唐船エフ・アー

ル・ピーとして法人登録を行っている。1985 年からは耐食 FRP 製品の成形加工業を開始し、

また、1991 年からは防水業を開始している。1992 年には現在の社名である㈱エイワに改称、

1993 年からは建設・防水工事許可を取得、さらに、2001 年には塗装工事業許可を取得してい

る。そして、2010 年から新たなに金属事業を開始し現在に至っている。 
 
２．新事業展開のきっかけ 

 同社の新事業である金属事業は、2001 年に「コバルト合金生体材料開発研究会」が釜石市で

設立され、2004 年にコバルト合金製造に欠かせない「30 ㎏高周波真空溶解炉」を岩手県と釜

石市が合同で購入し、製造技術の確立を目指す中で、2007 年に同社がこの生体用材料等・特殊

合金の溶解・加工事業実施企業に選定された時期まで遡ることができる。同社は釜石市が保有

する施設に自社の FRP 事業の主要メンバーを派遣し、2010 年 5 月に金属事業部を設立した。

その結果、同社では、低 Ni の Co-Cr-Mo 合金「COBARION」という製品を製造することにな

った。この「COBARION」は、東北大学金属材料研究所の教授（開発当時：岩手大学）が開発

し、同社で製造されたもので、（公財）いわて産業振興センターが、「COBARION」として、商

標登録したものである。（現在はエイワに譲渡） 
この「COBARION」（コバルトクロム合金）は、Ni の含有量がほとんどないにもかかわらず

高延性で高加工性、さらに高機械強度、高耐摩耗性、高耐食性を持ち合わせているという特性

を持っていて、独自の結晶組織制御技術によって実現されたものである。その後、2014 年 5 月

までに、先端技術実証・評価設備整備費等費補助事業を活用して、同社の金属事業部に新しい

設備として 100 ㎏真空溶解炉及び 300 ㎏加熱炉が導入され、それまで 30 ㎏しかできなかった

溶解が 100 ㎏まできるようになりコストの圧縮が可能となった。その結果、コバルト基合金の

少量での試作・開発に加え、小ロット・短納期に合わせた製品製造まで試作・開発終了後も対

応できる体制が整った。 
 

事例６：株式会社エイワ 

－FRP 成形・建築工事事業に加えて金属事業を設立－ 

 

事業概要  ：FRP 成形加工業一般、建設・防水・塗装工事業、金属の溶解、鋳造、鍛造等の加

工販売事業 

本社所在地：岩手県釜石市 

資 本 金  ：3,000 万円 

従業員数  ：60 名 

設 立 年  ：1978 年 
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３．新事業展開の事業内容・市場分野 

当初、同社では、「COBARION」による新事業展開では、金属アレルギーを起こし難い特性

を持っていることに着目し、人工関節等の医療機器分野への参入を指向していた。しかし、提

携を予定していた医療機器メーカーとの価格交渉では、結局折り合いがつかず医療機器分野へ

の参入を中断せざるを得ない状況に陥った。また、この背景には、価格交渉の決裂だけでなく、

ニッケル含有量が 0.01％以下の「COBARION」が、金属アレルギーを引き起こさない事を技

術的に証明することができず、医療機器向け材料の認証取得が困難になったことも医療機器参

入の障害となった1。 
 

写真 2.11 コバルトクロム合金「COBARION」 

 
出所：経済研究所撮影。 

 
４．新事業展開の方法 

このような経緯から、現在、同社では、「COBARION」の事業で蓄積された技術と設備環境

を活用して、多様な合金材料の製造や受託溶解事業を展開している。例えば、2022 年には半導

体部品の材料として使用される合金の受注製造を手掛けることで 1.7 億円の売上を記録してい

る（写真 2.12 参照）。 

 
1 同社の医療機器分野への挑戦経緯の詳細については、機械振興協会経済研究所（2014）を参照。 
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写真 2.12 生体材料・その他特殊素材の生産工程 

 

 
出所：同社ホームページから抜粋。 
 

５．既存事業と新事業の体制 

現在、同社では、設計、製作、施工から現場管理まで一貫性のある体制を敷いており、特に

金属事業部では小ロット・短納期の案件にも対応できる組織づくりを行っている。同社にとっ

てメイン事業は既存事業である FRP 事業部門と建築工事部門（とりわけ防水工事事業）であ

り、金属事業はあくまでも既存事業に支えられている事業である。既存事業の FRP 事業部門

及び建築工事部門では、多種多様な製品を取り扱っており、特にFRP 事業部門では、2011 年

3 月 11 日の東日本大震災以降は、岩手県の水産復興関連事業として、同社では 2013 年 5 月に
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岩手県水産技術センター大船渡研究室の掛け流し水槽や 50 トン円形水槽等をはじめ、さけ・

ます養殖関連施設の飼育槽や各漁業協同組合・大学研究施設等への養殖水槽等を供給するなど、

震災復興協力にも尽力している。 
 

図表 2.８ ㈱エイワの３つの事業部門 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
出所：同社ホームページを参考に経済研究所作成。 
 
６．新事業展開における課題と今後の方向性 

 上記のように、同社の医療機器分野、特に人工股関節に焦点を当てたコバルトクロム合金

「COBARION」による新事業展開は中断となったが、歯科材料や、一般産業分野で、その特性

を活かし様々な用途で使用され始めており、更なる用途開発も進めている。又、同社の金属事

業部門では、新事業展開で培った経験、技術及び設備を活用して受注型事業を展開している。

同社の合金製造設備が小規模であるため大ロットの受注はできない状況にあるが、同社では小

ロットでもより付加価値の高い分野に焦点を当てて営業を展開しており、今後も半導体産業や

電気自動車産業等の分野では新素材部品の需要が高まることが予想されることから、現時点で

は、金属事業は既存事業に支えられる状況に留まっているが、中長期的には当該事業が主力事

業として成長する潜在力に期待している。 
 
７．公的支援機関及び政策サイドへの要望など 

既述のように、同社の新事業展開では、（公財）いわて産業振興センターや釜石市の支援が大

FRP 成形部門 

一般成形品＋耐食成形品 

建築工事部門 

建築防水・防食・塗装 

金属事業部門 

生体材料・その他特殊素材 
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きな役割を果たした。同社では、今後も公的支援機関や大学等といった外部資源を活用するこ

とで既存事業及び新事業のビジネスチャンスを広げたいと考えている。 
 

【参考文献】 

機械振興協会経済研究所（2014）『医療機器産業におけるサプライヤーシステム－中堅・中小

企業の技術力を活かした成長条件－』。 
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１．沿革及び事業内容 
 石村工業㈱は、1959 年に創立した企業である。同社は、近代製鉄発祥の地として 150 年に

わたり日本の近代化とその後の産業の発展に貢献してきた「鐵の街釜石」において鉄設備の製

造・保守の事業に取り組み、1961 年からは大手 A 社の製鉄所（以下、A 製鉄所と表記）、の設

備製造やメンテナンス業務を行っていた。しかし、1989 年に A 製鉄所の高炉が閉鎖となった

ことで A 製鉄所からの受注が大幅に減少したことにより、同社では、以前より手掛けていた装

置製造及び溶接を中心とした新たな取引先の開拓に乗り出すと同時に、この時期から新事業展

開の必要性を感じ始めていた。そして、自社製品開発などの試行錯誤を経て、同社は 2002 年

から自社製品による新事業展開の一環として薪ストーブの製造販売を開始している。さらに、

2008 年からは岩手県水産試験場と共同で開発したワカメ塩蔵用高速攪拌装置の製造・販売も

開始し現在に至っている。  
 
２．新事業展開のきっかけ 

上記のように、1989 年の A 製鉄所の高炉閉鎖による大幅な受注減が同社の新事業展開へ向

けた転機となった。A 製鉄所の高炉閉鎖直後から A 製鉄所以外の企業からの受注活動を進めな

がら、自社開発のイクラ計量器による新事業展開を試みたが成功しなかった。しかし、自社製

品による新事業展開を諦めず、自社製品の企画・開発への挑戦を続けた。その結果、2003 年か

ら自社製品として薪ストーブの開発に取り組み製品化を実現した。さらに 2008 年からは岩手

県水産試験場と共同開発したワカメ高速攪拌塩蔵装置の製品化を実現している。 
 
３．新事業展開の事業内容・市場分野 

家庭用ストーブ「CRAFTMAN」の開発がスタートしたのは 2003 年である。当時は岩手県

内においてペレットをはじめとする木質バイオマスの利用促進の動きが活発になっていたこと

もあり、そのニーズに応える製品を作ろうと思ったのがきっかけとされる1。そして、製品化に

向けて同社がこだわったのが「電気を使わない」ことであった。他社のペレットストーブは電

 
1 この背景については、2000 年 11 月に岩手県が「環境首都いわて」の実現を目指し、「環境都市創造いわて県

民宣言」を採択した結果、その一環として、木質バイオマスエネルギーの利活用の一種としてペレットストー

ブの研究開発が注目され始めていたことを指摘することができる。 

事例７：石村工業株式会社 

－蓄積した技術を活かし薪ストーブや撹拌機を自社製品化－ 

 

事業概要  ：プラントの製造技術による各種製品の開発・設計・製造 

        薪ストーブの製造・販売、高速攪拌装置の製造・販売など 

本社所在地：岩手県釜石市 

資 本 金  ：２,000 万円 

従業員数  ：15 名 

設 立 年  ：19５９年 
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気でファンを回し、自動制御しながら燃焼させる仕組みが殆どであったが、同社では「環境に

やさしい製品」を作ることに重点を置き、敢えて電気を使わないストーブにこだわった。さら

に、「CRAFTMAN」ではペレットだけでなく薪の使用も可能にする機能も持たせることで、他

社との製品の差別化を目指した。その結果、2004 年にペレット・薪兼用で電気のいらない国産

ストーブ「CRAFTMAN」が誕生した2。現在、「CRAFTMAN シリーズ」では、後述するよう

に、家庭用と業務用にセグメントされた製品を用意し各市場に対応している。 
 一方、岩手県水産試験場と共同開発したワカメ高速攪拌塩蔵装置は、現在は、様々な分野で

使用可能な多目的攪拌装置「しおまる」の名称で製品化されており、独自開発のランダムスピ

ン水流で多用途の省力化を図ることができる製品であり、ワカメの塩蔵での実績の他に脱塩・

洗浄・飽和食塩水の製造などが可能になっている。 
 
４．新事業展開の方法 

 同社の新事業の１つである薪ストーブの製造・販売については、多様な用途に対応するため

豊富な製品ラインアップが用意されている。大別すると同製品は家庭用と業務用に分類され、

家庭用は「CRAFMAN シリーズ」、業務用は「ゴロン太シリーズ」といった名称で製品が用意

されている（写真 2.13 及び写真 2.14 参照）。 
 

写真 2.１3 「CRAFTMAN シリーズ」の外観 

家庭用ストーブ「CRAFTMAN」        アウトドアキャンピングストーブ「C3」 

 
出所：同社ホームページから抜粋。 
 

 さらに、家庭用ストーブ「CRAFTMAN シリーズ」は、ペレット・薪兼用ストーブ「PW－

２」と薪専用ストーブ「CW－２」、屋内だけでなく持ち運び可能なアウトドアキャンピングス

 
2 この開発経緯については、同社ホームページ https://www.craftman-pe.com/story/（2023 年 11 月 20 日閲覧）

参照。 
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トーブ「C３」3の３つに分類され、また、屋内用モデルでは、二重防熱板付炉台や外気導入器

などの製品も用意されている。一方、業務用ストーブ「ゴロン太シリーズ」では、「ゴロン太」、

「スーパーゴロン太」及び「温水ゴロン太」の３種類の製品がラインアップされている。「ゴロ

ン太」は、長時間燃焼可能な大型薪ストーブで、丸太をそのまま燃料とすることで 8 時間の長

時間燃焼と 100 坪をカバーする高火力を実現し、ビニールハウスや工場などの暖房に適した製

品である。これに対して「スーパーゴロン太」は、「ゴロン太」をさらに長時間・高火力化した

薪ストーブで、燃料の容量アップにより 12 時間燃焼、対応面積 200 坪を実現し長時間の燃焼

がユーザーに対応できる製品である。一方、「温水ゴロン太」は、ゴロン太本体に水タンクを取

り付け、温水ボイラー機能を加えた薪ストーブで薪の火力でお湯を沸かし、ハウス栽培や床暖

房などに使用できる製品である。 
 

写真 2.１４ 業務用「ゴロン太シリーズ」の外観 

 「ゴロン太」            「スーパーゴロン太」           「温水ゴロン太」 

 
出所：写真 2.13 と同じ。 

 
 既述したように、同社の２つ目の新事業である多目的攪拌装置の製造・販売は、岩手県水産

試験場と共同開発した「ワカメ高速攪拌塩蔵装置」が端緒となっている。この製品は「しおま

る」とう名称で販売されており、製品バリエーションも豊富で、機種は直径が 2.0ｍ、1.5ｍ、

1.0ｍの 3 タイプが用意されている（写真 2.14 参照）。さらに、その用途も多様で、ワカメ・コ

ンブの塩蔵作業で「しおまる」を使用することで作業時間の短縮、労力の負担軽減、コスト削

減が可能になるほか、漬物製造過程にも利用でき、漬物等の加工時間と労力を大幅に削減する

ことが可能である。こうした同社の「しおまる」の製品化では、繰り返しになるが岩手県水産

試験場との共同開発が大きな効果を発揮しており、さらに、こうした製品開発の背景には、岩

手県の重要な産業である水産分野及び農業分野における従事者の高齢化への対応や労働負担の

軽減など岩手県産業が抱えている課題解決に貢献したいといった同社の経営姿勢の存在を窺い

 
3 この「C3」とは、Compact、Carry、Camping Stove の３つの C の意味を持つ名称である。同製品の詳細に

ついては、同社ホームページ https://ishimurakogyo.co.jp/products/c3/（2023 年 11 月 20 日閲覧）参照。 
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知ることができる。 
いずれにしても、同社の新事業である自社製品群である薪ストーブ関連製品と多目的撹拌機

関連製品の製造・販売事業では、両製品群とも豊富なラインアップ（製品バリエーション）を

用意することで、ユーザーニーズの多様性への対応を可能にしている。 
 

写真 2.1５ 「しおまる」の外観 

 
          出所：写真 2.13 と同じ。 
 
５．既存事業と新事業の体制 

同社の既存事業と新事業の状況については、2022 年の売上構成では、既存事業である受注事

業が 20%、新事業である薪ストーブ製品が 40%、また、新事業である「しおまる」が 40%と新

規事業の売上げ比率が既存事業より高くなっている。特に、「しおまる」を用いた場合、従来の

ワカメの塩蔵作業と比べて大幅に労力と時間を短縮できることから、岩手県沿岸地域のワカメ

漁家の多くに「しおまる」を購入して貰っている。 
 

６．新事業展開における課題と今後の方向性 

このように、同社では、既存事業の低迷に際し、取り組んだ自社製品の製造・販売事業が既

存事業の売上比率を上回るようになり新事業自体は軌道に乗り始めていると言える。しかし一

方で、従来の主力事業は芳しくなく、また、新事業の１つである「しおまる」の販売台数も頭

打ちとなってきている。そこで、「しおまる」については、今後は岩手県以外のワカメ漁家、あ

るいは食品加工業などへの販路開拓を行うと共に、受注事業の営業力を強化することで既存事

業の売上比率を 50%まで高め、新事業である「CRAFTMAN」と「しおまる」は共に全体の 25%
ずつ（計 50％）に留め、既存事業と新事業の両事業のバランスをとりながら全体のパイを大き

くして行きたいと考えている。 
 

７．公的支援機関及び政策サイドへの要望など 

同社では、今後も岩手県の産業政策を視野に入れながら、また、岩手県水産試験場との連携

も活かしつつ、既存事業も含めて県外市場にアクセスするための情報提供等を期待している。 
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１．沿革及び事業内容 
 東日本機電開発㈱は、1971 年１月に穀物加工プラントの制御盤製造で創業した企業である。

創業当時のプラント制御市場では、地元企業は分電盤、配電盤メーカーが殆どで制御盤に主力

を置く企業は少なかったこともあり、付加価値の低い仕事が多かった。この時期、同社は、穀

物プラントメーカーS 社の岩手県代理店の制御盤製造子会社として操業していたが、1982 年に

親会社（代理店）が倒産したことに伴い、独立創業を行い、制御盤の設計、製造を担当する機

電事業部を主軸に公共事業体（水道、融雪設備など）向けを主力に事業を行っている。また、

2003 年には、新事業として環境事業部を設立した。この環境事業部では、現在養鶏場から発生

する鶏糞を再利用した肥料「イグナール２号」の販売、いちごの高設栽培システムの施工・販

売を行っている。さらに、環境事業部のほかに、新事業の開拓を専門に行うセクションを設け

ている。このセクションでは、ILC（国際リニアコライダー）に関する研究開発やエネルギー

シフト（地域資源を有効活用することで地域内自給を目指し、地域企業の仕事と雇用を増やし

地域や住民が主体となって持続可能で質の高い暮らし、社会を総合的に実現する）をキーワー

ドとした新事業の開拓に積極的に取り組んでおり、具体的には、加速器内部表面の電解研磨シ

ステムの開発や排熱エネルギー回収・地域内循環事業など新規事業の開拓に取り組んでいる。

同社では、「社会的共通資本の充実」、新たな価値の創造を軸に据えた経営理念を掲げており、

その理念に沿った新規事業の創出に向けた挑戦を積極的に行っている。このように、同社では、

機電事業部による公共インフラ設備（上下水道、電力設備、高速道路、新幹線軌道の消雪基地)
向けの制御盤の設計・製造のほかに、環境事業部では家畜排せつ物を活用した肥料の製造販売

といちごの高設栽培システムの販売・施工、新事業の開拓セクションによる様々な新事業・新

市場の探索を行っている。 
 
２．新事業展開のきっかけ 

2003 年の夏、養鶏場より発生する鶏糞が産業廃棄物として未活用のまま廃棄、また不適切な

処理によって環境問題を発生させていることを問題視した社長（現会長）の発案により環境事

事例８：東日本機電開発株式会社 

－機電事業を軸に多様な社会課題解決型事業に挑戦－ 

 

事業概要  ：制御盤・操作盤・監視盤・計装盤・高低圧受配電盤・力率改善装置・各種プラント制

御システムの開発・設計・製作・販売ならびに施工、家畜排せつ物に関するコンサ

ルティング、いちご閉鎖型高設栽培システムの設計・販売ならびに施工、特殊肥

料の製造・販売 

本社所在地：岩手県盛岡市 

資 本 金  ：１,000 万円 

従業員数  ：５3 名 

設 立 年  ：1971 年 
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業部が発足した1。この背景については、同社のメイン事業である機電事業の市場の殆どが公共

事業体であることから、年度末以外の時期は閑散期となるため、閑散期に事業を行うことの必

要性を感じていたことも挙げられる。そこで、同社では、家畜糞尿の減量化への取り組みとし

て、2003 年に土壌菌の専門家を招き、研究開発を重ね、2005 年には、鶏糞を原料とした堆肥

の発酵を繰り返すことで酵素が豊富な特殊肥料の試作に成功し 2007 年からは「イグナール２

号」という商品名で販売を開始している（写真 2.16 参照）。また、環境事業部では肥料の製造・

販売のみならず、農地への適切な施肥指導や家畜排せつ物の処理などを指導するコンサルティ

ング事業も肥料販売と併せて実施している。さらに、同社では、2011 年から岩手県農業試験場

と共同研究したいちごの高設栽培システムの製造・販売も実施している。 
 

写真 2.1６ 現在、同社が販売している農業用園芸資材「イグナール２号」 

 
           出所：同社ホームページより抜粋。 
 
同社では、肥料・いちごの栽培システムを取り扱う環境事業部の事業に加え、新事業の開拓

専門のセクションを設け取り組んでおり、その一環として、岩手県に建設が予定されている国

際リニアコライダー（ILC）計画に早期より関わり、その結果、同社では、ILC 計画を主導す

る高エネルギー加速器研究機構（KEK）向けに加速器内部の電解研磨システム（一部）を茨城

県つくば市にある KEK 本部へ納品している2。 
さらに、同社では新事業開拓として、2018 年からエネルギー事業への参入にも挑戦してお

り、これまで未利用であった熱源から回収した熱エネルギーを離れた場所でも活用可能にする

ための方策の検討に取り組んでいる。2021 年～2022 年には岩手県盛岡市郊外のつなぎ温泉に

 
1『図説いわて統計白書 2005』（平成 11 年のデータ）によれば、岩手県における産業廃棄物排出量は約 645 万
トン、その内の約 2/3 である約 423 万トンは家畜糞尿である。 
2 国際リニアコライダー（ILC）は、次世代の直線型衝突加速器であり、国際協力によって設計開発が進められ

ている。詳細については、東北 ILC 推進協議会ホームページ https://www.tohoku-ilc.jp/ilc（2023 年 11 月 20
日閲覧）参照。 
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おいて、使用後に廃棄されている熱エネルギーを産業技術総合研究所が開発した吸着材（ハス

クレイ）に蓄熱させ、12km 先のいちご農家まで運搬し、ハウス栽培の補助的な熱源として活

用する実証実験を実施した。今後は、この技術を活用し、一定のエリアに小規模で分散してい

る未利用熱源と需要先をネットワーク化した面的実証試験にステップアップする予定である。

このように、同社では、経営理念に基づいた絶え間ない新事業展開が実践されている。 
 

写真 2.１７ 「ハスクレイ」を用いた熱源装置の試作装置 

 
          出所：同社にて経済研究所撮影。 
 
３．新事業展開の事業内容・市場分野 

同社では、既存事業である受注生産型の機電事業に加えて、新事業として環境事業を立ち上

げ、その一環として、自社製品（「イグナール２号」、いちご高設栽培システムなど）の製造・

販売を手掛けている。一方、同社にとっては全くの新分野となる加速器用の電解研磨制御装置

の受注にも成功している。既述したように、農業園芸資材「イグナール２号」の商品化では微

生物学の専門家の指導の下、研究開発に取り組んだ。また、「イチゴの高設栽培システム」では、

基礎開発そのものは岩手県農業試験場が行ったものであるが、その商品化、販路開拓やコンサ

ルティングサービスの展開など同社の新事業として確立している。さらに、排熱エネルギーの

回収・循環利用実証実験を岩手大学・産業技術総合研究所と共同で行うなど、公的機関と連携

した新事業展開という特徴を持っている。 
 

４．新事業展開の方法 

 このような同社の新事業展開の根幹にあるのが、「地域の特徴、資源を活かし、『水』『空気』

『食糧』『エネルギー』をキーワードに、次世代の人々が安心して暮らすことができる社会の創

造に取組み、『地域になくてはならない、地域の皆さんからアテにされる企業』であり続けられ

るよう努力する」といった同社の経営理念である。そして、その具体的な推進エンジンとなっ

ているのが、同社内に設置されている新事業を開拓するための専門セクションの存在である。

近年、同セクションでは、もみ殻ボイラーによる循環システムの開発にも挑戦している。この
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もみ殻ボイラーによる循環システムでは、毎年消費している自社の工場床暖用灯油燃料を地域

の余剰資源である「もみ殻」に置き換えて 「熱」を作り、燃焼したもみ殻は「燻炭」として提

供者に返し、土壌改良材や融雪材として使用してもらうことを目標としており、小規模だが地

域循環型アイテムとしての事業性を模索している。いずれにしても、同社では、機電事業の既

存事業に加えて、新事業展開として、「水」、「空気」、「食糧」、「エネルギー」といった社会課題

解決を必要とする分野に多角的に取り組んでいる。 
 

図表 2.９ 同社の事業ビジョンマップ 

 
出所：同社ホームページより抜粋。 

 
５．既存事業と新事業の体制 

新事業開拓セクションについては、2023 年 5 月に新たに１名を採用し、新事業開拓セクシ

ョンの専任として配属させている。同社社長は、新事業に携わる人材には、「社会にとって新規

事業でどのような価値を与えられるか」を判断する能力が必要であると考えている。 
 

６．新事業展開における課題と今後の方向性 

同社の 2022 年の売上高については、機電事業（制御盤事業）が 8 億円であるのに対して、環境事

業部関連事業は 4,000 万円に留まっていることから、環境関連事業を強化しつつ、新事業開拓セク

ションの機能を活かしながら新たな柱となる事業の構築を指向している。 
 
７．公的支援機関及び政策サイドへの要望など 
 同社では、これまで機電事業を通じて蓄積されてきたネットワークを活かしながら、「水」、

「空気」、「食糧」、「エネルギー」の社会課題解決に貢献できる製品開発と商品化を公的機関と

連携しながら取り組んできた。同社では、今後もこうしたネットワークを活かしながら特に岩

手県の農業・畜産業が直面している課題等に視野を向けながら、行政サイドや公的研究機関と

のより緊密なコミュニケーションを図って行きたいと考えている。 
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１１．沿革及び事業内容 

オオクマ電子株式会社は、1975 年に設立した企業である。1973 年の創業以来、電子部品

の組立、電力制御盤の組立を行っていたが、近年では画像処理技術とロボット制御をコア技

術に据え、受託開発型企業として液晶パネル検査装置や半導体加工装置の製造を行ってい

る。2009 年、医療機器事業に参入するためメディカルシステム部を設立。2011 年の現社長

への交代を経て、2012 年より使用済注射薬自動認識システム”SPASER”の製造・販売を開

始している。

このように同社では、創業当初から続く制御盤の製造、半導体基板の設計製造事業に加え、

液晶パネル検査装置の製造、新規事業として使用済注射薬自動認識システム”SPASER”の製

造・販売を行うとともに、現在では半導体基板製造用の微細レーザー露光・加工装置の開発

も手掛けている。

２．新事業展開のきっかけ 

2009 年、大手電子機器メーカーに勤務していた現社長が、事業継承のため同社に入社し、

同社の技術である画像処理技術を活用できるような新事業の立ち上げを着想した。このよ

うな状況のなかで、投与する患者ごとにアンプルを払い出す装置（アンプルディスペンサー）

を「同社の画像処理技術を活用して高精度化できないか」という相談を現会長（当時は社長）

が受けたことがきっかけとなった。アンプルディスペンサーの開発過程でアンプルの整列

装置を試作し展示会に出展したところ、ある大学病院の副薬剤部長から「病院の薬剤部の現

場を見てほしい」という誘いを受けた1。現社長が大学病院の現場を視察したところ、手術

に使用した薬剤の空瓶の計数と照合作業が手作業で行われており、これが非効率的かつミ

スが生じやすい作業であることを発見した。この経験から、現社長は使用済み薬剤容器を認

識し、自動計数を行う”SPASER”の開発を着想した。”SPASER”の開発・販売を行うにあた

り、薬剤の計数ミスによる請求漏れによる損失額を把握する必要があると感じ、現社長みず

から手術室に於けるゴミの選別係として１年間従事した。その結果、計数ミスによって毎月

1 同社の医療機器分野への挑戦経緯の詳細については、産業技術総合研究所・三菱総合研究所（2018）を

参照した。

事例９：オオクマ電子株式会社 

―電子機器の設計・製造技術を活用して医療機器製造に参入―

本社所在地：熊本県熊本市 

事業概要：医療関連電子機器、制御装置、省力化装置、配電装置、画像処理装置、基板製

作、電気設備 設計・施工、ソフトウェア設計、ハードウェア設計  

資本金：5,000 万円 

従業員数：20 名 

設立年：1975 年 
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250 万円もの請求漏れが生じている事実を明らかにし、”SPASER“の製品化を決意した。 
 

３．新事業展開の事業内容及び市場分野  

  2009 年に新規事業部としてメディカル事業部を発足させ、2012 年より使用済注射薬自

動認識システム”SPASER”の製造・販売を開始した。” SPASER”は筐体に設けられた引き出

しの中に使用済みの薬剤瓶を入れると、内蔵の小型ロボットアームが拾い上げ、画像処理用

カメラの前で薬剤瓶を回転させる。その際、画像処理機能によって薬剤瓶に貼付されたバー

コードやラベルを認識し、自動で薬剤の種類と使用量を計数しデータベース化を行うこと

が出来る（写真 2.18 参照）。画像処理を行った後、”SPASER”内に予め入力されているマス

ターデータと照合し、読み取った薬剤が適切なものであれば、筐体側面にある排出口よりゴ

ミ箱に投入する。マスターデータに存在しない薬剤が誤って投入された場合には、ゴミ箱と

は別個に設けられた専用のトレイに保管することでミスを防ぐ設計になっている（図表

2.10 参照）。 
 

写真 2.1８ 使用済注射薬自動認識システム“SPASER” 

 
出所：同社にて経済研究所撮影。 
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図表 2.1０ “SPASER”による注射薬の認識システム 

 
出所：同社ホームページから抜粋。 
 

 “SPASER”の使用により、計数作業の省力化のみならず、データ解析による使用薬剤の

見直しや在庫適正化、請求漏れの撲滅が可能となる。同社はある病院における腹腔鏡下胆の

う摘出術８症例に対して行われた手術を対象に、”SPASER”の解析ツールを用いたコスト分

析を実施した（図表 2.11 参照）。この例では 203,000 円の手術料と手術コストとの差額が

手術による収益となるが、症例毎に手術コストが不均一であったが、使用部材の見直しによ

り月間 70 万円のコスト削減が可能になると試算している。 
また同社では”SPASER”を米国市場で展開するため、2015 年にカリフォルニア州サンデ

ィエゴ市に現地法人を設立し、現地のニーズや規格に適合した新モデル”Cumulus”の販売

を開始した。 
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図表 2.1１ “SPASER”使用によるコスト削減効果 

 

     出所：同社ホームページから抜粋。 
 

４．新事業展開の方法 

“SPASER”の元となるアンプル整列装置の開発に際し、薬剤瓶と中の気泡を機械で識別す

る技術について産業技術総合研究所に同社の開発担当者を常駐させ、２年半にわたる共同

研究を行った。“SPASER”には画像処理技術とロボット制御技術が用いられているが、画像

処理と連動したロボットの設計を行う必要が生じたためロボット制御技術についても自社

で開発を行う必要があった。そのため、”SPASER”の試作品が完成し、病院での実地テスト

を行った際に薬品ゴミの粘着物やガラスの粉でギアが噛んで１時間で動作が停止する不具

合が発覚したが、製品化にあたって同社が設定した「ゴミで汚されても年２回ほどのメンテ

ナンスで止まらない強さにする」という水準を達成すべく、改善に向けた試行錯誤を自社で

行うなど困難が生じた。”SPASER”試作品の改善を行うにあたっては、現社長が大手電子機

器メーカーに勤務していた際に培ったアプリケーションソフトウェア開発のノウハウと、

開発担当者が産業技術総合研究所に常駐し共同研究を行っていた際に得たノウハウを融合
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し、２年間の歳月を費やして実用に耐えうる水準の装置を完成させ、実用化へとこぎつけた。 
“SPASER”の販売に際しては、使用済み薬剤を自動で計数する装置というものが従来の医

療関連機器の市場にはない新製品であったことから、医療分野専門の卸売業者を通じた展

開が困難であり、自社での直接販売を行うこととなった。同社では直接販売を行うことで蓄

積した手術コスト削減に関するノウハウを活用し、”SPASER”の販売とは別に経営コンサル

ティングのサービスを開始し、”SPASER”の販売とのシナジー効果を期待している。 
 

５．既存事業と新事業の体制 

現在、同社の組織は設計部、製造部、メディカルシステム部に分かれており、”SPASER”
の開発・販売はメディカルシステム部が担っているほか、探索的な事業は設計部が担ってい

る。さらに同社では”SPASER”のほかに、熊本県内における半導体産業の活性化に呼応して

大手半導体メーカーなどと合同で半導体製造用の微細レーザー露光・加工装置の開発を行

うなど新規事業への参入を試みている。新たな事業展開における社内人材のコーディネー

トは社長自らが指揮を執っている。 
 

６．新事業展開における課題と今後の方向性 

 ”SPASER”の普及に際しては、以下のような課題があった。第一に、同社は医療機器分

野への事業経験がなく、販路を拡大するためには知名度を向上させ、医療機関に対する信頼

性を獲得する必要が生じたことが挙げられる。第二に、一部の医療機関では使用済み薬剤の

計数作業やデータ化に対するリテラシーが不足しており、導入にあたって理解を得られな

いケースが散見された。第三に、同社が販路拡大に乗り出したさなか、新型コロナウイルス

の感染拡大によって医療機関の経営状況が悪化したことや、米国に開設した現地法人への

渡航が制限されたことで 2020 年以降、米国での事業運営が休止状態となっている。 
さらに現在、同社では半導体製造用微細レーザー露光・加工装置の開発事業に注力してお

り、”SPASER”に係るメディカル事業にリソースを割くことが難しいとしている。同社によ

れば、半導体業界は動向の変動が激しく、短期間にリソースを割く必要があり、”SPASER”
の事業展開にリソースを捻出できないことが課題となっている。 
 

7. 公的機関及び政策サイドへの要望など 

 既述のとおり、“SPASER”の販路拡大に際しては、医療機関の側に自動化や IT 化に関す

るリテラシー不足が課題となったことから、厚生労働省など公的機関に対しては医療現場

の自動化や IT 関連技術の活用を促進するような情報提供などの支援策を希望している。 
 
【参考文献】 

産業技術総合研究所・三菱総合研究所（2018）『医療機器開発ケーススタディー』。 
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1. 沿革及び事業内容 
株式会社坂製作所は、1973 年に設立した企業である。1960 年の創業当初はオムロン株式

会社向けの製造装置部品の製造からスタートし、現在は半導体、繊維、食品など各種製造設

備用部品を中心とした精密部品加工を主力事業としている。また、2011 年より自社商品と

して小型コンプレッサーmote con［モテ・コン］（以下、「mote con」と表記）（写真 2.19）
の開発を開始し、2013 年より販売している。 

 
写真 2.１９ 小型コンプレッサー「mote con」 

 
出所：同社ホームページより抜粋。 
 

2. 新事業展開のきっかけ 

 このように、精密部品加工を主力事業として事業展開を行っていたが、2009 年に現社長

が事業を継承し、同年に発生したリーマンショックによる大幅な受注減を経験した。当時、

同社の受注の８割は大手電子機器メーカー１社からの受注に依存していたため、自社のホ

事例１０：株式会社坂製作所 

―精密部品加工の技術を活かし小型コンプレッサーの自社製品化を実現― 
 
本社所在地：京都府京都市 

事業概要：精密部品加工、製品開発・製造・販売  

資本金：4,000 万円 

従業員数：20 名 

設立年：1973 年 
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ームページの開設も制限されている状況であった。同社社長はこのような受注型事業を今

後も続けることへの不安を抱き自社製品開発を決意した。そこで「精密加工技術がにじみ出

るような、世にない自社製品」「既存事業である精密部品加工事業の PR に繋がるような、

自社の様々な技術を組み合わせた製品」というコンセプトに基づいて、小型のスクロール型

コンプレッサーの開発を着想した。この背景としては、コンプレッサーの開発に至る直前の

2010 年に企業間連携に関わる補助事業の一環としてスクロール形状を用いた部品を開発し

た実績があり、その時のノウハウが活用できると判断したためである。 
 

3. 新事業展開の事業内容及び市場分野 

およそ２年間の開発期間を経て、同社では 2013 年から小型のスクロール型コンプレッサ

ー「mote con」を自社製品として製造・販売している。一般的にはピストン型のコンプレッ

サーが普及しているが、大型で騒音や振動が大きいという課題があった。同社では精密部品

加工事業で培った技術により、スクロールと呼ばれる機構部品（写真 2.20）を採用し、小型

化に成功している。また、スクロール型のコンプレッサーの場合、スクロールに対し空気漏

れや摩擦による熱膨張を防ぐため、チップシールと呼ばれる樹脂製のコーティングが必要

となるが、同社では加工精度を高めることでチップシールの省略を実現し、スクロールの小

型化を実現した。 
 

写真 2.２０ 「mote con」のスクロール 

 
出所：同社にて経済研究所撮影。 
 
 

スクロールの小型化により、筐体全体の小型化、騒音や振動の軽減を実現し、これが「mote 
con」の大きな強みとなっている。同社によれば、他社のコンプレッサーの動作音は街頭騒
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音や目覚まし時計の音量に匹敵する 70db 程度であるのに対し、「mote con」の動作音量は

エアコンの動作音量と同程度の 43db であり、静粛性が高いとされる。（図表 2.12 を参照） 
 

図表 2.１２ 「mote con」と既存のコンプレッサーの動作音量の比較 

 
出所：同社ホームページより抜粋。 
 

4. 新事業展開の方法 

「mote con」の開発に際しては、産学官連携などの外部機関との連携を模索したが適切

な連携先が見つからず、自社で全面的に開発を行った。「mote con」の販売開始から 10 年

間、販路拡大の段階においては地元紙や業界誌への掲載、公益財団法人京都産業 21 の主催

する「京都中小企業対象」への応募など、各種媒体や表彰制度、認定制度への挑戦を行い、

ブランド力の向上と助成金の獲得による生産設備の更新を図った。その１つとして、2019
年に公益財団法人京都高度技術研究所による支援制度、オスカー認定制度による認定を受

けた。オスカー認定制度は優れた事業計画により積極的に経営革新に取り組む京都市内の

中小企業に対する支援制度であり、同社の「mote con」の開発と販路拡大による企業成長に

取り組む姿勢が評価され、認定に至った。オスカー制度に認定された企業に対してはフォロ

ーアップ支援、専門家派遣、認定企業のみが加入できる異業種交流機会「京都オスカークラ

ブ」「オスカーYOUTH」の提供などの各種経営支援を受けることができる。同社社長は各

種の経営支援策の中でも、特に電子メールによる助成金情報の提供や「京都オスカークラブ」

「オスカーYOUTH」の存在、長期にわたる継続的な支援体制が同社にとって有用であると

認識している。 
同社は、2021 年には大手制御機器メーカーSMC 株式会社（以下、SMC 社と表記）と代
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種の経営支援策の中でも、特に電子メールによる助成金情報の提供や「京都オスカークラブ」

「オスカーYOUTH」の存在、長期にわたる継続的な支援体制が同社にとって有用であると

認識している。 
同社は、2021 年には大手制御機器メーカーSMC 株式会社（以下、SMC 社と表記）と代
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理店契約を締結し、SMC 社の販売網を活用することで販売台数が増加した。大型・大容量

が主流であったコンプレッサー業界のトレンドに反し、同社の「mote con」は小型・小容量

をセールスポイントとしたことにより、産業用ロボットの動力源として一定の需要を獲得

している。 
 

5. 既存事業と新事業の体制 

 新事業である「mote con」の開発初期段階では、既存事業に従事していた社内人材のう

ち、筐体設計や電子制御など製品開発に必要なノウハウを持った人材を登用、試作品が完成

した段階で、量産を見据え設計図面の作成が可能な人材を新規に採用した。 
 2011 年に製品開発を開始し、2021 年に SMC 社との代理店契約締結により本格的な販路

拡大を実現するまでの 10 年間は、精密部品加工事業に従事している担当者からは新事業に

対して不安視する意見もあったが、2019 年以降の精密部品加工事業の受注減、さらに３D
プリンターの普及により試作品製造が３D プリンターに代替されることへの危機感などを

従業員全体が共有することで、自社製品事業の必要性に対して理解が得られるようになっ

ている。 
 2024 年時点では精密部品加工事業、自社製品事業ともにデジタル化を推進しており、徐々

に熟練技能者から若年の IT 技術を持った人材へと比重を移しつつある。同社の従業員数は

全体で 20 名であるが、そのうち６名が 2021 年以降に入社した新入社員である。 
 また同社では、生産体制の DX 化を推進しており、昼間は既存事業である精密部品加工を

行い、夜間に「mote con」用部品の製造を無人で行うことで生産設備の稼働率向上、生産体

制の効率化を実現している。 
 

6. 新事業展開における課題と今後の方向性 

 同社では、「mote con」の販路拡大に向けた量産体制の構築が今後は重要であると認識し

ている。 
今後の「mote con」の製品開発の方向性としては、さらなる小型化と軽量化を指向してお

り、既に理化学研究所をはじめとした各種研究機関と合同で研究開発を行っているが、同社

の開発資金の不足から、量産に向けた試験の実施や研究開発の実施が停滞ぎみになってい

るのが現状である。 
 

7. 公的機関及び政策サイドへの要望など 

 公的機関による製品開発補助金の場合、企業の自己負担割合が大きいことが同社にとっ

てネックとなっている。一方、開発資金を金融機関からの借入で賄う場合は負債額が膨らむ

ことも懸念されることから、公的機関には、有望と認定した新規開発に対して自己負担割合

の小さな製品開発補助金などの支援策を希望している。 
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1.沿革及び事業内容 

近江屋ロープ株式会社は、1805 年に創業した「つな屋」をルーツとする 200 年以上の歴

史を持つ企業である。創業以来、卸売販売を主力事業としているが、1955 年より林業分野

向け架空索道資材（ワイヤロープ・集材機）の販売事業、1977 年より機械器具設置工事業

(天井用走行クレーンの設置)への参入を行っている。1991 年に現会長が社長として就任し、

1997 年より現会長の指揮のもと自社製品である獣害防止ネットの開発・販売事業を開始し、

2018 年より農業機械・資材の販売事業の開始など、断続的に新事業分野への積極的な進出

を行っている。 
 

図表 2.１３ 同社の事業展開におけるテーマの概念図 

 
出所：同社ホームページより抜粋 

 
現在では、「安全」「省力」「環境緑化」を 21 世紀のテーマに掲げ（図表 2.13）、ワイヤロ

ープ・繊維ロープ・安全保安用品の販売事業（写真 21）、天井走行クレーンなどの機械器具

設置工事業、農林機械の販売、緑化資材の販売、農業資材の販売、獣害防止ネットシステム

の開発事業を行っている。 

事例 11： 近江屋ロープ株式会社 

―ロープ類の卸売業から自社製品(獣害防止ネット)に参入― 
 
本社所在地：京都府京都市 

事業概要： ワイヤロープ・繊維ロープ・安全保安用品の販売、天井走行クレーンなどの機械

器具設置工事業、農林機械の販売、緑化資材の販売、農業資材の販売、獣害防止ネットシス

テムの開発、その他の開発業務 

資本金：3,800 万円 

従業員数：35 名 

設立年：1960 年 

1.沿革及び事業内容 

近江屋ロープ株式会社は、1805 年に創業した「つな屋」をルーツとする 200 年以上の歴

史を持つ企業である。創業以来、卸売販売を主力事業としているが、1955 年より林業分野

向け架空索道資材（ワイヤロープ・集材機）の販売事業、1977 年より機械器具設置工事業

(天井用走行クレーンの設置)への参入を行っている。1991 年に現会長が社長として就任し、

1997 年より現会長の指揮のもと自社製品である獣害防止ネットの開発・販売事業を開始し、

2018 年より農業機械・資材の販売事業の開始など、断続的に新事業分野への積極的な進出

を行っている。 
 

図表 2.１３ 同社の事業展開におけるテーマの概念図 

 
出所：同社ホームページより抜粋 

 
現在では、「安全」「省力」「環境緑化」を 21 世紀のテーマに掲げ（図表 2.13）、ワイヤロ

ープ・繊維ロープ・安全保安用品の販売事業（写真 21）、天井走行クレーンなどの機械器具

設置工事業、農林機械の販売、緑化資材の販売、農業資材の販売、獣害防止ネットシステム

の開発事業を行っている。 

事例 11： 近江屋ロープ株式会社 

―ロープ類の卸売業から自社製品(獣害防止ネット)に参入― 
 
本社所在地：京都府京都市 

事業概要： ワイヤロープ・繊維ロープ・安全保安用品の販売、天井走行クレーンなどの機械

器具設置工事業、農林機械の販売、緑化資材の販売、農業資材の販売、獣害防止ネットシス

テムの開発、その他の開発業務 

資本金：3,800 万円 

従業員数：35 名 

設立年：1960 年 
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写真 2.２１ 同社の卸売事業で取り扱っている多種多様なロープ類 

 

出所：同社にて経済研究所撮影。 
 

2. 新事業展開のきっかけ 

 1990 年代、バブル経済の崩壊による不況と公共事業の縮小、ホームセンターや輸入商材

の普及による卸売業の不振に加え、国内における林業の衰退に伴う林業資材の市場縮小が

同社にとって、大きな課題となり経営危機に直面していた。そこで、これらの経営課題の解

決策として、1997 年より林業機械部において鹿食害防止繊維ネット「グリーンブロックネ

ット」（以下：グリーンブロックネットと表記）の開発・販売に着手した（写真 2.22）。 
 

写真 2.２２ 同社の「グリーンブロックネット」 

 
出所：同社ホームページより抜粋。 
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この獣害防止ネットの開発・販売事業は、同社の経営状況が低迷していた時期に一人の社

員から発せられた想いを現会長が汲んだことがきっかけとなっている。1997 年当時、同社

林業部門は日本国内における林業の縮小により、長らく同社の不採算部門となっていた。ち

ょうどその頃、社長（現会長）は同社林業部門の嘱託社員であった U 氏と共に静岡県の山

林に出張した。その時、U 氏は「社長、私は林業のことしかわからない。けれど、今こうし

て社長が一緒に現地に来て見て頂いた、鹿の食害ネットの開発をやらせて欲しい。どうか、

私のことを見捨てないで欲しい」と訴えた1。この U 氏の訴えに対し、社長（現会長）は「こ

の先輩社員にどうしても応えたい」という意思で獣害防止ネットの開発・販売を行うことを

決意した。当初、社長（現会長）は獣害防止ネットの開発・販売事業に対しては、「単価は

安いし、少しくらい売れても焼け石に水だろう」とあまり期待はしていなかった。ところが、

全国的に獣害の被害が増加していたこと、社長（現会長）の商品企画力と U 氏のニーズ把

握能力や受注能力がうまくかみ合ったことにより「グリーンブロックネット」は順調に売り

上げを伸ばし、発売から３年後には、「グリーンブロックネット」の売上げは林業事業部の

赤字を補填できるほどの主力製品になった2。 
さらに、「グリーンブロックネット」の営業活動の一環として、全国各地の森林組合にア

プローチする中で、農林業の現場ではシカによる食害のみならず、イノシシによる被害も深

刻であるといった情報を得たことから、2002 年にイノシシ用の獣害防止ネットの開発に着

手し、2004 年から獣害防止ネット「イノシッシ」を自社製品として販売開始している。こ

れにより、同社では獣害防止ネットの開発・販売事業を本格化させ現在に至っている。 
 

3. 新事業展開の事業内容及び市場分野 

このように同社では、2004 年から獣害防止ネットの開発・販売を本格的に開始し、現在

は「グリーンブロックネット」、「イノシッシ」に加え、サル侵入防止用ネット「さるさるネ

ット」、農園向けカラスよけフェンス「ハイレルカイナー」などユニークな製品名で販売を

行っている。また、それら獣害防止ネットの開発ノウハウを活かした派生商品としてツル性

植物用フェンス「カラマリーナ」、獣害防止策補修対策資材「柵っと締めタロウ」なども展

開している。 
 同社の獣害防止ネットの最大の特徴は、購入者自身が容易に施工できることである。「グ

リーンブロックネット」と「イノシッシ」の基礎部分には SLP：低労力支柱ポール（Super 
Light Pole）（以下、SLP と表記）が採用されている（写真 2.23 参照）。 
 
 
 

 
1 同社の獣害防止ネットの開発・販売事業への参入経緯の詳細については野々内（2019）を参照した。 
2 『理念と経営』WEB 記事『「暖簾を捨てる覚悟」で拓いた突破口』https://www.rinen-mg.co.jp/web-
rinentokeiei/entry-5315.html（最終閲覧日 2024 年 3 月 27 日）を参照した。 
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写真 2.２３ SLP：低労力支柱ポール 

 

出所：同社ホームページより抜粋。 
 

 この SLP は、角パイプを支柱用杭として地面に打ち込み、その上からネットを張るため

の丸パイプを被せる構造になっており、支柱の基礎工事が不要となるほか、打ち込み工具

の軽量化、設置高さ調整の簡略化といった利点がある。 
 同社は卸売業が主力事業であるため、自社製品の設計、資材調達、品質保証については自

社で行い、製造については他社に委託している。そして、こうした獣害防止ネット事業を他

社と分業で行うことを可能にした背景としては、同社が長年にわたりロープ類の卸業に携

わってきた中で、獣害防止ネットの製造に必要な金網やパイプなどを扱う業者と関係を構

築し易い環境に位置していたことが挙げられる。また、同社がこうした環境に位置している

ことが、他の林業資材メーカーにはない同社の強みとなっている。 
 

4. 新事業展開の方法 

同社では、新製品企画ではセンサーやモニタリングシステムなどの IT 技術を必要以上に

装備した製品（過度な「技術プッシュ型製品」）よりも、顧客のニーズを捉え、現場の人々

が扱い易いシンプルな製品づくり（適度な「市場プル型製品」）を指向している。例えば、

同社の獣害防止ネット関連製品の１つである獣害防止策補修対策資材「柵っと締めタロウ」

は、令和２年度農林水産研究推進事業委託プロジェクト研究「省力的かつ経済的効果の高い

野生鳥獣侵入防止技術の開発」による研究成果の１つとして開発されたものであり、兵庫県

立大学と共同で意匠登録出願を行っている。産学連携事業においては、IT など先端技術を

活用した製品が構想されるケースが散見されるが、「柵っと締めタロウ」は補強用の金具を

ネジで固定させる非常にシンプルな構造となっている3。 
一方、同社では既存事業である卸売事業においても、2022 年の新社長（現社長）への交

 
3 同社会長は、こうした製品を「ちょっと先の製品」と呼んでいるが、これは新製品をタイムリーに市場

投入する上での重要な視点といえる。 
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代を機にさらなる販路拡大に向けて、大手 EC サイト向け卸売による新たなビジネスモデ

ルの構築へも挑戦している。 
 

5. 既存事業と新事業の体制 

 現在、同社の事業体制は、既存事業である卸売事業を行う物流システムグループ、農林機

械や緑化資材、獣害防止ネットの開発・販売を行う環境創造グループ、事務部門を担うバッ

クオフィスグループ、以上の３つの事業部で構成されている。 
 既述したとおり、同社の獣害防止ネットの開発・販売事業では顧客の求めるニーズを捉え

た製品開発を重視している。現会長は、獣害ネットの市場開拓の方法について「一人のユー

ザーが抱える切実な問題に、共感し、何とかその痛みに応えること」であると述べている。

こうした同社の獣害防止ネット事業での経験は、既存事業である卸売事業に携わる社員の

意識にも変化をもたらしている。 
 例えば、部署を超えて協力する組織体制が構築されたことである。獣害防止ネットに関わ

る開発・販売、施工業務は担当部署である環境創造グループの社員が主として行うが、数十

km に及ぶような大型の獣害防止ネットの設置工事など人手を必要とする場面では、卸売事

業や機械器具設置工事業など他部署の社員が増援に入るなど、柔軟な対応が可能となった

のである。 
 

6. 新事業展開における課題と今後の方向性 

現在、同社の獣害防止ネットの販路の９割以上が、公的機関の獣害対策関連の補助金や助

成に依存している。そのため、同製品の需要は公的機関の獣害対策方針や政策動向に左右さ

れる可能性が大きいことから、需要の安定化が課題となっている。 

 なお、今後の方向性については、新製品開発力を強化し後発企業が参入するまでのタイム

ラグを活かした先行者利益の獲得を指向していることから、新製品を継続的に開発するこ

とが重要であると考えている。また、自社製品を含めた販路拡大策については、従来からの

森林組合ルートや最近になって開拓した全農ルート、EC 卸ルートなどを活用したビジネス

モデルの構築を目指している。 
 

7. 公的機関及び政策サイドへの要望など 

 同社の新事業展開の柱である獣害防止ネット事業では、その販路の９割以上が公的機関

の補助金や助成に依存していることから、公的機関に対しては農林業分野における獣害対

策補助金の長期的な継続を希望している。 
 
【参考文献】 

野々内達雄（2019）『Wisdom Report-知恵の経営-』。 
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1.沿革及び事業内容 

株式会社キョーテックは、1933 年に創業した友禅型紙彫刻業者「佐野意匠型紙店」をル

ーツとする企業である。創業当初は友禅の染色に用いられる型紙の製造を行っていたが、戦

時中に着物生産が統制されたことを機に、終戦直後の 1947 年にスクリーン印刷事業に参入

した。しかし、その後、同事業は海外企業との価格競争に陥り、売上が低下したため更なる

新事業展開を余儀なくされた1。そのため 1955 年から友禅型紙の意匠とスクリーン印刷技

術を用いた建材の開発・販売に参入している。当時、大手メーカーが販売していた内装材は

無地や木目の合板が主流であり、同社の友禅意匠を活かした内装材の売れ行きは不調であ

った。そのため当時の会長の知人であった染色デザイナーの紹介で大手百貨店 T 社の装飾

部から船舶向け内装用化粧材の製造・販売を打診されたことを契機に、1967 年から船舶向

け内装材「キョーライト」の製造・販売を開始した（写真２.24 参照）2。 
 

写真 2.２４ 同社の船舶向け内装材「キョーライト」 

 
出所：同社にて経済研究所撮影。 

 
1 日経産業新聞「京都を行く（３）キョーテック―センサー不要のヒーター―（ものづくり現場発）」

（2011 年 4 月 11 日）を参照。 
2 日経産業新聞編（1983）を参照。 

事例 1２： 株式会社キョーテック 

―友禅型紙製造から建材製造、電子基板プリントに参入― 
 
本社所在地：京都府京都市 

事業概要： 各種内装用不燃化粧板製造、精密電子回路のスクリーン印刷、壁装材のスクリ

ーン印刷、床暖房用ヒーター製造 

資本金：９，６00 万円 

従業員数：８３名 

設立年：19５３年 
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「キョーライト」は友禅柄を用いた意匠性と耐水性、耐久性、耐火性が評価され、客船向

け内装材として最盛期には国内シェア８割に達した。1968 年には建材事業部の営業部門を

株式会社キョーライトとして独立させ、1970 年に京都府亀岡市に内装材用工場を新設し建

材事業の強化を図った。1977 年には京都市南区に工場を新設し、和装部門、スクリーン写

真型部門を集約統合した。 
1985 年に超精密プリント回路の製造に参入し、同社が友禅事業で培ってきたスクリーン

印刷技術を活用した事業展開を行っている。現在、同社は、住宅や商業施設、船舶向け内装

材の製造販売を行うインテリア事業部と、プリント回路の製造、PTC ヒーターの製造を行

うテクノプリント事業部の二事業部を擁している。同社ではグループ企業として、株式会社

キョーライト（販売・営業部門）と株式会社キョーエース（スクリーン印刷事業）を有して

おり、祖業である捺染用スクリーン製版事業については、1998 年に株式会社キョーエース

を設立し事業を継続している（図表２.14 参照）。 
 

図表 2.１４ キョーテックグループ全体の連携体制 

 

出所：同社提供資料に基づいて作成。 

 

2. 新事業展開のきっかけ 

 既述のとおり、同社では友禅型紙製造から、戦後直後にはスクリーン印刷事業、1950 年

代から建材製造事業に進出するなど断続的に新事業展開を行っているが、本稿においては

同社の新事業展開としてテクノプリント事業に焦点を当てる。 
 同社は戦後、スクリーン印刷と意匠を活用した建材事業を中心に新事業展開を行ってい

たが、着物需要の減少により祖業である服地染色の需要が急減したことをきっかけに、1985
年に新事業として電材印刷部（現在のテクノプリント事業部）を立ち上げプリント回路の製

「キョーライト」は友禅柄を用いた意匠性と耐水性、耐久性、耐火性が評価され、客船向

け内装材として最盛期には国内シェア８割に達した。1968 年には建材事業部の営業部門を

株式会社キョーライトとして独立させ、1970 年に京都府亀岡市に内装材用工場を新設し建

材事業の強化を図った。1977 年には京都市南区に工場を新設し、和装部門、スクリーン写

真型部門を集約統合した。 
1985 年に超精密プリント回路の製造に参入し、同社が友禅事業で培ってきたスクリーン

印刷技術を活用した事業展開を行っている。現在、同社は、住宅や商業施設、船舶向け内装

材の製造販売を行うインテリア事業部と、プリント回路の製造、PTC ヒーターの製造を行

うテクノプリント事業部の二事業部を擁している。同社ではグループ企業として、株式会社

キョーライト（販売・営業部門）と株式会社キョーエース（スクリーン印刷事業）を有して

おり、祖業である捺染用スクリーン製版事業については、1998 年に株式会社キョーエース

を設立し事業を継続している（図表２.14 参照）。 
 

図表 2.１４ キョーテックグループ全体の連携体制 

 

出所：同社提供資料に基づいて作成。 

 

2. 新事業展開のきっかけ 

 既述のとおり、同社では友禅型紙製造から、戦後直後にはスクリーン印刷事業、1950 年

代から建材製造事業に進出するなど断続的に新事業展開を行っているが、本稿においては

同社の新事業展開としてテクノプリント事業に焦点を当てる。 
 同社は戦後、スクリーン印刷と意匠を活用した建材事業を中心に新事業展開を行ってい

たが、着物需要の減少により祖業である服地染色の需要が急減したことをきっかけに、1985
年に新事業として電材印刷部（現在のテクノプリント事業部）を立ち上げプリント回路の製
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造事業に参入した。当時、服地染色を主要事業としていた京都市内の同業者も同様の課題に

直面しており、自社のノウハウを活用した新事業展開としてプリント回路の製造へ参入す

るケースが多かった。同社も企業交流会でそのような事例の情報を得たことをきっかけに

プリント基板事業への参入を決意した。また、この背景には同社創業者の「友禅の技術で電

子回路印刷の分野につなげたい」という構想があった3ことが指摘できる。 
 

3. 新事業展開の事業内容及び市場分野 

同社の電材印刷部（現：テクノプリント事業部）では、当初、大手機器メーカー向けプリ

ント回路の量産を行っていたが、海外企業との価格競争に巻き込まれ、売上げに対して収益

性が低いという課題を抱えていた。そのような状況を打開すべく、2003 年より、同社の有

する高精度・高密度印刷技術を活用し、自社製品である PTC ヒーター4を開発した（写真

２.25 参照）。 
 

写真 2.２５ 同社の PTC ヒーター 

 

出所：同社ホームページより抜粋。 
 
PTC ヒーターは自己保温機能をもつ特殊なインクをフィルムに印刷し、通電することで

熱を発生させる機構をもったヒーターである。厚さ 0.01mm のカーボンインクを、厚みを

均一に保ったまま連続して透明フィルムに印刷する工程において、同社がスクリーン印刷

事業、超精密プリント電子基盤製造を通じて培ってきた印刷技術を活用している。同社の

PTC ヒーターは JR 鉄道車両の客室内暖房、大手住宅メーカーの電気式床暖房システムな

どに広く採用されている。2017 年より電子楽器向け感圧シートを大手楽器メーカーと開発

 
3 朝日新聞「キョーテック 佐野修弘さん：上（時を拓く京都経営者列伝）」（2000 年 9 月 19 日）を参

照。 
4 PTC（Positive Temperature Coefficient：正温度係数）ヒーターの略称である。温度上昇と共に抵抗

体が膨らむことで、過度な温度上昇を防ぐという特性がある。 
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し、同社の電子管楽器や電子ピアノに採用されるなど、同社のテクノプリント事業部は自社

製品の開発による高付加価値化を実現している。 
 

4. 新事業展開の方法 

同社では、2003 年より事業部を問わず自社から能動的に動く姿勢を重視し、提案型企業

に向けて企業体制の変革を行った。インテリア事業部では工場や支店内にショールームを

開設し、若手社員による営業・開発・デザインスタッフといった横断的な組織を編成し、新

商品企画のためのプロジェクト体制を構築している。また、テクノプリント事業部では、既

述のとおり、自社製品である PTC ヒーターの開発などを通じて自社の優位性を活かせる企

業との取引を志向するようになり、価格競争からの脱却を図っている。 
2008 年より、立命館大学アート・リサーチセンターと共同で同社の所蔵する 18,000 枚

の友禅型紙をデジタルスキャンし高精細データのアーカイブとキーワードでの検索システ

ム化を実現し、同センターの「型紙データベース」への収録を行うなど既存事業においても

積極的な外部連携を図っている。 
また、同社では祖業である型紙のアーカイブを建材事業にも活用しており、同社の保有し

ている小紋柄の意匠を大手住宅メーカー向け内装材にも展開している。 
 

5. 既存事業と新事業の体制 

 現在、同社の従業員数は全体で 83 名で 25 名がテクノプリント事業部に所属している。

うち４名が研究開発を専属で担当している。こうした人員配置からも同社が研究開発機能

を重視していることを窺い知ることができる。 
 

6. 新事業展開における課題と今後の方向性 

 同社のテクノプリント事業は、高付加価値製品の小ロット生産が主流で、利益率が高い反

面、全社での売上比率がまだまだ低いという課題を抱えている。そこで、同社では解決方策

として、PTC ヒーターの販路を自動車や給湯器など多様な業界へ用途提案で自社から売り

込み拡大することを指向している。また、様々な業界に対する販路拡大手段として電材専門

商社の活用なども検討している。 
 

7. 公的機関及び政策サイドへの要望など 

 同社では生産の効率化や現場における機械化の推進を支援する補助金を活用しているが、

今後は人手不足対策や作業環境の改善による従業員の負担軽減策などに関する支援施策を

期待している。 
 
【参考文献】 

日経産業新聞編（1983）『小さな企業・大きなシェア：わが社はこうしてシェアを拡大した』。 
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第第３３章章  モモノノづづくくりり中中小小企企業業のの「「両両利利きき経経営営」」にに関関すするる多多角角的的考考察察  

 

３．１ モノづくり中小企業のイノベーションと「両利き経営」 

（１） 「両利き」（ambidexterity）の曖昧さ 

 第 1 章でも説明されたとおり、本報告書で扱う「両利き」（ambidexterity）とは、企業が事

業活動の中で“exploitation（深化）”と“exploration（探索）”を両立させることである。深化／

探索の特徴は、図表 3.1 のようにまとめられる。図表からも明らかなように、多くの場合、「深

化」は既存事業と、「探索」は新規事業と関連付けられる。そして、深化／探索には、それぞれ

に相応しい能力（competencies）、組織構造、リーダーシップ等が求められるという。しかしな

がら、後にみるように、「深化」と「探索」という区別は、必ずしも明確なものではない。 
 「両利き」（ambidexterity）という場合も、組織の進化に伴って深化と探索が交互に現れる
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（context）によって両方あり得るのか、という論点がある（O'Reilly and Tushman（2013））。
この点については、本報告書に収録されている事例を見る限り、同時に現れるケースが多いと

いうことになろう。 
 
（２） イノベーション過程と「深化／探索」 

 ここで、モノづくり中小企業の現場をもっとも良くあらわしている「イノベーションの連鎖

モデル」（以下、連鎖モデル）との関連で、「深化／探索」がどのように現れるのか、確認して

おこう。連鎖モデルは図表 3.3 のように描かれる。連鎖モデルでは、研究や発明ではなく、（潜

在的）市場ニーズがイノベーションの起点とされ、イノベーション過程が、顧客・取引先や自

社が抱える問題を解決するプロセス（ソリューション・プロセス）として描かれている。また、

各段階間でのフィードバックが考慮されており、さらに開発の様々な段階で知識ストック（科

学的・技術的知識の蓄積）が関わりをもつように描かれている。 
 ここで、「知識ストック」が、問題解決の過程で蓄積されてきた知識やスキル・ルーティンの

総体であることを踏まえれば、「知識ストック」には「既存の組織能力（organizational 
capability）」が含まれると考えることができる。その場合、企業は解決すべき問題に直面する

と、まずは既存の知識ストック（既存の組織能力を含む。）の中で解決策を「探索」（search）
することになる。そして、もし既存の知識ストックに解決策が見つからなければ、新しい解決

策を求めて、科学研究（新しい組織能力を含む。）に進むのである。 
 以上の説明でみたように、企業の現場レベルでは、「深化／探索」という区別は必ずしも明確

ではない。「深化」（深めること）という訳が定着している“exploitation”の意味は、元来、「活

用」であり、活用には、“search”としての「探索」活動が欠かせないからである。その意味で、

“exploitation”の代わりに“bricolage”（ブリコージ：手に入るものを何でも利用して作ること）

という言葉を使うべきという主張（Kuwashima et.al（2020））には一理あると言えよう。 
 また、「探索」と訳される“exploration”は、未知の領域などを探索する「探検」を元来の意味

とする。同じ「探索」でも、“exploration”と、何かを求めて調べる（調査する）“search”では、
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意味合いがかなり異なるのである（『ウィズダム英和辞典 第３版』）。そこで、以下では、

“exploration”と“search”の意味の違いを明確にするために、“search”には「サーチ」という用語

をあてて、両者を区別することにしたい。 
 
（３） 組織能力と深化／探索 

 以上のような注意点を踏まえて、いま一度、連鎖モデルを検討すれば、企業の探索行動は、

潜在的市場・ニーズをどこに見出すかに依存していることがわかる。既存の事業から離れてい

る市場・ニーズほど、既存の知識・組織能力では対応が難しく、（未知領域の）探索ひいては新

たな組織能力が必要になるからである。 
 企業の知識ストック（＝既存の組織能力）を構成するルーティンは既存の事業活動を円滑化

すると同時に、組織の構成メンバー間のコンフリクトを「休止（休戦）」するという機能をもつ。

そして、このようなルーティンは、以下のような形で、企業の探索活動に影響を与えることに

なる。第一に、ルーティンの休止機能を前提とすれば、既存ルーティンの大幅な変更をもたら

すような新しい取り組み（探索を含む。）は、多くのルーティンに支配された組織――例えば、

歴史を重ねながら大規模化したような企業からは生まれ難いことになる。第二に、ルーティン

の休止機能により、ひとたび組織に「慣性」がもたらされると、問題（＝市場・ニーズ）サー

チの範囲の選択についても慣性が働き、知識の累積的性格と相俟って、「近接分野のサーチ」（既

存事業の周辺で市場・ニーズをサーチする）という傾向を持つことになる。このような傾向を、

深化／探索という観点からみれば、環境変化が小さい場合、あるいは将来が予測しやすい場合

には、既存の組織能力を活用した漸進的イノベーション（＝「深化」）が企業活動の中心となる

と言える。 
 逆に言えば、企業の探索開始には、既存のルーティンや組織能力の変更を迫るような「きっ

かけ」（トリガー、大きな環境変化等）が必要になる。実際、今回の調査対象の中にも、ガリレ

オ（長野県上田市、東日本大震災）、石村工業（岩手県釜石市、取引先事業所閉鎖による大幅な

受注減）、近江屋ロープ（京都府京都市、バブル経済崩壊と卸売販売の瓦解）などは、大きな環

境変化に直面して、新規事業に取り組んでいる。具体的には、それぞれ、翻訳事業から再生可

能エネルギー（太陽光発電）への多角化、製鉄所向け設備製造・メンテナンスから自社製品（薪

ストーブ、高速攪拌装置）への多角化、卸売販売から脱却して新商品（金属製獣害防止ネット）

開発・販売――を実現している。 
 それでは、新事業展開等の前提となる、新しい組織能力とは具体的にはどのようなものだろ

うか。結論から言えば、新しい組織能力は、「ダイナミック・ケイパビリティ」モデルによって

説明できると言える。 
 
（４） “VUCA”時代の両利き経営とダイナミック・ケイパビリティ 

 Teece（2007）によれば、ダイナミック・ケイパビリティ（DC）は、企業独自の資産・資源

を継続的に創造・拡張・改良・保護し、価値ある状態に維持するため、言い換えれば、持続的

競争優位を実現するために用いられるものである。そして、このような能力は、イ）機会・脅

威を感知（sense）し形成（shape）する能力、ロ）機会を捕捉（seize）する能力、ハ）企業が
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保有する有形・無形の資産・資源について、価値を向上（enhance）させ、結合・保護し、必要

な場合には再配置（reconfigure）・転換（transform）して競争力を維持する能力――という３

つの能力に分解される。また、感知、捕足、再配置・転換という DC は、それぞれの能力を強

化するような組織的・経営的なプロセス、手続き、システムや構造を基礎としている（ミクロ

的基礎）。 
 このような DC フレームワークは図表 3.4 のように要約される。図表 3.4 に示されている諸

活動が実行される過程は、オーケストラの指揮者の機能になぞらえて、資産・資源の「オーケ

ストレーション」プロセスと言われる。そして、このような DC、あるいはオーケストレーシ

ョン能力には、自社が属するビジネス・エコシステム（生態系）を形成し、新製品・新工程を

開発し、成功の見込みがある（viable）ビジネスモデルをデザインして実行する能力も含まれ

ると言われる。 
 今回調査対象となった、坂製作所（京都府京都市）を例にとれば、現社長が事業継承したと

同時に発生したリーマンショックに直面して、自社製品開発として小型のスクロール型コンプ

レッサー（mote con［モテ・コン］）の開発を着想して人材を新規採用したことなどが感知

（sensing）に相当する。また、顧客の職場や要望にあわせてサイズや形状をカスタマイズする

ことや、東商プライムに上場する空気圧制御機器メーカーS 社と取引基本契約を締結して同社

の販売網にのせたことなどは補足（seizing）にあたる。さらに、オスカー認定や京都中小企業

優秀技術賞受賞を活用したブランド力向上、mote con［モテ・コン］に関する特許取得（特許

第 6758613 号、スクロール圧縮機）などは脅威／再配置のマネジメント（managing threats/ 
transforming）に該当する。 
 現今、企業が被る「ショック」は、リーマンショックのような世界的金融・経済危機に限ら

ない。新型コロナのような世界規模での感染症や大きな自然災害の影響がいつ、どのように現

れるか予見できないのが現状である。現代は、いわゆる VUCA――Volatility（変動性）、

Uncertainty（不確実性）、Complexity（複雑性）、Ambiguity（曖昧性）――を特徴とする時代

であり、従来以上に、既存事業と新規事業のバランス（両利き経営）が求められることになる。 
 モノづくり中小企業にとってのケイパビリティとは、製品を製造したり出荷したりするため

に、自社が保有する（生産的な）経営資源を利用する一連の活動を意味する。そして、先に述

べたように、ルーティンという特質を持つケイパビリティには既存の事業活動を円滑化する側

面と、大きな環境変化への適応を難しくするという側面を併せ持つ。この場合、大きな環境変

化に直面した企業には、既存のケイパビリティを更新するような、高次のルーティンが必要に

なる。同じケイパビリティにも２つあり、既存の事業活動に関わる「オーディナリー（通常の）・

ケイパビリティ」（ordinary capability）と、高次のルーティンに関わるダイナミック・ケイパ

ビリティが区別されるのである（図表 3.5 参照）。 
 今後、既存事業の陳腐化が加速し、新規事業のウエイトが相対的に高くなるとすれば、両利

き経営の中でも、新しい組織能力の必要性が増すことになる。換言すれば、モノづくり中小企

業にとって、従来依存していたオーディナリー・ケイパビリティに対してダイナミック・ケイ

パビリティの比重がますます高まるということである。 
 そしてこのことは、モノづくり中小企業には、これまで以上に企業家的な取り組み
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（entrepreneurship）が求められることを意味するのである。 
 

図表３．１ 「深化」と「探索」 

 

出所：O'Reilly and Tushman（2004）より訳出。 
 

図表３．２ 深化と探索の関係 

 
引用者注：図中、ダイヤモンド型に塗りつぶされた部分は、戦略実行と「組織アラインメント」（KSF

（成功のカギ要因）、人的資源、組織、文化）とで整合性がとれていること（コングルーエ  
ンス）を意味する。 

出所：O'Reilly and Tushman（2021）, p.36.（邦訳書（2022）、p.101）。 
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図表３．３ イノベーションの連鎖モデルと深化（既存組織能力）／探索（新規組織能力） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

Ｋ：知識ストック 

Ｒ：科学研究 

Ｃ：イノベーションの中心的連鎖 

ｆ：フィードバック・ループ 

Ｆ：特に重要なフィードバック 
Ｄ：発明・概念設計と科学研究との直接的な関連 

Ｉ：機械・用具、技術的手順などによる、科学研究のサポート 

Ｓ：製品の基礎をなす技術による、大規模研究組織等のインフラを通じた、科学進歩への貢献。 

引用者注： 
 ａ）イノベーション過程は、各段階で発生した問題を解決するプロセスとして描かれる。 
 ｂ）それぞれの段階で何らかの問題が発生したら、まず、既存の知識ストック（組織能力）（Ｋ）

に解答を求める（１→Ｋ→２）。 
 ｃ）もしも、既存の知識ストック（組織能力）に解が見つからなければ、科学研究（新規組織能力 

獲得）へと進む（Ｋ→Ｒ）が、解答が見つかるとは限らないので、破線（４）で描かれている。 
出所：Kline and Rosenberg（1986）, p.290。 
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図表３．４ ダイナミック・ケイパビリティ（DC）のフレームワーク 

 

 

 

引用者注： 
（注１）３つの DC は、相互に関連すると同時に対立する部分があるが、しばしば同時に用

いられる。 
（注２）「脅威・再配置（reconfiguration）のマネジメント」のうち、脅威とは、イノベーシ

ョンを妨げるような組織の慣性や硬直性等をさす。 
（注３）「補完物」とは、開発した製品に対応する生産機能や販路、端末に対する OS、OS に

対するアプリケーションを代表例とするような、補完資産や補完的技術・イノベー
ションをさす。また、「企業境界の選択」とは簡単に言えば、内製か外注・購買かの
選択を示す。また、プラットフォームの例は、OS や規格をさす。また、「補完者」
とは、補完物を提供する主体をさす。 

（注４）「分権化と準分解可能性」とは、迅速な顧客対応や技術採択のための意思決定の分権
化と、知識や技術、活動を結びつける上で必要な統合度合いとでバランスをとるこ
とを意味する。 

（注５）「共特化（cospecialization）」とは、特定の補完資産や補完的技術・イノベーション
が、別の特定の補完資産や補完的技術・イノベーションと結び付いてはじめてお互
いに価値をもたらすような状況をさす。 

（注６）「意思決定プロトコルの選択」とは、バイアス、思い込み、ごまかしや傲慢を避ける
ための組織構造やインセンティブ、ルーティン等をさす。また、ロイヤリティとコ
ミットメントとは、従業員や関係者を動機づけるような忠誠心や組織アイデンティ
ティや積極的な関与を意味する。 

（注７）「ガバナンス」には、インセンティブ設計や組織的不正のチェック等が、「ナレッジ・
マネジメント」には、技術・ノウハウの統合や知的財産保護等が含まれる 

出所：Teece（2007）（菊澤ほか訳（2019）、第３章）、p.98）を一部修正の上、引用。 
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（注１）３つの DC は、相互に関連すると同時に対立する部分があるが、しばしば同時に用

いられる。 
（注２）「脅威・再配置（reconfiguration）のマネジメント」のうち、脅威とは、イノベーシ

ョンを妨げるような組織の慣性や硬直性等をさす。 
（注３）「補完物」とは、開発した製品に対応する生産機能や販路、端末に対する OS、OS に

対するアプリケーションを代表例とするような、補完資産や補完的技術・イノベー
ションをさす。また、「企業境界の選択」とは簡単に言えば、内製か外注・購買かの
選択を示す。また、プラットフォームの例は、OS や規格をさす。また、「補完者」
とは、補完物を提供する主体をさす。 

（注４）「分権化と準分解可能性」とは、迅速な顧客対応や技術採択のための意思決定の分権
化と、知識や技術、活動を結びつける上で必要な統合度合いとでバランスをとるこ
とを意味する。 

（注５）「共特化（cospecialization）」とは、特定の補完資産や補完的技術・イノベーション
が、別の特定の補完資産や補完的技術・イノベーションと結び付いてはじめてお互
いに価値をもたらすような状況をさす。 

（注６）「意思決定プロトコルの選択」とは、バイアス、思い込み、ごまかしや傲慢を避ける
ための組織構造やインセンティブ、ルーティン等をさす。また、ロイヤリティとコ
ミットメントとは、従業員や関係者を動機づけるような忠誠心や組織アイデンティ
ティや積極的な関与を意味する。 

（注７）「ガバナンス」には、インセンティブ設計や組織的不正のチェック等が、「ナレッジ・
マネジメント」には、技術・ノウハウの統合や知的財産保護等が含まれる 

出所：Teece（2007）（菊澤ほか訳（2019）、第３章）、p.98）を一部修正の上、引用。 
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図表３．５ オーディナリー・ケイパビリティとダイナミック・ケイパビリティ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：Teece（2021）より訳出 
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3.2 モノづくり中小企業の「両利き経営」と地域産業集積との関係 

（１） 本節における「両利き経営」の考え方 

本節では、地域の産業集積が「両利き経営」にどのようなプラスの効果を与えているのかを、

筆者が長年調査してきた長野県の企業調査もまじえながら述べる。最初にこの節での「両利き

経営」についての考え方を簡単に定義した上で、地域との関係を探る。本節での「両利き経営」

についての考え方であるが、「両利き経営」の特徴的な企業活動である「深化」と「探索」にお

いて、モノづくり中小企業の場合は大企業と異なっていることをまずは考える必要がある。つ

まりモノづくり中小企業の場合は様々な資源が不足し、「両利き経営」を考える場合にもモノづ

くり中小企業独自のものとなることを念頭に置く必要があるということである。まず経営資源

の少ないモノづくり中小企業においては、組織そのものが「探索」を十分に行える状態にはな

い、もしくは困難であることが多い。第２章で取り上げた事例からわかることは、組織による

「探索」というよりは経営者が中心となっておこなった（恣意的な）「探索」が多いということ

である1。またもう一方の「深化」についても、従業者数の少ないモノづくり中小企業は資源も

技能も十全ではないため2、外部に頼らざるを得ない。つまりモノづくり中小企業においては大

企業と同じような「両利き経営」は難しいといえよう。したがって、新事業・新市場への展開

は、モノづくり中小企業における「両利き経営」の前段階として捉えるべきではないかと筆者

は考えている。次に地域産業集積との関係であるが、上記のように十分ではない経営資源を補

うものとして、地域産業集積との結びつきが存在すると考えている。これらを前提として、ま

ずは第２章で取り上げた企業の中から長野県企業の事例について簡単に整理してみよう3。 
 
（２） 長野県の事例 

① 株式会社ガリレオ（長野県上田市） 

＜事業概要＞ 

長野県上田市にある従業員数 38 名の同社は、翻訳事業から出発し、翻訳事業で培ったシス

テム開発を活用、管理システムを開発・展開していった企業である。その後、経営者が 2011 年

の東日本大震災を契機に、エネルギー問題に関心を持ち取り組むようになる。自社のある上田

市で NPO 法人を立ち上げ、自然エネルギー事業をスタートした（事業内容に関しては第 2 章

参照のこと）。 
 

＜新規事業と地域との関係＞ 

 新規事業である自然エネルギー事業は本社の上田市で行っている。上田市は上田地域の中心

 
1 恣意的な「探索」が悪いということで取り上げているわけではない。経営者の意識があったからこそ成功して

いる事例も多くみられる。 
2 今回の調査企業をみると調査企業 12 社のうち 40 名以上の企業は 4 社しかなく、半分近くの企業（5 社）が

15 名以下の企業となっている。 
3 本節では事例の地域として長野県を取り上げるが、これは長野県が独自だからというわけではない。東京や大

阪などの大都市圏の地域とは異なる「非大都市」・「地方都市」の事例として長野県を取り上げるということで

ある。もちろん長野県の事例が「非大都市」・「地方都市」の一般的な事例というわけではない。今後、他地域と

の比較・検討が行われ、今回の考察が一般的な事例となる端緒となればと考えている。 
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であり、長野県の中でも有数の工業地域である松本地域と隣接しており、自動車関連産業も多

く存在する。一方、上田地域は農業生産の比率も高いことから、同社では当該地域での再生可

能エネルギーの普及を目指し、農地を活用したソーラーシェアリング事業を行っている。ソー

ラーシェアリング事業は農地にソーラーパネルを設置し、農家の収益性を確保するシステムで

あり、農業との共存を目指したもので地域との連携が不可欠な事業である。このソーラーシェ

アリング事業に関しては地域の農業委員会との連携をおこない、技術開発にあたっては信州大

学との連携によって事業化を進めている。このように新事業の立ち上げ・維持に関しては、自

社の資源のみならず地域との連携によって可能となっていることがわかる。 
 同社の場合、システム管理などの IT 関連技術が主であり、これらの技術を深化させつつ、技

術的に活用可能な自然エネルギーに着目したケースといえる。但し、自然エネルギー事業に関

しては自社技術の深化の先にあるというよりは、経営者の判断が強く働いたケースと考えられ

る。 
 
② イデアシステム株式会社（長野県岡谷市）4 

＜事業概要＞ 

同社は、事業として①基板実装、②電子機器受託開発（EMS）、ベアチップ実装、③画像モ

ニタリング（自社製品）の 3 つを柱とし、2011 年から新たな事業分野として福祉事業に参入し

た。新事業への取り組みであるが、会長が中心となり新事業に取り組んでいる。これまでにも

この体制で航空機関連やドローンの研究に取り組んできた経験があり、福祉器具分野において

も同様の体制で取り組むことになった。福祉分野への参入することになったのは、会長が家族

の介護を行ったことがきっかけとなっている。当社では「2.5 次産業」といわれるような、従来

にあるものと無いものを組み合わせて製品化の可能性を探る気風が社内にある。 
 福祉器具製品については会長がアイディアを出し、NEDO からの補助金等を利用した。補助

金に関しては、諏訪地域モノづくり推進機構からアドバイスを受け、申請にあたっては、日本

コンチネンス協会のメンバーとグループを組んで行った。製品の生産についても、隣接する長

野県上伊那地域にある中堅企業の T 社の下請企業を利用し、試作品のテストも地域の病院に協

力してもらっている。 
 
＜新規事業への参入と地域との関係＞ 

同社の場合、電子部品実装・電子機器受託開発・画像モニタリングシステムを基軸としなが

ら、福祉分野への参入を行っており、「両利き」というより複数の柱を持つ企業といえる。当社

は従業員が 49 名でありながら、複数の柱を可能にしているのは、自社で全てを行わず、地域内

企業や専門団体をうまく活用している点にある。生産は地域の中核企業の下請企業を利用し、

新たな事業情報は地域の専門機関を活用している。つまり同社は、地域産業集積を活用するこ

とで複数の事業の柱をつくることを可能にしているといえる。 

 
4 ここでのヒアリング調査記録は 2019 年に機械振興協会でおこなった調査ノートも活用しており、一部、本文

とも異なる内容になっている。 
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 但し、新事業参入へのきっかけや立ち上げについては経営者（会長）がイニシアティブをと

っており、事業システムとして成立しているかどうかは意見の分かれるところであろう。しか

しながら、同社がこれまで複数の事業の柱を立ち上げてきたことを踏まえるならば、従業員も

新事業への対応を念頭に置かざるを得ず、今後は、組織としての「探索」が進展する可能性も

考えられる。 
  
（３） 技術の活用と地域産業集積の関係 

 同社は、諏訪地域の企業である。実は諏訪地域では、同社のように中核事業の他に新たな事

業を立ち上げ、複数の柱を持つ企業が少なくない5。この点について筆者は、諏訪地域の集積の

形成過程とその後の発展とに関係があると考えている。 
 よく知られているように諏訪地域の産業集積形成は、戦時中の疎開企業に端を発する。第二

精工舎（現エプソン）やオリンパスなど、精密機械工業が戦時中に移転してきた。その後、こ

れらの企業を中心に機械工業の集積が諏訪地域に形成される。しかしながら、これらの大企業

は輸出が多く、早くも 1960 年代半ばのリセッションを境にして、地域内の大企業は 1960 年代

後半から海外生産化を進めることになった6。諏訪地域の大企業は国内産業の中でも早期に海外

生産をおこなっており、地域内への需要の減少は地域内企業に影響を与えることになった。こ

のことは地域内の分業構造に変化の兆しをもたらし、諏訪地域の企業は、地域内大企業と取引

を行う企業と、首都圏の大企業や他地域の大企業との取引を開始する企業とに分かれ始めたの

である。 
 地域内大企業は海外進出を進めると同時に製品内容も大きく変化させていた。さらに国内で

は積極的に新分野への進出も行っていたのである。この場合、取引をしているモノづくり中小

企業は、受注を確保するためには新分野への対応を進めることが必要となる。例えば、1980 年

代におけるエプソンの液晶分野への進出を考えてみよう。エプソンは半導体・液晶分野での中

核的な部分は、付加価値が高いため自社で行うことを決めていた。それらの周辺加工部分であ

る実装技術やパッケージング部分においては、付加価値が低いために、外注加工をすることを

検討していたのである。 
 

「1984 年前半、TFT 液晶量産を外注するため、エプソンの中で有名な協力会社の一社の社員を受け入れた。

（中略）半導体・液晶関連の仕事の中で素子自体をつくる工程の方は、・・・エプソン内部で付加価値がつけ

られるので、中（自社内）でやった。その一方で、出来上がった素子を実装してパッケージングするという

後工程は、正直、付加価値がつかない。そして、コストで勝負する工程。ゆえに、外注、しかも、車で一時

間程度にある（協力）会社に外注することを決定した。」（以上、筆者のヒアリングノートより）7 

 
この時期、発注側であるエプソンでは、この分野への事業展開に伴って、技術導入も含めた

 
5 機械振興協会経済研究所『中小企業の外部連携活動による成長市場戦略―航空機部品及びヘルスケア関連機器

などを中心に―』報告書 No. H29-2、平成 30 年 3 月、などを参照。 
6 粂野（2024）近刊、第 3 章を参照。 
7 粂野（2024）に関連するヒアリングメモからの抜粋。 
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新たな加工をおこなう協力企業を必要としていた。そこで長年取引関係をもち信頼関係の強い

協力企業である MS 社を候補企業として選択し、人材の育成というレベルから新技術の指導・
導入をおこなったのである8。 
このように、地域内大企業では、自身の新分野進出に伴い協力企業側の新技術導入も促進す

ることになったが、事例が示すように技術導入に当たって、地域内大企業は協力企業を支援し

ていった。ここで導入された技術は、その後、当該企業の中核技術として定着し、その後の展

開に役立つことになる。また同社は取得した精密加工技術を生かし、一時期は人工心臓などの

医療分野へも参入している。現在ではそれらの技術を活用し、医療実験用機器である動物用マ

イクロポンプの生産も行っており、ある意味、「両利き経営」の先駆けといえよう。 
 
（４） まとめにかえて 

① 経営者の影響 

 これまでみてきたように、モノづくり中小企業の「両利き経営」を考える場合、新事業の選

択においては、経営者もしくはそれに準ずる立場の人の役割が大きいことがわかる。もちろん

それまで蓄積した技術や市場を踏まえ、新たなビジネスに参入しているケースが多くみられる

が、その道筋や方向性は、「探索」の結果というよりは、経営者の意志・判断が強く出ていたと

いえる。 
一方、第 2 章で取り上げた長野県企業の事例からは、新事業の進むべき方向性が決定されて

行く過程において、新事業分野と関連する地域内の様々な機関や団体との関係性を構築するこ

とによって、新事業展開に必要な情報や仕組みを習得していることも窺い知ることができたこ

とから、地域産業集積はモノづくり中小企業が新たな事業化を進める点において一定の役割を

担っているものと考えられる。 
 
② 事業分野の変更と技術力・経営力の向上 

 本節で取り上げた２つの事例の共通点については、新事業を行うまでに事業分野の変更を何

度も行っている、もしくは新たな事業分野を増やしている点を挙げることができる。つまり、

事例企業は、何らかの要因で新たな事業転換を必要としていた状況にあったといえる。では、

なぜ事業転換が必要となったのであろうか。それはかつて諏訪地域で生じた海外生産化の進展

による需要の減少と、減少に対してとりえる手段として取引先の交代や事業転換が行われたこ

とと関係があると思われる9。つまり取引先の交代や事業分野の転換によって、新たな技術や新

たな市場が見つかるケースが存在するのである。筆者はこれまで諏訪地域や上伊那地域の産業

集積に着目して研究を進めてきた。その中で、取引先の交代がモノづくり中小企業の技術力・

営業力の向上に影響を与えたケースが存在した。 
筆者が 1993 年に調査した上伊那地域の IT 電産は、NEC の技術指導をうけ主力協力工場と

なり協力会の会長にまでなる。しかし、1987 年にテレビ生産が海外へ移転されたのを見て危機

 
8 岸本・粂野（2014）を参照。 
9 粂野（2024）近刊、4 章を参照。 
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感をもち NEC の下請企業を止める。それまでの設備を廃棄し中古の機械を入れ、自動車部品

の下請へと転換した。NEC で使用していたラインを改善し、取引先部品メーカーからの指導を

受け、ラインでの多能工化を実現させたのである（1993 年におこなった IT 電産への調査を要

約）。 
 この事例が示すことは、技術的には複雑な加工へと転換することで差別化をはかり、企業成

長を可能にしたという点である。さらにそれだけに留まらず、その後、当時の発注側企業であ

った長野 NEC の海外生産化を見て危機感を抱き、自動車部品産業へと転身をはかることで企

業を維持し続けた10。つまり、経営者は下請企業であったにも関わらず親企業を選別し、その

結果新たな産業へ進出している。これは様々な条件の中で下請企業という道を選択し、取引関

係の中で経営者が技術力や経営力を身につけ、戦略的に新たな事業分野へと進出することがで

きた事例といえる11。 
 

図表３．６ 発注側企業・産業の交代と技術力・経営力の向上 

 
出所：粂野（2024）p.123。 

 
 このように、モノづくり中小企業においては大企業との取引関係を構築することで新たな技

術を取得する可能性が存在する。さらに習得したそれらの技術を他企業へ応用するなどして、

 
10 長野日本電気は 2019 年に地域から撤退している。 
11 粂野（2024）近刊、第 4 章を要約した。 
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新たな産業へ参入するきっかけとも成り得るのである。特に技術や技能習得の場が少ない地方

都市のモノづくり中小企業にとっては、取引関係にある大企業からの情報提供や技術提供は、

自社の事業展開を左右するものとなり得ることを諏訪地域の企業事例は示していると思われる。 
大企業の場合、企業内部にしっかりした企業組織があるため、組織での探索が可能であるが、

資本規模が小さく、人員の少ないモノづくり中小企業にとっては、自社の組織だけに頼ること

はできない。取引先である大企業や地域内企業との取引関係も、情報の入手や新しい技術を修

得するための重要な場の一つなのである。例えば、取引関係を交代する（させられる）ことで、

モノづくり中小企業は新たな対応を余儀なくされ、結果として（対応できれば）技術力や経営

力が身につくことになる。したがって、モノづくり企業が新たな取引先や協力企業を得ること

を容易にする地域産業集積の存在は、その地域内のモノづくり中小企業が「両利き経営」（「深

化」と「探索」）に取り組むことを可能にする上での補完的な機能の一つであるといえよう。 
 

【参考文献】 

機械振興協会経済研究所（2018）『中小企業の外部連携活動による成長市場戦略―航空機部品及

びヘルスケア関連機器などを中心に―』報告書 No. H29-2。 
岸本太一・粂野博行（2014）『中小企業の空洞化適応』同友館。 
粂野博行（2024）『地方集積のダイナミズム』同友館、近刊。 

チャールズ・A・オライリー、マイケル・L・タッシュマン（2022）『両利き経営 増 
補改訂版』東洋経済新報社。 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

- 87 -



- 14 - 
 

３．３ モノづくり中小企業の「両利き経営」における公的支援機関の役割 

（１） 本節の焦点 

第２章で紹介した京都の中小企業の事例（３社）は、京都市の産業支援機関である（公財）

京都高度技術研究所（ASTEM）とのつながりが深い企業である。京都では、ASTEM をはじめ

とする様々な公的支援機関が、中小企業に新しい技術や製品、市場などへの挑戦を働きかけ、

その実践を後押ししている。そうした取り組みには、京都の歴史に裏打ちされた地域性が深く

関係している可能性もある。京都には「千年の都」として磨き上げられたものづくりの伝統に

加え、独創性を重んじる、人のまねはしないという気質が現在も引き継がれている。この結果、

企業の規模を問わず、独自の技術や経営手法で活躍する革新企業が一目置かれる傾向にある。

行政や経済団体も、独自の技術や経営手法で事業を継続、発展させる企業に対して様々な支援

策を講じてきた。そこで、本節では、京都の事例を踏まえ、モノづくり中小企業の外部資源活

用における公的支援機関に焦点を当て考察する 。 
 
（２） 京都産業の歴史 

794 年の平安遷都以来、都として栄えた京都では、雅な朝廷文化を支える多彩な産業が発し 
た。1603 年、江戸に幕府が置かれ政治の中心が移ってからも、宮家や公家が居住し、本山寺院 
も多い京都は、織物、染物、陶磁器、漆器などを産するわが国最大の産業都市であった。しか 
し、明治の東京遷都に伴い、京都は衰退の危機を迎えた。この時に、琵琶湖疏水の開削や内国 
勧業博覧会の開催、電気鉄道の敷設といった都市基盤の整備、さらに、舎（せい）密局（みき 
ょく） の開設をはじめとする産業振興策が次々と打ち出され、京都再興に向けた動きが広がっ 
た。明治から大正にかけては、西陣織、友禅などの繊維産業が発展するとともに、機械金属工 
業や化学工業なども台頭し、現在の京都のものづくりを支える伝統産業と近代産業が形成され 
た。京都という地域全体が、成熟事業で「深化」を図りつつ、新領域を「探索」して近代産業 
を創出するという「両利き経営」を展開したともいえる状況であった。 
その後、京都の経済は、成熟産業である伝統産業をベースに、近代産業が少しずつそのプレ 

ゼンスを高めてきたが、それに加えて、第二次世界大戦後の特筆すべき動きは、ベンチャー企

業の叢生である。オムロン（1948 年）、村田製作所（1950 年）、堀場製作所（1953 年）、ロー

ム（1958 年）、京セラ（1959 年）といった世界で活躍する企業を輩出した。ちなみに、こうし

たベンチャー企業が京都で生まれた要因としては様々な分析がなされているが、その一つとし

て挙げられるのが、伝統産業技術の蓄積である。村田製作所や京セラなどのファインセラミッ

クスの電子部品産業のベースには、京焼・清水焼など陶磁器産業の技術がある。 
今回、本報告書第２章の企業事例で取り上げた株式会社キョーテックでは、祖業である友禅

型紙彫刻業の技術やノウハウが生かされている。インテリア事業の展開にあたっては友禅型紙

の意匠、超精密プリント基板の製造には、友禅事業で培ってきたスクリーン印刷技術が活用さ

れた。もう一つの要因としては、企業や経営者と、京都に集積する大学との関係である。村田

製作所は、京都大学の技術指導によるチタン酸バリウムの応用研究が今日の成長につながって

いる。堀場製作所は学生ベンチャーの草分けとして知られる。「産学官連携」などの言葉が普及

するはるか以前から京都では企業や行政、大学の垣根が低かった。 
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高度経済成長期においても、京都では伝統産業と近代産業がバランスを取りながら発展した 
が、1970 年代に入ると、繊維産業をはじめとする伝統産業が伸び悩み、それをカバーしたのが、

機械金属関連の製造業である。電子部品や電力制御装置、計測・分析機器、測定器、医療用機

器などを製造する企業やそれを支える協力企業などが伸張した。オムロンの製造装置用部品の

下請けとしてスタートした株式会社坂製作所は、まさにこの時期の近代産業発展を下支えした

企業の一つである。 
バブル経済崩壊後の 1990 年代以降、伝統産業の衰退は顕著で、機械金属工業を中心とする

近代産業でも、主要企業の府外、さらには海外への生産移転が急速に進んだ。株式会社坂製作

所がオムロンへの依存を弱め、既存事業である精密部品加工業においては、その取引先を、半

導体、繊維、食品などの業界に広げ、さらに、自社のオリジナル製品として小型コンプレッサ

ーの開発、販売に乗り出し背景には、こうした地域の産業構造の変化が指摘できる。 
また、こうした変化に機敏に反応したのが地元行政である。ここでも再び、地域全体として 

見れば、「両利き経営」ともいえる動きを見せている。新しい事業の「探索」に向けて、「ベン

チャー企業目利き委員会」の設置、産学連携によるインキュベーションの整備、京都市スター

トアップ支援ファンドの創設などに着手した。と同時に、既存企業の持続的な成長・発展に向

けた様々な支援策を充実させた。 
 
（３） 企業の革新活動を促進する諸制度  

バブル経済崩壊後、厳しい局面を迎えた京都は、業界団体や中小零細企業といった既存の支 
援対象とは明らかに異なる層に光を当てた。独自の技術や経営で成長、発展し、京都産業を牽

引する革新的な企業である。京都府、京都市、京都商工会議所などがこうした企業を発掘、育

成、支援するために様々な制度を整備した。今回、事例で紹介した京都の３社は、こうした諸

制度を巧みに活用し、既存事業の「深化」や新事業の「探索」に取り組んだ。まずはこの時期、

京都で導入された新たな制度を簡単に整理しておく。 
 
① 京都市  

京都市は、個別企業の先進的取り組みを評価、認定し、支援する制度として、４種類を展開 
している。 
 
② 京都市ベンチャー企業目利き委員会 

1997 年のスタートで、京都の革新的な企業認定制度のなかで最も歴史が古い。ASTEM が運 
営を担う。既述のように、京都には、京セラや堀場製作所といった世界に羽ばたいたベンチャ

ー企業が少なくない。京都市ベンチャー企業目利き委員会は発足当時から、そうした企業の創

業経営者や先進技術・経営に通じた学識経験者らで構成する審査会が、ベンチャー企業の事業

プランを、その新規性、模倣困難性、独自性、競争優位性、商用化可能性などの面で審査し、

事業成立可能性が高いプランを「Ａランク認定」してきた。これまでに 157 社が認定を受けた 
（2023 年３月現在）。 
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③ オスカー認定制度  

経営革新に取り組むために優れた事業計画を策定した中小企業を「オスカー認定」し、当該 
計画の実現に向けて継続的に支援するもので、2002 年にスタートした。当初は（財）京都市中

小企業支援センターが運営主体であったが、組織統合により 2011 年度から ASTEM が担って

いる。京都市内に本店、支店、事業所等を有し、創業から 10 年以上経過している中小企業が対

象で、いわゆる既存中小企業の成長を支援する狙いがある。事業計画の新規性や優位性などに

加え、財務の健全性や経営者の意欲なども合わせて審査会で認定する。これまで 233 社がオス

カー認定を受けている（2024 年３月現在）。 
 
④ 「知恵創出“目の輝き”」企業認定  

続いて導入されたのが、「知恵創出“目の輝き”」企業認定である。京都商工会議所が提唱す 
る「知恵産業」に呼応して、2013 年にスタートした。（地独）京都市産業技術研究所が運営し

ている。「伝統技術と先進技術の融合」や「新たな気づき」といった知恵産業をキーワードにし

た新技術・新商品の開発などで製品化・事業化に至った取り組みが対象で、知恵産業の推進に

大きく寄与したものを認定する制度である。39 社（グループ含む）が認定を受けている（2023
年３月現在）。 
 
（４） これからの 1000 年を紡ぐ企業認定 

持続可能な社会構築のために、「社会的課題をビジネスで解決する」、「社会的課題を生み出さ 
ない新しい商品やサービス、システムを生み出す」取り組みを審査会で評価し、認定する。対

象は、創業後３年以上の企業・団体である。2016 年にスタートし、ASTEM が運営している。

これまで 38 社・団体が認定された（2023 年３月現在）。 
 
① 京都府  

京都府も、挑戦意欲の高い中小企業を認定、支援するための独自制度を展開している。京都 
市のオスカー認定制度が導入された直後の 2000 年代半ばに整備された。 
 
② 京都府元気印中小企業認定制度  

京都府中小企業応援条例に基づく認定制度で、自らの強みを生かしながら、得意分野で「オ 
ンリーワン」を目指す研究開発などの事業計画を京都府知事が認定する。５年以内の計画で、

新規性、実現可能性、市場性・将来性が認定のポイントとなる。2007 年にスタートし、2023
年３月現在 418 社が認定されている。新事業展開や第二創業などへのチャレンジはもちろん、

独自の強みに一層磨きをかける取り組みも対象である。 
 
③ 「知恵の経営」実践モデル企業認証制度 

「知恵の経営」とは、自らの強みである知的資産を経営に積極的に活用することを意味する。 
京都府がそうした中小企業を認証し、社会的に評価する制度である。中小企業は、自らの強み 
を発見し、その強みを活かした今後の経営戦略を「知恵の経営報告書」としてまとめる。評価 
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の対象はこの報告書で、保有する強み（「知恵」）の特異性、競争上の優位性、ターゲット市場 
の規模、成長性への適合性などが認証のポイントとなる。認証の有効期限は２年間である。2008 
年に発足し、これまで 231 社が認証を受けている（2024 年３月現在）。 
 
④ 京都商工会議所 

2007 年に京都商工会議所会頭に就任した立石義雄氏は、「知恵産業のまち・京都の推進」を 
基本方針に掲げた。文化と伝統に裏打ちされた京都ならではの特性や強みである「知恵」を生

かして、京都産業に革新と創造を呼び起こし、京都を創造性豊かなまちとしていくことを提唱

したもので、2009 年３月には、『京都産業・知恵の発信』が研究会報告書としてまとめられた。 
その具現化策の一つとして、2009 年にスタートしたのが知恵ビジネスプランコンテストであ 
る。 
 
⑤ 知恵ビジネスプランコンテスト 

2009 年から 2019 年まで 11 年間にわたり、知恵ビジネスプランコンテストが開催され、自 
社の強みや知恵を活かした独創的なビジネスモデルを提示した 65 社が「知恵ビジネス」とし

て認定された。同コンテストは、京都府内の中小企業を対象に、「京都の特性または企業独自の

強みを生かし、新たな知恵によってオリジナルの技術や商品・サービス、あるいはビジネスモ

デルを開発し、顧客創造を実現するビジネスプラン」を公募し、知恵の巧みさ（独自性等）、知

恵のインパクト（顧客創造力等）、プランの実現性などが審査会で評価された。2020 年にリニ

ューアルされ、現在は、「知恵－1 グランプリ」として継承されている。 
 
（５） 小活 

このように、京都では、公的な産業支援機関が個別企業の新しい挑戦を促進する様々な認定 
程度を整備している。また、こうした認定制度の多くは、認定したプランの実現に向けて、専

門家派遣や貸出金利の優遇といったフォローアップ体制を充実させている。一企業が複数の認

定を得ていることも少なくない。 
 事例で取り上げた企業では、株式会社坂製作所がこうした認証制度を巧みに活用し、自らの 
ビジネスプランのブラッシュアップ、手厚い外部支援、知名度の向上などを図っている。同社 
は、両利き経営の「探索」活動を推進するにあたり、京都府元気印中小企業（2013 年３月）と 
京都府商工会議所の知恵ビジネスコンテスト（2013 年度）の認定を得た。前者は、「省エネ型・ 
低騒音・極小型・軽量空気源システム“パーソナルコンプレッサー”の開発及び販売」、後者のテ 
ーマも、「オイルフリー」かつ「チップシールレス」の極小型・低騒音・省エネのコンプレッサ 
ーである。ちなみに、オスカー認定は、「極小型・静音コンプレッサー」の商品化に成功した後の

2019 年３月で、自社製品を更に進化させ博物館などへの新たな販路拡大を狙ったものである。 
近江屋ロープ株式会社は、2005 年 11 月に、「認定環境調和型獣害防止ネットシステムの開発・ 
販売」を掲げた事業計画によってオスカー認定された。「探索」した新事業の商品化がテーマで 
ある。他方、2006 年 3 月にオスカー認定された株式会社キョーテックの事業計画は、既存イン 
テリア事業の「深化」に焦点が当てられている。認定された事業計画は、「空間コーディネート 

- 91 -



- 18 - 
 

が思いのまま、変幻自在インテリアパネルで新しい建材市場の開拓。（商品名：キョーアート）」 
である。 
このように京都では、意欲ある中小企業の挑戦を促進する諸制度を地域挙げて整備し、中小 

企業もそうした諸制度を積極的に活用してきた。京都という地が、既存事業の「深化」や新領

域の「探索」に高い価値を認め、そうした企業の事業化を手厚く支援してきたことがうかがえ

る。最後に、本書で取り上げた京都の企業３社が活用し、かつ高く評価していたオスカー認定

制度について述べておきたい。 
 
（６）オスカー認定制度 

これまで紹介したように、京都には様々な支援制度があるが、オスカー認定制度は、優れた 
事業計画（パワーアッププラン）に基づいて経営革新に取り組む中小企業を認定し、計画の実

現に向けた継続的な支援を実施することを企図している。 
 
① オスカー認定制度の創設とその後の見直し 

オスカー認定制度は、2002 年度に開始した（第１期）が、2009 年度に一旦休止して事業内 
容などを見直したうえで 2010 年度に再スタートし（第２期）、現在に至っている。2002 年度

スタート時は、「企業価値創出支援制度（バリュークリエイション）」と名付けられた。 
先に述べたように 1990 年代半ば以降、京都経済は低迷し、京都市は、ものづくりを中心に

据えた新たな産業政策を進めるために「京都市ス－パーテクノシティ構想」を策定（2002 年３

月）し、そのなかで、「第二創業を目指す企業への支援の充実」として、「企業価値創出（バリ

ュークリエイション）支援制度」の活用を位置づけた。 
同制度では、中小企業者が新たな事業展開や新商品の開発、第二創業などを通じて経営革新 

を図り、自社の企業価値を高めるための事業計画を求めた。経験豊富な専門家が応募企業に対

して、より良い計画になるようにアドバイスをしたうえで、当該計画を審査会が様々な角度か

ら評価するというもので、現スタイルの基本はスタート時に構築されている。 
同制度がスタートした当初の目標は、2010 年度末時点で認定 100 社（累計）であったが、 
2008 年度に目標を前倒しで達成した。京都市は制度を若干見直したうえで、2010 年度に再 

スタート（第２期）した。第２期からは、応募資格として、財務体質が重視されるようになり、

サポートするコーディネーターも、地元金融機関 OB が中心的役割を担っている。 
 
② オスカー認定の仕組みと支援体制 

オスカー認定制度のユニークな特徴の一つとして、認定の対象となる事業計画を策定する段 
階から外部者の様々な視点が反映され、ブラッシュアップを繰り返す仕組みになっていること

が指摘できる。以下、審査にあたっての手順を示しながら、事業計画がより精緻なものに落と

し込まれていく過程を説明しておこう。 
応募検討企業は事前に事業運営者であるASTEMに相談のうえ、必要書類を作成し提出する。 

この段階で、ASTEM の専属コーディネーターらが事業計画に対して外部者の視点で助言をす 
る。提出された書類は、一次審査委員が審査する。この審査を通過した企業に対しては、中小 
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企業診断士のヒアリングによる調査が行われる。そうした過程を経た事業計画が認定審査委員 
会にかけられるのである。そこで、応募企業は、学識経験者や企業経営者らで構成されるオス 
カー認定審査委員会で、自ら事業計画を口頭発表し、多方面からの質疑に対応することが求め 
られる。この審査を通過した企業がオスカー企業として認定されるのである。もう一つの特徴 
は、事業計画の実現に向けたきめ細かな支援である。そのため、京都市は、認定企業に対する 
支援メニューを整備している（図表 3.7 参照） 。 
 

図表３．７ 京都市のオスカー認定企業に対する支援メニュー 

 主な支援内容 

① フォローアップ支援――地元金融機関 OB を中心とするコーディネーターが計画実現 

に向けた適切なアドバイスや経営力向上のための相談対応を行う。 

② 専門家派遣――弁護士や中小企業診断士などの専門家を無料で派遣する（年間５回）。 

③ 金融支援――オスカー認定企業を対象とする「京都市関連認定制度資金」をはじめ、各種融

資制度が利用できる。 

④ 新規・改良研究開発補助事業――商品化・事業化を目指す研究開発に対して補助金を交付

する。 

⑤ 販路開拓・技術マッチング支援――特徴のある技術・製品を有するものづくり企業の販路

開拓や技術提携先の開拓を支援する。 

⑥ 海外展開支援――海外展開を目指す企業に対して総合的な支援を行うとともに、技術・製

品開発や外国への特許出願などに要する費用の一部を助成する。 

⑦ 企業立地促進助成――京都市内で事業所を新増設する際の税金を補助する。 

⑧ 公的インキュベーション施設賃料助成――京都市内にある公的インキュベーションに入居す

る際の賃料を補助する。 

⑨ 京都オスカークラブへの入会――オスカークラブ会員間の大規模な交流会やシンポジウム

などを開催し、異業種交流を進める。また、50 歳以下の経営者、後継者等で構成するオス

カーYOUTH を運営する。 

⑩ 広報・企業 PR――報道機関に対する記者発表や ASTEM の情報誌・ホームページなどへ

の掲載による PR。 

出所：ASTEM ホームページ https://www.astem.or.jp/smes/oscar（最終閲覧 2024 年 3 月 20 日）。 
 
③ オスカークラブ  

オスカークラブは、オスカー認定を受けた企業が参加する異業種交流団体である 。親睦にと 
どまらず、会員間の技術連携や新商品の開発、販路開拓などの取り組みも盛んである。地元金

融機関や大学関係者、大学生を招いてのシンポジウムや、会員企業の事業内容、経営理念など

を詳しく紹介した冊子の発刊なども手掛ける。50 歳以下の経営者および後継者などで構成する 
「オスカーYOUTH」の活動も活発で、次世代を担う若手経営者の資質向上につながっている。 
オスカークラブは、具体的なビジネスにつながる集まりとして注目を集め、同会への入会がオ 
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スカー認定の大きなインセンティブになっているほどである。2023 年 9 月現在、193 社がメン 
バーとなっており、認定された企業はほぼ入会している。 
ちなみに、株式会社近江屋ロープの会長は、オスカークラブの前会長である。また、株式会 

社坂製作所の社長によると、オスカー認定取得の目的は、オスカークラブへの入会だったとい

う。オスカークラブでの様々な活動を通じて、メンバー企業同士の関係は緊密になっていく。

実際、今回訪問した 3 社の経営陣は親しい間柄にあった。 
 
④ オスカー認定制度が果たしてきた役割  

オスカー認定制度が果たしている役割は数多い。第一に、オスカー認定は、「新しい時代のニ 
ーズに適応する」、「常に新しいものに取り組む」といったチャレンジ精神旺盛な企業の証とな

っている。 
第二に、企業にとって、事業の成功可能性が高まることである。オスカー認定制度ではそも

そも、実現可能性が高い事業計画が選ばれる。そのうえ、認定後の手厚い伴走型支援によって

計画が具現化される。経験豊富なコーディネーターは、経営面を指導しながら、技術的な課題

があれば京都市産業技術研究所や大学の研究者、海外展開なら（独）日本貿易振興機構（JETRO）

といった具合に最適な外部組織につないでいく。コーディネーターは企業ごとの担当制にはな

っているものの、ASTEM のなかで議論を重ね、関連する組織を巻き込む仕組みが構築されて

いるのである。さらに、多くの中小企業にとって、国や府、市などの分厚い中小企業支援メニ

ューのなかから、自社が使えそうなものを見つけ出すのは至難の業だが、オスカーに認定され

ると、当該企業の内実と中小企業支援制度の両面に詳しいコーディネーターが補助金等に関す

る情報をタイミングよく企業に提供し、書類作成もアドバイスする。 
第三は、計画の策定・実施に伴うマネジメント能力の向上である。計画立案にあたり、自社 

の弱みや強みが明らかになり、経営者は中長期的視点で企業の将来を考えるようになる。明確

なビジョンの提示とその実現に向けた動きは、社員らのモチベーションを高め、組織としての

一体感も醸成する。 
第四に、知名度や信用力のアップである。京都市、ASTEM、金融機関などは様々な機会を捉

え、オスカー認定企業を積極的にアピールしている。「公的機関のお墨付き」によってマスコミ

などで取り上げられる頻度も高まる。「計画の着実な履行」で、金融機関や販売先、仕入先など

からの評価が向上し、融資が受けやすい、取引の拡大、新市場の開拓といった効果も生まれて

いる。 
さらに、オスカークラブが果たしている役割も見逃せない。同クラブは、挑戦意欲の高い経

営者の集まりである。同じ価値観を有する者が互いに切磋琢磨し、成功や失敗の身近な事例を

紐解ける学習の場となっている。 
 
（７） おわりに 

京都経済は明治維新以降、伝統産業と近代産業という二本柱によって支えられてきた。しか 
しながら、バブル経済崩壊後の 1990 年代半ば以降、伝統産業も近代産業も低迷し、変革が求

められるようになった。そうした中で、京都府、京都市、京都商工会議所が打ち出したのが、
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既存事業の革新や新規事業に取り組む中小企業への手厚い支援であった。成長が期待できる優

れた経営革新計画やビジネスプランを認定し、そうした取り組みにお墨付きを与えるとともに、 
経営面を中心に包括的に伴走支援し、事業化を推進した。様々な認定制度は、意欲ある中小企 
業を対象とし、国などの諸施策も適宜活用しながら、個別企業の実情にあわせたオーダーメイ 
ド支援を行っている。 
 京都で導入されていた認定制度の多くは、革新的な中小企業を、事業計画の策定段階からそ 
の実現までを一気通貫で支援する制度であり、認定企業の経営者らは、革新活動に取り組む同 
志として深くつながり、相互に学び合うこともできる。 
京都は周囲を山に囲まれた盆地で利用できる土地が少なく、歴史都市であるため高さ規制等 

が厳しく、地価も高い。産業活動を行ううえで制約が多いため、付加価値の高い企業でないと

生き残れない状況にある。一方で、長年の歴史に磨き抜かれた伝統産業を中心とする技術の蓄

積や文化資源、大学の知的資源など、京都ならではの優位性も多い。 
こうした背景のなかで、新たな挑戦を続ける既存中小企業が高く評価される価値観が共有さ

れ、既存事業の「深化」や新たな領域の「探索」を応援する諸制度も整備されていったのであ

ろう。「深化」や「探索」を模索する企業が次々と輩出される中で、「深化」しつつ「探索」す

る両利き経営の企業も一定数生まれてきたと考えられる。 
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3.4 モノづくり中小企業における「両利き経営」のトリガーと販路拡大の課題 

（１） 本節の目的 

「両利き経営」には知の深化と知の探索があるが、特に中小製造業の場合、従来事業を深化

させた新事業（以下、深化事業とする）が多いように思う。理由は深化事業の場合、従来事業

の延長線上にあり、特に技術志向の強い経営者はその探求心が旺盛である。また延長線上にあ

るがゆえ、特定顧客からの需要情報・要望も得やすく、新規市場への「土地勘」も働く。さら

に取り組みにあたっては自社の経営資源で賄えることが少なくなく、リスクも小さいからであ

る。 
一方、従来事業との間に一定の「距離感」をもった新規分野を探索する事業（以下、探索事

業とする）については、従来事業の延長線上からでは新事業の「気づき」を得ることは難しい。

そこから離れた環境での「気づき」、あるいは従来事業とマッチングしながら新たな価値創造が

必要になる。しかし、多くの場合で「気づき」の主体である中小企業経営者は従来事業に追わ

れ、きっかけ（トリガー）に出会う機会や余裕がないのが実状であろう。また「気づき」を得

たとしても、事業化するだけの経営資源を持ち合わせておらず、その調達、獲得も容易ではな

い。 
このように探索事業には多くの困難が横たわるが、今回の企業調査で筆者が直接訪問した３

社、イデアシステム㈱（以下、Ｉ社とする）、㈲関根製作所（以下、Ｓ社とする）、㈱ワンロー

ド（以下、Ｏ社とする）は、いずれも探索事業に取り組んでいた。従来事業⇔探索事業と図式

化すれば、I 社は電子機器等⇔介護機器、S 社は金型部品等⇔チタン製の櫛、O 社はアルミ鋳造

向け金型⇔オーディオ音響機器となっている。これらはまだ「事業」と言えるだけの規模に達

していないが、探索事業のきっかけとなったものは何か、そのきっかけから得る「気づき」は

何から生まれるのかをみることは中小製造業の探索事業をみるうえで重要な視点といえよう。

そこで本項ではこれらの点について、第２章第１節でまとめた３社の事例分析を踏まえながら

みてみるとともに、そこにみられる中小製造業の探索事業における課題についてまとめたい。 
 
(２) 探索のきっかけと気づき 

中小製造業の探索事業にとって最初の課題となるのが「気づき」であるが、この「気づき」

を得るきっかけはどのようなものか。Ｉ社の場合、2005 年、地元自治体（長野県岡谷市）の主

導で地域製造業者が共同で介護ロボットを制作するプロジェクトに参加したことがきっかけと

なった。周知のように岡谷市は多くの中小製造業が集積する地域であるが、IT バブル崩壊後、

各社とも今後の方向性が見出せずにいた。この状況を地域ぐるみで打破したい、行政としては

そう考えていた。 
ちょうど 2000 年から介護保険がスタートし、同分野が今後の成長市場として注目を集める

時期でもあった。そうしたこともあって有力分野として介護用ロボットに注目、そう考えた岡

谷市は同分野の研究者を講師に招いて勉強会を開催した。最初に考案されたロボットは重機で

あったが、I 社の創業者であり当時の社長（現・会長）が電気を使わず、手動での動作が可能な

簡便な構造をもった機器の開発を着想した。会長も父親を介護した経験があり、ベッドとトイ

レ間の移乗の補助にかかる負担が大きいことを実感していた。 
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Ｓ社のきっかけは 2016 年頃、地元の新潟県三条市での展示会「燕三条 工場の祭典」に出展

した際、東京のある老舗・美容用はさみメーカーからヨーロッパ向けのチタン製の櫛の製造依

頼を受けたことである。第２章の事例分析でみるようにチタンには金属物資として様々な特質

があるが、難加工材でもある。また材料費も高く、生活用品である櫛が高価格で市場に受け入

れられるかは微妙なところであった。そのため、まだ製品化されていなかった。 
Ｏ社のきっかけは 2020 年、もともとオーディオ・ファンであった社長が自身の還暦を契機

に再びオーディオ雑誌を手にしたことである。そこに紹介されていたレコード用ターンテーブ

ルを見て「これなら自分でも作れる」と着想したのである。 
以上、３社のきっかけは地域の勉強会及び自身の経験、展示会での要望、雑誌での発見とま

ちまちであるが、共通するのは日常の業務外で生じていることである。やはり積極的に外部環

境に飛び込むこと、そうしたことが探索事業のきっかけになり、そこから「気づき」を得てい

る。 
 
(３) 気づきの背景にあるもの 

さらに共通してあるのが、各社ともこれが初めての探索事業ではないことである。そもそも

Ｉ社では基盤実装事業からスタートし、機器の設計・製造、画像圧縮・再生技術の開発、ベア

チップ実装事業、画像監視システムの販売と探索事業を繰り返してきた歴史をもつ。またＳ社

は 2008 年頃、友人の依頼で二輪用カスタムパーツを制作したところ同愛好者に好評を得て、

製造・発売に乗り出したことがある。実はこの購入者の一人がここで取り上げるチタン製の櫛

の依頼者でもあった。O 社も約 10 年前、写真を一枚ずつ横につなげてパノラマ写真になるよ

うなアダプタを開発している。 
I 社を除けば、一時的な受注で終わり、ビジネスには至らなかった。しかし本項で記した新た

な探索事業に再び乗り出している。なぜ彼らは、こうした探索を続けるのか、あるいは続けら

れるのであろうか。Ｉ社の社長にこれまでの探索事業のヒントについて尋ねると、「たまたま」

という答えが返ってきた。表面的にはそうかもしれないが、その背景には「やってみよう」の

社風、そして異業種との交流を重視する創業者の考えがある。それは「同業種である製造業か

らの受注は単なる元受けと下請けの関係になる傾向がある。そうではなく相互が対等な関係に

なれる異業種から受注する」という志向に基づく。 
S 社の工場長には人が欲しがるもの、それが難しい加工であっても果敢に挑戦する、何とか

形にしていこうという技術者マインドがある。だからこそ様々なところから依頼が舞い込む。

前記したように今回のチタン製の櫛の依頼者は二輪用パーツの購入者でもある。恐らく、その

購入者は工場長にこうしたマインドがあることを感じ取り、彼なら何とかしてくれるという期

待があっての依頼と推察される。 
Ｏ社も I 社と同様、リーマンショックとコロナにより大幅な受注減を経験した。その際、社

長は「下請けを脱し、メーカーになりたい」という意思を強く持ったという。特定顧客に価格

を決められる BtoB 取引だけでなく、自身で価格が決められる BtoC 取引も手掛ける。それに

より下請け仕事の不安定さを少しでも緩和しようとする狙いがある。そこでパノラマ写真の製

作アダプタ、そして今回の音響機器部品の開発・製作に乗り出している。ここで注目できるの
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は、これらの探索事業が社長個人の趣味から発想されていることである。もちろん、これらは

従来事業とは関係のない分野であり、自身もユーザーとして、愛好者としての視点をもつ。す

なわちマーケット・インでの発想が持て、通常の「気づき」よりも、より顧客ニーズが反映さ

れた、成功の確率が高い探索事業となりうる。そうした意味で経営者が仕事以外でも興味や関

心を持っていること、すなわち多くの「引き出し」をもつことが探索事業の有効な「気づき」

につながるものとして指摘できる。 
以上にみるように継続的な探索にはそれを支える要因が背景にある。それは経営者等の志向

や技術者マインド、そして興味・関心の広さとなっている。 
 
(４) 不足する経営資源の獲得方法 

以上、探索事業のきっかけとその背景にあるものについてみてきたが、開発の際、不足する

経営資源をどのように調達・補完したのであろうか。Ｉ社の介護機器の開発に際しては電子機

器事業部門の設計者が設計を担当したが、従来事業はエレクトロニクス系の技術で、メカニッ

ク系の技術は持ち合わせていない。そこで長野県の専門家派遣事業を活用し、周辺の大手什器

メーカーの OB 技術者の指導を受けた。また耐久性試験に際しては長野県工業試験場の試験設

備を利用したほか、実証実験に際しては神奈川県の横浜リハビリテーションセンターの他、長

野県駒ケ根市の昭和伊南病院の協力を受けている。また製造に関してもフレームに用いる金属

製パイプは前記した大手什器メーカーの椅子工場に製造を委託しており、I 社では後述する子

会社で材料・部品の発注・調達、組み立てのみを行っている。以上のように、ものづくりの技

術は地域からのサポートを受けている。 
Ｓ社についてチタン製の櫛は自社で対応可能だが、廉価版製品としてジュラルミンにチタン

コーティングを施した櫛も製造している。このコーティングの工程は自社では不可能なため福

井県鯖江市の企業に外注している。Ｏ社については、これまで自社に蓄積されてきた加工技術

を応用することで対応可能になっている。 
以上にみるように、これら製品の企画、設計、製造に関しては自社で対応、もしくは周辺地

域から調達・補完されている。 
 
(５) 推進体制と課題 

また、その推進体制はＳ社では工場長、O 社は社長自らが個人的にあたっており、販売を含

めて彼ら一人で対応している。まだ事業規模が大きくなく、従来事業の余剰時間を使って行わ

れており、一般の従業員は関わっていない。 
今後の継続・拡大は販売力にかかってくる。S 社はこれまで下請けのみの仕事であり、営業

力が求められてこなかった。この探索事業についても展示会等で出会った顧客からの要求に応

えたものであり、主体的に見出されたものではない。従業員も９名という規模で販売について

戦略的、組織的に対応する余力がない。一時的ではなく、継続されるためには新たな販売機会

が必要となる。今後、地元自治体の「ふるさと納税」の返礼品のラインアップに加わるという

機会も得ている。但し、顧客である納税者からどの程度、引き合いがあるかは不明である。こ

の点に関して工場長はチタンという素材の特性を売りにするだけではなく、デザイン面でも魅
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力ある商品づくりが必要ではないかと考えている。また櫛は日本古来の生活用品であり、イン

バウンドも高まっていることから、和服などと販売する機会を共有することができないかと考

えている。いずれにしても、こうした販売戦略の立案・実行に関しては実績・ノウハウとも欠

如しており、外部からの支援・サポートが必要であろう。 
一方、O 社の販売については、社長が「気づき」を得たオーディオ・ファン向けの雑誌に広

告を出してきた。また付近のレコードショップに持ち込み、そこでのプロモーションを行うな

ど地道な活動も展開してきた。こうした販売機会に接触するのはコアなファンに他ならず、そ

の結果、一部のオーディオ・ファンからの引き合いはあった。一方で、商品の特殊性、また高

額な広告宣伝費が上乗せされているため高価格となり、販売数量は伸びていない。今後につい

ては、こうしたファンが最も多く存在し、また高額でもその購入が期待される米国の通販サイ

トの出品することを検討している。 
Ｉ社については 2010 年、本社事業から切り離した子会社を設立し、介護機器の製造・販売

を開始した。製造に関しては受注があった際、材料・部品の発注・調達、組立は従来事業との

兼任者があたり、その対応は今でも同様である。販売に関しては累積販売台数が既に 600 台超

となっているものの、売上では過去最高で年間２千万円程度、現状では 700 万円程度まで減少

しており、これはグループ全体の売上の数％を占めるに過ぎない。そのため当初、販売につい

て専属スタッフも配置していたものの、この売上規模では採算が合わず、現状ではゼロである。

従来事業と「距離感」のある探索事業は顧客先が全く異なるため、合わせて営業することもで

きない。いわゆる「範囲の経済」が効かない。そのため専属のスタッフが必要になるが、人員

の限られた中小企業において赤字の事業よりも業績好調の従来事業に配置するのは当然の経営

判断といえよう。また素材及びパーツ製造の外注コスト、少量製品などのため製造コストが嵩

み、販売数は増加しても利益率は低い。その結果、営業力が落ちる、そして売上が伸びないと

いう「負のスパイラル」に陥っている。そのため数年前からカタログ販売を手掛ける周辺の大

手什器メーカーに販売を委託してきたが、この委託先も販売戦略を見直すことになり、継続が

出来なくなっている。I 社としては折角、始めた事業なので継続意向はもっているものの、新

たな販売戦略が見出せない状況にある。 
なお、これまで探索事業を繰り返してきた I 社だが、その際、探索事業部門と従来事業部門

との間に軋轢が生じたという。理由は収益獲得のために多忙な日常業務に追われている従来事

業部門からみると、探索事業部門の従業員は余裕があるように感じられたためという。こうし

た「印象」を払拭するために両部門間で従業員の入れ替えを図っている。これにより外からで

はわかりにくい探索事業部門の実態を部門外の従業員が知ることができるようになっている。

同時に、従業員の勤続年数が長いことが両部門の相互理解促進に奏功している。探索事業の場

合、目に見える成果が表れるまで時間を要する場合が少なくない。勤続年数が長ければ、その

成果が表れた際にも従業員として確認することができ、探索事業への理解も増進するからであ
る。 
 
(６) 小括 

これらの探索事業には売上だけではなく、いくつかの波及効果があることも確認された。例
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えば、I 社の介護機器が東京の大学病院に知られることで、同病院から高齢者の病室からの徘

徊を検知する電子機器・システムを受注している。これは I 社の従来事業である。探索事業と

従来事業は顧客先が異なるため同時営業は困難と前記したが、ともに高齢者を対象にする病院

であれば、同時ではないものの探索事業から従来事業への受注につながることが確認された。

また、その開発により大手住宅メーカーと共同で介護ロボットの開発など異業種からの受注が

生まれた。このような波及効果があることからも、中小製造業が探索事業に取り組む意義は大

きい。 
一方で課題としてあるのが販売力である。ここでみた３社は従来事業に匹敵する事業に成長

させようとするつもりはない。あくまで従来事業の収益変動を緩和するための位置づけにある

としている。その結果、探索事業の事業規模はニッチ分野となり、自ずと少量生産となる。だ

からこそ中小企業でも可能になるし、その優位性が活きるのだが、その一方で高価格となり、

販売力の低下は免れない。また少量生産はコストだけではなく納期にも影響を及ぼす場合があ

る。事例でみた S 社の廉価版製品ではチタンのコーティングを外注しているが、量がまとまる

まで待たされ、その結果、生産リードタイムの長期化につながっている。もともと販売力が乏

しい中小製造業に、こうした少量生産ゆえの高価格も加わり、ますます販売力が難しくなると

いう「ジレンマ」に陥ってしまう。 
こうした状況を打破するためには、高価格（あるいは長納期）でも受け入れられる市場に対

して、彼らに「刺さる」製品を開発・生産していく必要がある。その点で言えば、S 社、O 社

の製品はコアなファン、一部のマニアに「刺さる」可能性をもっている。その可能性を活かす

ためには、「刺さる」ための販売機会や方法の検討が必要になってくる。これからの試みになる

が、O 社のような製品では米国での通販サイトの出品が有効になるかもしれない。しかしなが

ら、こうした販売機会や方法は一律ではなく、製品の特性によっても違いがあるものと想定さ

れ、それぞれに応じた販売戦略の構築、そうしたサポートが行える販社との連携が必要と考え

られる。 
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３．５ モノづくり中小企業の「両利き経営」と成長分野 

（１） 成長分野と両利き経営 

現代産業には、様々な領域がある。その中で今後の成長が顕著に予想される産業を成長分野

（成長産業）と呼ぶ。成長分野の捉え方は一様ではない。例えば半導体産業は、2010 年代には

シリコンサイクルと呼ばれる浮き沈みの激しい産業であると捉えられていた。ところが 2020
年頃から新型コロナウイルスや国際情勢によるサプライチェーンの寸断もあり、半導体不足が

叫ばれるようになった。とりわけ日本では車載用半導体が不足し、自動車の新車納入が遅れた

ことで、国民にも半導体不足が広く認識された。半導体産業は、AI、IoT、自動運転の発展など

で先端半導体の需要の高まりが予測されており、世界的な成長が見込まれるようになった。こ

の意味で、半導体産業は、成長分野と言えよう。 
本節では、成長分野として 2000 年代から位置づけられている医療機器産業と航空宇宙産業

を挙げ、検討を進める。医療機器産業の環境条件として、日本を代表として世界的に高齢化が

進んでおり、医療需要の増加が予測されている。医療需要の増加は、医療機器需要を随伴させ

ることが明らかである。それゆえ、医療機器産業の需要増加がある程度予見されることになる。

実際に 2005 年４月の改正薬事法の施行に伴い、医療機器製造の外注が可能になったことで12、

中小企業を中心に製造受託を行うために医療機器製造業許可を取得し、新規参入する動きが進

んだ。 
航空宇宙産業では、2000 年代に航空機への需要増加がみられるようになった。とりわけグロ

ーバル化による世界的な国際移動、国内移動の増加に伴い、航空産業の規制緩和も相まって、

LCC（Low Cost Carrier：格安航空会社）がけん引する形で航空需要を増加させた。航空需要

は航空機需要に直結するため、航空機メーカーであるボーイング、エアバスなどは、受注機数

を急増させた。その結果、航空機生産は増産体制になり、世界的にサプライヤーを探索し、ハ

ードルは高いものの、中小企業を含めた新規参入を促した。新型コロナウイルス感染症による

パンデミックによって、オンライン会議が定着し、一時的に航空需要は減ったものの、ポスト

コロナの中で、国際移動、国内移動は順調に回復してきた。結果として、航空機需要は増加傾

向にある。 
他方で、2010 年代後半から宇宙産業の台頭が顕著である。直近でも日本では 2024 年２月 17

日にJAXAと三菱重工業のH3ロケットの打ち上げが成功した13。また失敗に終わったものの、

スペースワンは 2024 年３月 13 日にカイロス初号機の打ち上げに挑戦した14。世界的にはスペ

ース X 社（アメリカ）のファルコン 9 が定期打ち上げを実現しており、ロケットや人工衛星の

打ち上げ競争が始まっている。かかる人工衛星で得られるデータを活用した宇宙利用産業の拡

大は、ロケットと人工衛星を製造する宇宙機器産業の需要を喚起している。宇宙機器産業の発

展では、従来の三菱重工業や三菱電機のようなロケットメーカーや人工衛星メーカーだけでは

なく、インターステラテクノロジーズなどの宇宙ベンチャーも台頭しており、新たなメーカー

は、新規サプライヤーを獲得しようと試みている。このことは、中小企業が新たに宇宙産業へ

 
12  高江慎一（2006）「我が国の医療機器承認審査の現状と今後」『人工臓器』第 35 巻 1 号、p.43。 
13 「日本経済新聞夕刊」2024 年 2 月 17 日付。 
14 「日本経済新聞」2024 年 3 月 13 日付。 
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参入する契機となっている。 
ここに提示した医療機器産業、航空宇宙産業は、元々の市場規模が大きくなく、限られたメ

ーカーやサプライヤーだけが関わってきた、限定的な産業であったという特徴が共通している。

これは世界的な市場拡大の中で、新規のメーカーやサプライヤーが増加する余地があることを

示している。医療機器産業や航空宇宙産業では、2000 年代以降に新規参入した中小企業が多く

存在する。この理由は先述の限られた産業が、市場を開放したことに拠っている。医療機器産

業や航空宇宙産業の拡大は、中小企業の視点から見ると、既存事業分野から新規事業分野への

事業拡大に他ならない。 
2000 年以前から医療機器産業や航空宇宙産業に関わる中小企業は、メーカー、サプライヤー

を問わず、当該産業の専業企業であることが多い。例えば、東京都文京区を中心に本社を置く

国内中小医療機器メーカーは、ほとんどが専業である15。また山形県で 1990 年代から航空機部

品を加工している Y 社は、ほぼ 100％がヘリコプターを含む航空機部品の加工となっている。 
他方で 2000 年代からの市場拡大によって参入した中小企業は、既存事業を維持・発展させ

ながら、新規事業に挑戦し、受注拡大を試みてきたことになり、複数業種を営むことがほとん

どである。この背景には、医療機器産業や航空宇宙産業は、世界市場の量が他産業よりも少な

く、かつ民生用（民間向け）では受注量に波が生じうるため、複数業種を確保することで、経

営の安定化を図ってきたことが考えられる。 
中小企業において経営の安定化は、持続性の観点から経営において重要な事項であると言え

る。自動車産業などでは、単一業種に依存した経営を行っている中小企業は少なくない。しか

し、自動車産業の成熟化に伴って、新規事業に挑戦する中小企業が出て来ている。かかる取り

組みは、従来も行われてきた。例えば、長野県諏訪地域では、元々、セイコーエプソンが発注

企業として立地し、多くのサプライヤーを抱えてきた。ところが海外生産の増加などで、サプ

ライヤーは事業拡大を余儀なくされた。その中でプリンター部品等から自動車産業へ展開した

事例などが生まれた。 
中小企業にとって、成長分野と見做される医療機器産業と航空宇宙産業は、新規事業とする

際に参入ハードルが存在している点が、他産業と異なる点である。特に医療機器産業と航空機

産業は生命に関わるため、品質保証が厳しくなっている。このハードルを超えなければ、如何

なる企業も当該産業に参入することができない。医療機器産業、航空宇宙産業のいずれも、参

入障壁があるゆえに、中小企業は徐々に両利き経営を進めていくことになる。 
 
（２） 医療機器産業における両利き経営 

医療機器産業は、中小企業にとっての市場としていくつかの種類が存在する。その市場とは、

製品、部品、部材である。製品とは、病院で見ることができる医療機器であり、厚生労働省に

よって当該医療機器ごとに「クラス」が指定されている（図表 3.8）16。医療機器製品を市場に

 
15 具体的には、例えば商工組合日本医療機器協会の役員企業が典型的である。

https://jmia.or.jp/profile/officer.html（2024 年 3 月 23 日確認） 
16 「クラス」とは、医療機器のリスクを示したものであり、クラスごとに製品製造に対する規制が異なってい

る。 
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上市しようとする中小企業は、開発した製品に対して、クラスに応じた医療機器製造販売業、

医療機器製造業の許可・登録を取得し、当該製品に対しては PMDA 審査や届出が必要となる。

さらに医療機器製品の場合、修理、販売促進に向けた医療機器販社との口座開設などの間接業

務が発生する。この中でも医療機器の修理、医療機器販社とのコミュニケーションは、中小企

業にとって軽い負担ではない。 
 

図表 3.８  医薬品医療機器等法（薬機法）のクラス分類とその対応 

 
出所：京都府ホームページの表を筆者が一部改変。 

（https://www.pref.kyoto.jp/sangyo-sien/documents/yakkihoumemo20210801.pdf 2024 年 3 月 25 日確認） 

 
例えば、栃木県の中小医療機器メーカーS 社は 2000 年代に医療機器産業へ新規参入し、現

在は医療機器の部品の他、医療用鉗子の自社製品を製造・販売している。S 社は第一種医療機

器製造販売業許可を取得しており、本稿で扱う医療機器産業で両利き経営を行っている中小企

業といえよう。同社の医療用鉗子は市場へ出る量は多くないものの、医療機器の部品に比べる

と、手間が多くかかるという17。そのため、今後、同社の医療機器部門は OEM にシフトする

とのことであった。 
このように医療機器製品では製品の販売、修理などの間接業務が多く発生し、中小企業の場

合、医療機器製品のウエイトが高くない場合にはコストセンターになる可能性が高い。この点

は、医療機器製品の両利き経営において、医療機器産業のどのようなアイテムを扱うのかが大

事であることを示唆している。 
次に医療機器部品は、医療機器に使用する部品のことである。このことは当たり前のように

思われるが、実はそうではない。医療機器の部品には２つの種類が存在している。それは、医

療機器部品と医療機器部材である。医療機器部品は、製造者が先に示したルール（法律では薬

 
17 当該部分について、2023 年 9 月 25 日 13：00～14：00 に栃木県 S 社に対して、ヒアリング調査を実施し

た。 

クラスⅠ クラスⅡ クラスⅣ
一般医療機器 管理医療機器

不具合が生じた場合、人体へのリスクが
極めて低いと考えられるもの

不具合が生じた場合、人体へのリスクが比較的
低いと考えられるもの

患者への侵襲性が高く、不具合が生じた場
合、生命の危機に直結する恐れがあるもの

・体外診断用機器
・鋼製小物（メス、ピンセット等）
・X線フィルム

・MRI装置      ・電子内視鏡
・消化器用カテーテル
・超音波診断装置

・ペースメーカー
・人工心臓弁
・ステントグラフ

届出（窓口：PMDA）

手続
第三種医療機器製造販売業

（知事許可、5年）
第二種医療機器製造販売業

（知事許可、5年）

手続

製造業
製造業（製造できる。出荷先は「製造販売業」者であること。）

※設計開発、組立、保管（部品製造、その他組立以外の製造、最終包装・表示は登録不要）
登録（窓口：都道府県、国外企業の場合は国）（5年）

企業
（QMS体制省令）

医薬品医療機器等法

法の分類

内容

具体例

手続

製造販売業
製造販売業（設計・製造、販売・使用、品質・効果・安全まで全責任を持つ）

・自ら製造する場合には「製造業」登録も必要 ・直接使用者に販売する場合は「販売業」許可・届出も必要
第一種医療機器製造販売業

（知事許可、5年）

名称

製品
（QMS省令）

第三者認証・一般認証（窓口：第三者認証機関）

高度管理医療機器
クラスⅢ

不具合が生じた場合、人体へのリスクが比
較的高いと考えられるもの
・透析器
・人工骨
・人工呼吸器

PMDA審査⇒大臣承認・一部認証（窓口：PMDA）

国際分類
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機法）において、医療機器製造業の登録を都道府県にしなければならない。その上で、厚生労

働省の定める QMS（Quality Management System）に従って、製造工程の管理を行い、品質

保証のできることを前提としている。 
医療機器製造業の資格は、2005 年の薬事法改正時には、「医療機器製造業許可」であり、参

入障壁が高かった。そのため、当時、医療機器製造業許可を取得しようとする中小企業は、産

業支援機関などの指導を受けながら、取得を進めていた。ところが 2014 年 11 月 25 日施行の

改正薬機法によって、医療機器製造業は「許可」から「登録」に改められた18。医療機器製造業

登録は、医療機器製造が可能な要件を具備していればできるものであって、かつ、部品製造だ

けでは医療機器製造業登録すら必要ではなくなった。この点は、医療機器製造業許可に比べる

と、参入障壁は大きく下がったといえる。そのため、これから医療機器産業で両利き経営を目

指す中小企業にとっては、市場が拡大したと解釈でき、他方で既存受注の中小企業にとっては、

差別化が難しくなることから、市場競争の過熱が懸念されることになった。 
さて 2014 年の薬機法改正で医療機器部品市場への参入が容易になったわけであるが、今日

でも依然として、医療機器製造業登録をせずに医療機器部品を製造している中小企業が多くあ

る。これらの中小企業は、医療機器部品を部品単体として製造し、サブアッシーも行わない企

業ということになる。かかる中小企業が加工しているアイテムは、医療機器部材と呼ばれる。 
医療機器部材は、2014 年の薬機法改正前は、医療機器製造業を取得せずに、医療機器製造販

売業許可、医療機器製造業許可を有する企業の責任の下で、医療機器の部品を加工するという

意味であった。しかしながら同法の改正に伴い、医療機器部材は、組立の工程がない医療機器

部品という意味に変容した。すなわち医療機器部材の範囲は、2014 年薬機法改正に伴って、拡

大したことになる。 
かかる医療機器部材に関わっている中小企業として、当報告書第２章で取り上げた関根鉄工

所（事例３）がある。同社は新潟県三条市に立地し、資本金 300 万円、従業員数９人の中小企

業である。それにも関わらず、事業概要には「医療関連部品」が挙げられている。同社は医療

機器製造業登録をしているわけではない。それでも医療関連部品を加工できる理由は、それが

医療機器部材であり、薬機法の範囲外で受注が可能なためである。 
但し、注意が必要なのは、関根鉄工所が医療関連部品を獲得できている要因として、チタン

の切削加工ができるということが挙げられる。医療機器部品には様々な種類がある。その中で、

人材に接触する医療機器は、金属を用いる場合、原則として、生体適合性があるチタン材を用

いる。この特性から同社は医療関連部品を受注できているのである。 
 
 
 
 
 

 
18 京都府健康福祉部薬務課 監修「医薬品医療機器等法（改正薬事法）のあらまし」p.5。
（https://www.pref.kyoto.jp/yakumu/documents/rifuretto.pdf 2024 年 3 月 24 日確認） 
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図表 3.９  群馬県Ｍ社の両利き経営へのプロセス 

 

 
出所：ヒアリング調査より筆者作成。 
 
中小企業は、医療機器というとハードルが高いと考えがちである。例えば、群馬県 M 社は、

かつて大学との医工連携に関わり、医療機器産業のハードルを痛感していた19。その中で市役

所に相談したところ、地域の大学教員を紹介され、医療機器産業に関する相談をした。ここで、

これまでの経緯を説明し、意見交換する中で、医療機器に関連する法律が大きく変わり、かつ

医療機器部品のハードルが低いことを知った。そこで直ぐに医療機器製造業登録の手続きを取

り、2023 年に登録が完了した。現在は、医療機器製造業登録を看板に営業活動をしている（図

表 3.9）。 
医療機器産業は、法規制の大きな変更によって、現在では参入ハードルが下がっている。こ

のことを知っている中小企業は、既存事業とは別に医療機器産業をもう一つの事業軸として取

り組み始めている。この場合、医療機器産業とは、ほとんどが医療機器部品、医療機器部材で

ある点は注目される。かかるリスク回避をしつつ、医療機器産業に関わることが、中小企業に

とっての両利き経営において必要であると考えられる。 
 
（３） 航空宇宙産業における両利き経営 

航空宇宙産業は、大きく分けて３つの市場がある。第一に民間航空機産業、第二に防衛産業、

第三に人工衛星やロケットなどの宇宙機器産業である。本稿では、このうち、民間航空機産業

と宇宙機器産業の両利き経営を考えていく。 
民間航空機産業は、既に述べたように、2000 年代から新規参入が活発になった。民間航空機

産業へ新規参入しようとする中小企業は、当然ながら、民間航空機の製造が未経験の企業であ

り、既存事業が存在する企業であった。 
民間航空機産業は、人を運ぶという特性上、製造上の品質保証が厳しく求められる。これは

 
19 当該部分について、群馬県 M 社に対して、2023 年 7 月 7 日 9：30～12：00 にヒアリング調査を実施した。 

工作機械、建設
機械などの部品

加工

県内の医療機器
開発に挑戦

県内大学の教員
に相談

医療機器分野の
探索

工作機械、建設
機械などの部品
加工の深化
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出所：ヒアリング調査より筆者作成。 
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かつて大学との医工連携に関わり、医療機器産業のハードルを痛感していた19。その中で市役

所に相談したところ、地域の大学教員を紹介され、医療機器産業に関する相談をした。ここで、

これまでの経緯を説明し、意見交換する中で、医療機器に関連する法律が大きく変わり、かつ

医療機器部品のハードルが低いことを知った。そこで直ぐに医療機器製造業登録の手続きを取

り、2023 年に登録が完了した。現在は、医療機器製造業登録を看板に営業活動をしている（図

表 3.9）。 
医療機器産業は、法規制の大きな変更によって、現在では参入ハードルが下がっている。こ

のことを知っている中小企業は、既存事業とは別に医療機器産業をもう一つの事業軸として取

り組み始めている。この場合、医療機器産業とは、ほとんどが医療機器部品、医療機器部材で

ある点は注目される。かかるリスク回避をしつつ、医療機器産業に関わることが、中小企業に

とっての両利き経営において必要であると考えられる。 
 
（３） 航空宇宙産業における両利き経営 

航空宇宙産業は、大きく分けて３つの市場がある。第一に民間航空機産業、第二に防衛産業、

第三に人工衛星やロケットなどの宇宙機器産業である。本稿では、このうち、民間航空機産業

と宇宙機器産業の両利き経営を考えていく。 
民間航空機産業は、既に述べたように、2000 年代から新規参入が活発になった。民間航空機

産業へ新規参入しようとする中小企業は、当然ながら、民間航空機の製造が未経験の企業であ

り、既存事業が存在する企業であった。 
民間航空機産業は、人を運ぶという特性上、製造上の品質保証が厳しく求められる。これは

 
19 当該部分について、群馬県 M 社に対して、2023 年 7 月 7 日 9：30～12：00 にヒアリング調査を実施した。 
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自動車産業と比べても圧倒的に厳しいものである。具体的には、製造プロセスでは、製造者、

製造日時、製造に用いた機器などをエビデンスとして記録し、トレーサビリティとして残さな

ければならない。2000 年代頃までは紙の記録であったが、今は PDF で大丈夫になっている。

加えて、民間航空機は月産数機から数十機という多品種少量生産であることから、中小企業が

受注する場合も１ロットで数個から数百個程度ということが少なくない。民間航空機産業で受

注を重ねるということは、多品種少量生産に耐えられることも求められる。 
さらに民間航空機産業では、軽量化が積極的に進められており、航空機材料が従前のアルミ

ニウムだけでなく、加工の難しいチタニウムや CFRP（炭素繊維強化プラスチック）も利用さ

れるようになってきた。特にジェットエンジン周辺ではインコネルの削り出しも珍しくない。 
かかる民間航空機産業へ新規参入する際には、製造上の品質保証ができる証として、

JISQ9100（AS9100（アメリカ）／EN9100（欧州）と相互認証）の取得は前提とされ、製造

工程によっては非破壊検査の設備、対応を求められることもある。非破壊検査、熱処理、表面

処理などの特殊工程では、Nadcap と呼ばれる民間航空機独特の認証取得も必須となる。これ

らの認証取得には数十万円から数百万円が必要であり、また認証維持でもコストが求められる。

さらに JISQ9100、Nadcap は、自社だけで認証取得することはできない。認証取得に際して

は、産業支援機関、専門家などの外部機関の支援、指導を受け、加工技術、品質保証、生産管

理の水準を高めていくことが要請される。 
ここで挙げただけでも相当数のハードルが民間航空機産業には存在することが理解できるで

あろう。その中で、民間航空機産業の市場拡大に伴って、多くの中小企業が民間航空機産業に

挑戦してきたのである。 
例えば、山形県の K 社は、元々、印刷機械や工作機械の部品を加工してきた企業である20。

K 社は、2010 年代に入り、民間航空機産業への新規参入活動を始めた。その中で、大手航空基

礎備品メーカーのサプライチェーンネットワークである J グループに出会った。K 社は J グル

ープの研究会に参加し、リーダーである I 氏の指導を受けながら、民間航空機産業の準備を進

めた。ここで大事なのは、民間航空機産業は図面を貰えば加工できるものではないという点で

ある。民間航空機産業の加工は、トレーサビリティの確保、AMS 材などの支給された特殊材料

への対応など、種々の課題に直面する。K 社の場合、I 氏が指導者となって、困難を克服し、民

間航空機産業の加工ができるようになっていった。さらにこの過程で JISQ9100 の取得も行っ

た。結果として、K 社は当時、開発が進んでいた三菱重工業（三菱航空機）の MRJ（のちの

MSJ）のランディングギア部品の納入を実現した（図表 3.10）。 
 
 
 
 
 

 
20 当該部分について、山形県 K 社に対して、2021 年 11 月 19 日 10：30～11：30 にヒアリング調査を実施し

た。 
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図表 3.１０ 山形県 K 社の両利き経営へのプロセス 

 

 
出所：ヒアリング調査より筆者作成。 
 

K 社は最終的に民間航空機産業に参入することができた。しかしながら、その後の新型コロ

ナウイルスの拡大、MRJ の開発中止などによって、現状では細々と民間航空機産業のアイテム

を加工しているだけである。それでも民間航空機産業で身に着けた技術力、人的ネットワーク

を活用して、本業である印刷機械、工作機械などの受注活動に努めている。このことは、不確

実性のある新規事業として民間航空機産業はリスクが伴い、新規参入に当たっては、両利き経

営の視点が不可欠であることを示している。 
ここまでで示した民間航空機産業は、新規参入のハードルが極めて高いことを理解できたと

思われる。それに対して、同じ航空宇宙産業に属する宇宙機器産業では、かかるハードルは存

在していない。 
宇宙機器産業は、主にロケットと人工衛星で構成される。ロケットと人工衛星は金属部品、

プラスチック部品、電子部品の塊であり、中小企業が関わる余地は多い。特に日本は世界でも

数少ない自国でロケットを打ち上げられる国の一つである。例えば、H3 ロケットの発注企業

は、三菱重工業などの重工メーカーである。近年では、宇宙ベンチャーによるロケットや人工

衛星も増加している。例えば、福岡県の QPS 研究所は、小型 SAR（Synthetic Aperture Rader）
衛星を 36 機打ち上げ、宇宙観測から得られるデータビジネスを行うベンチャー企業である21。

同社は、人工衛星の開発に当たって、九州地域の中小企業と共同研究を進めてきた22。 
宇宙機器産業の部品は、多くが外注されている。その点で、中小企業にとって魅力的な市場

であると考えられる。加えて、宇宙機器産業の加工では、JISQ9100 の認証は必須ではない。

もちろん民間航空機産業も受注している中小企業は、JISQ9100 を取得し、民間航空機の品質

水準で宇宙機器部品を加工することが加工となっている。ところが実際には、ロケットや人工

 
21 QPS研究所ホームページによる。（https://i-qps.net/ 2024年 3月 25日確認） 
22 QPS研究所については、山本匡毅（2022）「ものづくり産業の新たな動き」『日経研月報』第528号、pp. 

48-53を参照のこと。 
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衛星の部品だけを加工する中小企業は、JISQ9100 の認証を持っていないところがほとんどで

ある。 
具体例を挙げると、群馬県 SI 社は、ロケット部品を加工している23。発注元は大手重工メー

カーであり、Tier1 に位置付けられる。同社の既存事業は単品あるいは小ロットの大物加工で

あり、様々な業種から受注を得ている。認証として、ISO9001、ISO14001 を取得しているも

のの、JISQ9100 は有していない。 
このようにSI 社は、他産業と同じように宇宙機器産業の加工をしていることを示している。

換言すれば、宇宙機器産業の加工は、民間航空機産業のように特殊なものではなく、ISO9001
の水準で加工できることが示せれば、大手重工メーカーからの受注も可能となる。さらに QPS
研究所の事例で言えば、同社のパートナー企業は、中小零細企業と呼べる企業をも含んでいる

ことから、その意味で、宇宙ベンチャーの場合には、受注側の技術力が求められているのであ

って、品質保証を発注側が担保しているとも考えられる。 
宇宙機器産業は、決して特別な中小企業のための仕事ではない。ここで挙げた中小企業は、

自社の強みを生かして、既存事業を中核に据えつつ、宇宙機器産業の加工を行っていた。その

点で、宇宙機器産業の加工は民間航空機産業とは大きく異なり、チャレンジをすれば新規参入

ができ、両利き経営を行うことが可能であるといえよう。 
 
（４） 若干の考察と結論 

本節では、成長分野に位置づけられる医療機器産業と航空宇宙産業の両利き経営を検討して

きた。中小企業が成長分野で両利き経営を行う際、医療機器産業、民間航空機産業、宇宙機器

産業で大きく異なることが示唆された。それでもハードルの高さは異なりつつ、両利き経営を

進める際には、外部資源を活用していることが明らかになった。 
例えば、群馬県 M 社は医療機器産業の探索を進める上で、公的支援機関を介して研究開発機

関を活用していた。また山形県 K 社は、他地域の同業者仲間とネットワークを作り、民間航空

機産業における探索を進めていた。かかる外部資源の活用が両利き経営を促進していた。 
医療機器産業、航空宇宙産業ともに外からは分かりにくい産業であるがゆえに、自社だけで

は成長分野への展開は困難である。このような自社で確認することが難しい成長分野への事業

展開は、外部資源の活用が不可欠になる。例えば、栃木県の S 社は、今では医療機器メーカー

であるが、当初は外部資源を探しつつ医療機器部品の加工に参入し、後に経営者が様々なネッ

トワークを構築して、両利き経営を進めてきた。すなわち医療機器産業や航空宇宙産業は、情

報の非対称性が強く、不明瞭な産業であるがゆえに、中小企業にとって外部資源の活用は不可

避であると考えられる。 
医療機器産業、航空宇宙産業は、領域によって新規参入の容易さ、困難さ、景況の良し悪し

が異なっている。成長分野と呼ばれるにも関わらず、その評価が分かれる理由は、このような

細分化された業界の構造に起因しているものと思われる。また、医療機器産業、航空宇宙産業

 
23 群馬県 SI 社には、2023 年 6 月 15 日 9：30～11：30 と、2024 年 2 月 6 日 13：00～15：30 にヒアリング

調査を実施した。 
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への新規参入を遂げ、両利き経営を進められるかどうかも、各領域の産業構造、業界特性を的

確に理解し、事業展開ができるかに依存している。このような経営判断、理解を経営者が行う

ことができるどうかが両利き経営の成否を決めるであろう。その際に、自社だけで進めるので

はなく、外部資源を積極的に利活用できるかも、成長分野における両利き経営では経営者に求

められる力であると考えられる。 
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３．６ モノづくり中小企業の「両利き経営」に取り組む“契機”（トリガー）の内部要因と外部要因 

（１） 本節の目的 

筆者が本調査研究で同行した岩手県内企業の３社（詳細は第２章参照）についてみると、岩

手県釜石市の２社（㈱エイワ、石村工業㈱）は、主要取引先であった新日本製鉄㈱（現日本製

鉄㈱）の釜石製鉄所の高炉閉鎖（新日製鉄㈱釜石製鉄所は、1989 年３月に高炉を休止し、実質

閉鎖された）という外部環境の変化への対応から両利きの経営に乗り出している（外発的要因

が契機）。一方で、盛岡市の１社（東日本機電開発㈱）は、２代目社長も、現在の３代目社長も

両利きの経営に自ら乗り出しており、これは経営者の意識が両利きの経営に乗り出す起因とな

っていると考えられる（内発的要因が契機）。 
本節では、「両利きの経営」に乗り出す「契機」（きっかけ、トリガー）を「戦略の転換」と

捉えて、外部環境の変化やそれに伴う業績悪化などを契機とする外発的要因と、経営者の危機

感や組織的な新規性追求などの意識を契機とする内発的要因に分けて、「いつ、どのような理由

とタイミングで両利きの経営に乗り出すのか」について、筆者のこれまでの研究実績と今回同

行させていただいた事例（岩手県、東京都、京都府）や本報告書第２章の事例 12 社から考察し

たい。 
 

（２） これまでの研究からの考察 

本節では、中小企業が「両利きの経営」に乗り出す「契機」について、戦略の転換という視

点から考察してきたい（両利きの経営に乗り出す契機≒戦略の転換点）。まず、戦略の転換につ

いて筆者が行った（又は、研究室の卒業研究として監修した）研究成果から紹介したい。 
 

① 外発的要因を契機とする戦略の転換：新型コロナ禍による戦略転換 

 近藤（2022）24では、コロナ禍を受けた経営者の意識改革を述べている。コロナ禍では、「経

営者の意識としては、いつに何が起こるかわからないため、BCP などしっかりした体制作りを

行わないといけないとの意識が高まり、何かあった時に直ぐにアクションが取れるように準備

をしたい」と考ええるようになった経営者が多かった。 
戦略の転換についてはある企業では、「コロナ禍以前は顧客第一主義を念頭に、顧客の要望の

実現、それによる企業規模の拡大、そして給与の上昇が従業員の幸福につながると考えて経営

をしていた、という。しかしながら、従業員満足度は決して高くなく、なぜ従業員幸福度が低

いのか疑問に思っていた。しかしながら、コロナ禍において顧客先に出向くことができず、そ

の時間を従業員のコミュニケーションに活用するうちに、従業員が生活する地域を第一に経営

をすることにより、従業員のモチベーションが向上し、生産性が向上し、結果として企業業績

も上昇した。別の企業も、中小企業が地域と共に生きる、地域と共に生きる人と暮らしの糧と

なるという中小企業の本質に原点回帰する必要がある、ということを感じていた。同社は、コ

ロナ禍以前は顧客第一主義ということで企業が生き残るためには地域や従業員よりも顧客を第

 
24 以下、近藤信一（2022）「第 3 章コロナ禍における産業の構造的問題と中小企業の戦略的対応―自動車関連産

業の実態調査から―」（関智宏・同志社大学中小企業マネジメント研究センター編『新型コロナウイルス感染症

と中小企業』同友館、pp.69-91 所収）、から抜粋の上で再編集した。 
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一にする経営（競争論、戦略経営）をしていたが、コロナ禍により従業員や地域などのステー

クホルダーを重視した経営（組織論、理念経営）に、経営戦略を転換したのである。その意味

では、同社ではコロナ禍による業績への大きな影響はないが、企業構造に対するインパクトは

影響が大きかったといえる。また同社は、それまで地域とのつながりは重要視していなかった

が、地域の活動にも積極的に参加するようになったことで、経営者の意識が変わったことが確

認できた。同社の経営者は、これまでは顧客の維持と新規顧客開拓を第一義において経営をし

ていたが、コロナ禍により従業員・地域などのステークホルダーを重視する経営に意識も含め

変化したといえる。」とのことであった。 
また、別のある企業の経営者によると、これまでは業績、従業員数、拠点数を増やすことを

目的に経営し、規模を重視した経営を行い、達成をしてきた（数値化できる見える価値を重視

した経営、つまり競争戦略論的経営）。しかし、コロナ禍前に従業員満足度の調査（スコア調査）

をしたところ、満足度が低く、ショックだった。そこでコロナ禍を契機として社員の安全安心、

健康を重視した経営（健康経営）を行ったところ、生産性が向上し、結果として業績が向上し

た（数値化できない見えない価値を重視した経営、つまり経営組織論的経営）。この戦略の大転

換の背景には、同氏が重視してきた経営の価値がコロナ禍で変化したことがある。コロナ禍前

は、工場（直接部門）も事務（間接部門）もムダ取りなどコスト削減を徹底的に行ってきた。

しかし、コロナ禍でこれまでの同氏の経営が、やり方が通じなくなったのである。そこで、意

識の変化が生じ、戦略の大転換につながったといえる。 
ヒアリング調査をしたサプライヤーの経営者の多くが、これまで親企業である顧客を向いて

仕事をしていたといえる。顧客企業を向いて仕事をすれば自社が存続できると思っていたが、

コロナ禍で客先に出向かなくても事業は存続ができることから、従業員がいるから、従業員の

いる地域があるから自社が存続できることをあらためて知らされたのである。ある経営者との

ヒアリング調査では、「地域の中で生きていたのを忘れていた」「コロナでそのことを思い出し

た」といった言葉が出てきた。このように考えるようになった背景には、コロナ禍で経営者自

身の意識が一番変わったからだという。これまでは、顧客の変化（事業環境変化という外部環

境変化）に対応することで会社を存続させてきたが、顧客の変化でも自社を潰さないようにし

なければならない。このように考えたときに、地域内で、従業員が集まり、会社を続けていく

必要があるとの考えに至ったのである。同氏は、これまでは顧客あっての企業と考えて顧客対

応を中心に経営をしてきたが、これからは地域と従業員（とその家族）中心の経営をしていき

たい、という。 
コロナ禍で経営的には、問題解決には小手先の対応、一時しのぎの対応では解決につながら

ないことが明確になったといえる。ある企業では、コロナ禍で構造的課題がより明確になり、

経営判断の基準に新しい基準が加わったことはプラス面であるといえる、と述べていた。」 
リーマンショックと東日本大震災は業績への影響は非常に大きかったものの、企業が抱える

経営資源という内部と業界環境という外部における構造的問題に対しては、影響は小さかった

といえる。一方でコロナは、業績への影響は小さかったものの、企業の内部と外部の構造的問

題に与える影響は大きかったといえる。前述した企業のように、従来は売上高や収益、拠点数

や従業員規模など事業規模の拡大を目指して経営を行い、実績を計画通りに上げてきた。これ
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は経営戦略論における競争戦略論を重視した経営を行ってきたといえる。しかしながら、新型

コロナの影響受けることで、経営者の意識が、変わり価値観が変わったことで従来の競争戦略

論重視の経営から、従業員やその家族を第一に考える経営組織論の経営に戦略転換を行った。

しかも、同社は業績面では過去最高水準をたたき出しコロナの影響はほとんどなかったのであ

る。しかしながら、コロナ禍が同社の内部体質という構造的問題に大きな影響を及ぼしたこと

は明らかである。 
 

② 内発的要因を契機とする戦略の転換： 岩手県内企業の調査から 

 髙橋（2018）25は、戦略を変えることは企業が成長するための一つの手段であるという仮説

から、戦略転換を行い成功した企業に、特に戦略転換時に焦点を当ててヒアリング調査を行う

ことによって、他の業績が低迷してしまった企業が業績の回復を目的に戦略を変える際の着目

すべき点や大切な考え方を探り、戦略転換の有効性を明らかにすることを研究目的としている。

なお、調査対象は、岩手県内の中小企業で戦略を転換したと考えられる企業を抽出している。 
 髙橋（2018）では、戦略を変える前の会社の状況について「企業によって状況はそれぞれで

あるが、自分の会社が置かれている状況をきちんと理解している」と述べ、戦略を変えた後の

会社の状況について「戦略を変えたことによって売り上げの増加のみではなく、ブランド力も

向上している」「企業価値が上がった」と述べている。戦略を変えるきっかけについては、「経

営者自身の経験による思いや考え」（内発的要因）と「外部環境の変化である」（外発的要因）。

ある調査対象企業では、「取引がなくなるという企業にとってのマイナスな出来事から新たな

ビジネスモデルに変化し、企業の成長に導いた。」という。戦略転換のアイディアや発想がどこ

から生まれたのかについては、「経営者自身の思いや考え」とともに、「外部環境が戦略に影響

を与えている」と述べている。ただし、複数の調査対象企業では、「戦略を変える根拠ともなる

客観的なデータによる判断も、新たな戦略が正しい方向を向いているのかを判断するためには

大切である」と述べており、根拠をもとに戦略転換の経営判断をしていることがわかる。戦略

転換のタイミングについては、「（経営者の）代替わりが一つのポイントになっている」と述べ

ている。Matthew S. Olson, Derek van Bever, and Seth Verry（2008）26によると、 企業の成

長が止まる原因は、87％が内部要因であり、うち 70％は経営者による戦略の選択ミスや実施ミ

スなどの戦略要因である。したがって、米国企業の多くは企業業績が悪化した時に、経営者を

交替させることで戦略を転換し、企業業績の回復を図る。日本企業でも、大手企業（上場企業）

の多くは、企業業績の悪化を契機に経営者を後退し、戦略を転換することが多い。しかしなが

ら、中小企業の多くは、経営者支配のオーナー型企業であり、企業業績の悪化が経営者の交替

につながらないことが多く、そのため経営者の代替わり（事業承継）の際に、戦略転換がされ

ることが多い傾向にあるといえる。 
一方で、戦略を転換しても変えないものについては、「戦略は変化しているが経営者自身の大

 
25 以下、髙橋郁美（2019）「企業における成長手段としての戦略転換の有効性～岩手県内企業を事例として～」

（岩手県立大学総合政策学部平成 30 年度卒業論文）、から抜粋の上で再編集した。 
26 Matthew S. Olson, Derek van Bever, and Seth Verry（2008）, When Growth Stalls, Harvard Business 
Review (March 2008), Harvard Business School Publishing. 
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切にしている考えは変わっていない」という。特に、創業者の想いなど経営理念については変

えていないこと分かる。戦略を変えると判断した時の社内（従業員）の反応については、「当初

はなかなか受け入れられない人が多いようだが。次第に理解が得られるようになっている」「戦

略を変えるということは従業員もこれまでと異なる仕事に取り組むこともあるため、簡単に理

解を得ることは難しい」、しかし「経営者自身が判断した戦略を信じて取り組み続けていくと、

きっかけは様々だが従業員の理解が得られる」と述べている。ただ、外部環境による影響につ

いても、「経済、社会、地域、自然災害など様々な外部環境の影響を受けている。外部環境を理

解し、対策をとっている。外部環境が新しい戦略に影響を与えている」とも述べられている。 
 戦略を転換した経営者には、内発的要因にせよ、外発的要因にせよ、「会社が生き残るために、

実行に移さないという考えはない」という。戦略を転換する上で重要だと感じることは「経営

者自身が現場に直接足を運び、様々な体験から学びを得ている。」ことを挙げ、このことが「社

内外への説得力、自身への自信、新しい戦略のアイディアや発想にも繋がっている。」という。 
 髙橋（2018）で調査対象となった企業（４社）では、企業業績が厳しい状態の時に戦略を変

えた企業が 1 社に対して、企業業績が厳しい状態になる前に戦略を変えた企業が３社となって

いる。先行研究調査で取り上げられている先端事例はほぼ業績の悪化が原因で戦略を変えてい

る。しかし、髙橋（2018）でヒアリングしている岩手県内の中小企業では４社中３社は企業業

績が厳しい状態になる前に戦略転換に着手している。髙橋（2018）は、３社のように企業経営

の状態が比較的良好な状態の時から、今後の社会状況の変化（外部環境の悪化）を見据えて戦

略転換も含めて戦略を立てていくべきだと、述べている。経営資源が絶対的に不足している中

小企業にとって、少しでも経営資源にゆとりがあるほうが選択肢の幅が広く、また時間的にも

余裕が生まれるためである。 
 髙橋（2018）では、ヒアリング調査を通してある調査対象企業が「経営者自身の経験が新規

事業のアイディアに繋がっている。」と述べていることからも、「新しい戦略のアイディアは突

発的に思いついたのではなく、経営者のこれまでの様々な経験から生まれている」と分析して

いる。したがって、経営者自らが現場へ直接足を運び、様々な経験をすることが大切だと考え

る。 
 

（３） １２事例の「両利き経営」の契機（トリガー）に関する要因別整理 

両利きの経営に乗り出す動機は、⑴外発的要因と⑵内発的要因に分けられる。本調査研究に

おいて中小企業 12 社を対象にした実態調査では、取引先企業の撤退などの個別企業ごとに異

なるミクロ的要因、市場の縮小や業界の構造変化などのセミマクロ的要因、リーマンショック

などの「政治（Politics）」「経済（Economy）」「社会（Society）」「技術（Technology）」などの

マクロ的要因が挙げられた。これらの外発的要因を予測するためには、PEST 分析やマーケテ

ィング分析が有効であると考えられる。一方で、内発的要因は、①（地域）社会的要因（社会

学）、②イノベーティブな組織風土（社会心理学）、③経営者の個人的な感情・意識（心理学）、

に分けられる。以下、本報告書で実態調査を行った 12 事例について、要因別にプロットを行っ

た（図表 3.11 参照）。 
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図表３．１１ 「両利き経営」の契機（トリガー）に関する要因別整理 

 

注：事例内容を踏まえて、筆者が該当するかを判断している。 
出所：筆者作成。 

 

今回のヒアリング調査で、㈱坂製作所の工場長が起業家精神を持っており27、東日本機電開

発㈱や近江屋ロープ㈱のように３代続けて新しいことをしたいと考えていたことが③に当ては

まる。②組織風土については、創業者のフロンティア精神を表した経営理念の浸透などにより、

㈱キョーテックのように組織として新しい事業に取り組む風土、イノベーティブな組織風土（社

風）になることが考えられる。しかし、創業者のフロンティア精神が経営理念として組織に浸

透し、イノベーティブな組織風土が作られた企業は、本田技研工業（本田宗一郎）、ソニー㈱（井

深大）、東芝、日立製作所など大企業が多いといえる。その理由は、中小企業は規模が小さいた

め、②イノベーティブな組織風土を作るより、③経営者の意識の方が重要かつ、企業経営に与

える影響が大きいからであるといえる。したがって、中小企業が両利きの経営を継続して実施

 
27 ㈱坂製作所の坂氏によると、なぜ自社製品の開発に取り組んだのかという動機については、下請ではなく、

やりたかったことをやろうとしたのだという。また、オムロンに下請けとして囲われている（HP を立ち上げる

ことも許されないような状況）ことへの不安があり、自社製品を開発してメーカーになろうと思ったという。

そして、義損事業は前述のように仕事が減っていくことが確実であり、既存事業が比較的安定している状況の

うちに、新しいことをチャレンジしたのだという。個人的には、坂氏が就職をしたのは 1995 年で、Windows95
が発売された年に、パソコンを使う会社に就職し、メンバーを集めて起業しようと思っていた。起業したかっ

たが、リーマンショック後、父親の後を継いだのだという。このように同社の場合は、内発的要因、かつ経営者

個人の意識から発していると考えられる。 

組織的要因 個人的要因 マクロ的要因 セミマクロ的要因 ミクロ的要因

事例①
株式会社ガリレオ
(⻑野県上⽥市) ●

事例②
イデアシステム株式会社(
⻑野県岡⾕市) ●

事例③
有限会社関根鉄工所
(新潟県三条市) ●

事例④
株式会社ワンロード
(新潟県三条市) ● ●

事例⑤
株式会社ミューテック35
（東京都日野市） ●

事例⑥
株式会社エイワ
(岩手県釜石市) ● ●

事例⑦
石村工業株式会社
(岩手県釜石市) ●

事例⑧
東日本機電開発株式会社
(岩手県盛岡市) ● ● ● ●

事例⑨
オオクマ電子株式会社
(熊本県熊本市) ● ●

事例⑩
株式会社坂製作所
(京都府京都市) ● ●

事例⑪
近江屋ロープ株式会社
(京都府京都市) ● ●

事例⑫
株式会社キョーテック
(京都府京都市) ● ● ●

内発的動機 外発的動機
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していくためには、新しいことにチャレンジしたいという意識の経営者が続いていくことが必

要であるといえる。 
では、内発的動機の場合、経営者の意識はどのように変化するのだろう。そのヒントは、東

日本機電開発㈱でのヒアリング調査にヒントがあると考えられる。同社は、２代目社長（現会

長）、３代目社長（現社長）、いずれも企業業績に関係なく新規事業に乗り出しており、両利き

の経営を 2 代続けて実践してきている。その背景として、ヒアリング調査では「経営理念」が

挙げられている。同社の HP で強調しているのが、「『社会的共通資本の充実』を目指し、関わ

りあう全ての企業様とともに、全社員が協力し、成長しあう」という経営理念である。この経

営理念が、経営者の意識、従業員の意識に企業文化（社風、風土）として根付いているからこ

そ、経営者の意識も高く、両利きの経営に対する従業員への理解につながっていると考えられ

る。 
筆者は、①の（地域）社会的要因については、あまり要因として考えていなかったが、京都

での実態調査の際に近江屋ロープ㈱で、同社が先々代、先代、当代と３代にわたって両利きの

経営に取り組んでいることから、京都の風土（伝統を重んじつつも、新しいことに挑戦する風

土）が関係しているのか尋ねた。先代社長によると、同社の番頭的な立場の従業員から「新し

いことをしなければならない」ことをよく言われたり、先々代社長も「新しい儲かる商売をし

なければならない」と常々言っていたりしていたという。同社は、京都という伝統を重んじな

がらも新しいことに挑戦する、伝統に胡坐をかかず新しいことを取り入れてきた地域風土（（地

域）社会的要因）と代々の経営者個人の新しいことをしたいという意識が合いまって、新しい

事業が生み出されたり、既存事業が進化したり、両利き経営が３代にわたって続いているのだ

といえる。 
 

（４） 考察 

以下では、「両利きの経営」に乗り出す「契機」を「戦略の転換」と捉えて、筆者のこれまで

の戦略の転換に関する研究実績を踏まえて、考察していきたい。 
外発的要因を契機とする戦略の転換は、下手を釜石市の２社は本委員会の委員でもある辻田

（2007）で記されているように釜石市の取り組みの中で、両利きの経営に乗り出し、大きく事

業転換に成功した事例であるといえる。しかし、その背後には、新日鉄釜石製作所を主要取引

先としていた下請協力企業の多くが廃業・倒産28していることも忘れてはならない。外発的要

因を契機とする戦略の転換は、対応が遅れてしまうことにもなりかねない。その場合、企業の

存続に対して経営資源が絶対的に不足している中小企業では、時間的制約を受けることになる。 
したがって、筆者としては、外発的要因よりは内発的要因によって、経営者の意識が変わり、

戦略の転換に自発的に乗り出す－本プロジェクトでは両利きの経営に自発的に乗り出す－こと

が好ましいと考える。 
筆者は、本研究プロジェクトの当初は、業績が低迷している中小企業にとって、戦略転換や

 
28 ヒアリング調査によると、釜石製鉄所の協力企業のうち、1989 年の高炉閉鎖後から現在まで生き残っている

企業は、ヒアリング調査をした 2 社に加えて㈱釜石電機製作所など数社に留まっているという。 

- 116 -



- 43 - 
 

両利きの経営への着手は、業績回復のための有効な手段なのではないかと考えていた。しかし、

研究プロジェクトを進めていく中で、両利きの経営を実践している経営者にヒアリング調査を

実施する毎に、両利きの経営や戦略転換は業績が低迷している企業にとっても有効であるが、

より企業の成長のために重要なことは企業業績が比較的堅調な段階で新たな試みや戦略につい

て考え、動き出すことだと考えるようになった。本研究プロジェクトでヒアリングさせていた

だいた企業でも戦略を転換して、その後急激に業績が回復しているのではなく、試行錯誤を繰

り返していたり、粘り強く地道に積み重ねてきたりしたことが、ある段階で結果に結びついて

いる。このような過程を経るためにも、業績が低迷する前に実行することが大切だと考える。

大企業と比較するとどうしても限られている中小企業の経営資源をより有効に活用するために

も、早い段階で自社の今後のあるべき姿を考えて行動に移すことが企業の成長において重要な

のだと筆者は本研究を通して気が付いた。つまり、どんな企業も戦略転換、両利き経営の実践

を、企業を成長させるための一つの手段として考えるべきであるといえる。 
 

【参考文献】 

辻田素子（2007）「地域産業の振興に「希望」はあるのか-釜石の取り組みを手がかりに」『日

経グローカル』67 号、日経 BP 社、pp.40-45。 
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第第４４章章  モモノノづづくくりり中中小小企企業業ににおおけけるる「「両両利利きき経経営営」」のの特特質質とと課課題題  

 

４．１ 本調査研究におけるファインディングス 

本調査研究では、ヒアリング調査に基づいて、モノづくり中小企業の新事業展開の状況に焦

点を当て、「両利き経営」の視点から多角的考察を行った。そこで、本調査研究から得られたモ

ノづくり中小企業の「両利き経営」に関するファインディングスを整理すると以下のようにな

る。 
 第一に、現在、モノづくり中小企業を取り巻く事業環境は、VUCA――Volatility（変動性）、

Uncertainty（不確実性）、Complexity（複雑性）、Ambiguity（曖昧性）――を特徴とする時代

の中にある。そのため、モノづくり中小企業には、これまで以上に企業家的な取り組み

（entrepreneurship）が求められている。 
 第二に、「両利き経営」の特徴的な企業活動である「深化」と「探索」において、モノづくり

中小企業の場合は大企業と異なっていることをまずは考える必要がある。つまり、モノづくり

中小企業の場合は様々な経営資源が不足しているため、「両利き経営」を考える場合にもモノづ

くり中小企業独自のものとなることを念頭に置く必要がある。 
 第三に、京都の事例から窺えるように、長年の歴史に磨き抜かれた伝統産業を中心とする技

術の蓄積や文化資源、大学の知的資源などを背景に、京都では、新たな挑戦を続ける既存中小

企業が高く評価される価値観が共有されている。その結果、既存事業の「深化」や新たな領域

の「探索」を応援する諸制度も整備され、「深化」しつつ「探索」する「両利き経営」の中小企

業が一定数生まれてきている。 
 第四に、モノづくり中小企業の「両利き経営」において、新規分野を探索する事業について

は、従来事業の延長線上からでは「気づき」を得ることは難しい。そこから離れた環境での「気

づき」、あるいは従来事業とマッチングしながら新たな価値創造が必要になる。しかし、多くの

場合、「気づき」の主体である中小企業経営者は従来事業に追われ、トリガー（きっかけ）に出

会う機会や余裕がないのが実状であり、また「気づき」を得たとしても、事業化するだけの経

営資源を持ち合わせておらず、その調達、獲得も容易ではない。 
 第五に、成長分野として期待されている医療機器産業及び航空宇宙産業については、参入障

壁があるため、モノづくり中小企業は徐々に「両利き経営」を進めていくことになる。そして、

その際に、モノづくり中小企業の経営者には、新分野進出を自社だけで進めるのではなく、外

部資源を積極的に利活用することが成功の鍵になる。 
 第六に、大企業と比較するとどうしても限られているモノづくり中小企業の経営資源をより

有効に活用するためには、早い段階で「自社の今後のあるべき姿」を考えて行動に移すことが

その企業の成長にとって重要であり、モノづくり中小企業は、「両利き経営」の実践を自社を成

長させるための一つの手段として捉えるべきである。 
 

４．２ モノづくり中小企業における「両利き経営」の特質 

 次に、本調査研究から明らかになったモノづくり中小企業における「両利き経営」の特質に
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ついて、前述のファインディングスも踏まえて、第一に、本報告書の第１章で提示したモノづ

くり中小企業の「両利き経営」におけるイノベーション・ストリームの視点、第二に、「両利き

経営」のトリガー（きっかけ）の視点、第三に、モノづくり中小企業の「両利き経営」と外部

資源との関係性からの視点、以上の３つの視点に基づいて整理すると以下のようになる。 
 
（１） イノベーション・ストリームの視点から見た特質 

第１章で提示したモノづくり中小企業の「両利き経営」におけるイノベーション・ストリー

ムの視点では、モノづくり中小企業における「両利き経営」の基本パターンを、漸進型イノベ

ーションによる既存事業（受注型事業）を軸に、非連続型イノベーションによる既存事業（受

注型事業）というもう一つの軸を持つ場合（以下、パターン１）と漸進型イノベーションによ

る既存事業（受注型事業）を軸に、アーキテクチュアル型イノベーションによる新事業（自社

製品型事業）というもう一つの軸を持つ場合（以下、パターン２）の２パターンに分類した（図

表 4.1 に再提示）。 
 

図表４.１ モノづくり中小企業のイノベーション・ストリーム 

 
 出所：経済研究所作成。 
 
そこで、ヒアリング調査による 12 の企業事例をこのパターンに基づいて分析すると、殆ど

のモノづくり中小企業の「両利き経営」のスタイルはパターン２に属するものであった。つま

り、殆どの企業が既存事業に加えて、アーキテクチュアル型イノベーションによる新事業（自

社製品型事業）を展開しているといった特質を持っていた。一方、これは、今回のヒアリング

調査が「新事業展開」に焦点を当てたことの帰結でもあるが、既存事業である受注型事業にお

いて、非連続的なイノベーションを起こしている企業は殆どなかった。換言すると、今回の事
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例で見る限り、モノづくり中小企業の「両利き経営」は、受注型事業を継続しつつも、同時に

「脱下請」を指向した取り組みとみなすことができる。但し、パターン１のスタイルになる可

能性があった企業が存在していたことも事実である。具体的には、事例６の人工関節の取り組

みと事例 10 の小型コンプレッサーの取り組みである。もし、これらの事業（新製品開発）が、

最初から両企業の既存事業の一環として行われていたならば、それらは、既存事業における非

連続型イノベーションとみなすことができたものと推察される1。また、モノづくり領域ではな

いが、事例 11 の「EC 卸」の取り組みは、インターネット社会・デジタル社会の到来が、卸業

という自社の既存事業にとって、これまでとは異なる能力やスキルが必要となる「脅威」であ

ると感じながらも、そのドラスティックな環境変化を上手く自社内に取り込み「EC 卸」とい

う非連続型イノベーションによって既存事業のビジネスモデルを自ら変革していた。よって、

事例 11 については、今回の調査研究で焦点を当てたモノづくり事業分野ではないものの、そ

の取り組み自体はパターン１に属する「両利き経営」の一種であると考えられる。 
 
（２） 「両利き経営」のトリガーの視点から見た特質 

トリガー（きっかけ）の視点から見たモノづくり中小企業の「両利き経営」の特質について

は、第３章の複数の節において分析及び考察がなされていることから、それらを参考にその特

質を指摘するならば、次のようになる。第一に、モノづくり中小企業の「両利き経営」のトリ

ガーは、多種多様である。第二に、その中でも、特に（経営者の）個人的要因がトリガーの要

因になっているケースが少なくない。第三に、モノづくり中小企業は、大企業と比較し地域社

会との関係性が相対的に強いことが、「両利き経営」のトリガーにも影響を与えているものと推

察される。第四に、この地域社会との関係性の強さは、モノづくり中小企業が、地域内の様々

なセクターと出会う機会を提供している。例えば、後述する公的支援機関や地元の大学の研究

室などとの出会いは、地域社会という地理的近接性によって支えられており、そうした一種の

コミュニティの存在がモノづくり中小企業における「両利き経営」のトリガーになっているも

のと考えられる。 
 

（３） 外部資源との関係性の視点から見た特質 

今回のヒアリング調査結果を踏まえて、第３章ではモノづくり中小企業の経営資源の限界性

が指摘されたが、同時にモノづくり企業は、経営資源の不足を外部資源を積極的に活用するこ

とで補完しながら、（パターン２が殆どはあるものの）「両利き経営」に挑戦している姿が明ら

かとなった。そこで、モノづくり中小企業の「両利き経営」にとっての外部資源を整理すると

図表 4.2 のようになる。この図表に示したように、モノづくり中小企業の「両利き経営」に影

響を与えている外部資源は少なくとも４つの要素で構成されている。すなわち、①地域産業特

性、②公的支援機関、③研究開発機関、④営業支援企業、以上である。まず、①地域産業特性

とは、地場産業、産業集積及び同業者仲間などで構成されており、そこには地域独自の歴史、

 
1 この事例で紹介した「小型スクロール型コンプレッサー」の販売を代理店契約先である SMC㈱の事業として

捉えた場合には、SMC 社にとっては、パターン１の両利き経営とみなすことができるかも知れない。 
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文化、風土などが蓄積されている。次に、②公的支援機関とは、中小企業同友会や中小企業振

興公社（産業支援センター等）で構成されており、地域の産業特性や中小企業のモノづくり領

域に対応したビジネス支援を行っている。③研究開発機関とは、地域内あるいは近隣地域にあ

る工学系の大学や高専、技術相談や試験設備を提供する県等の公設試である。最後に、④営業

支援企業とは、主要取引先のほか、販売代理店、商社などであり、また近年ではＥコマースを

提供するサービス会社等も含まれる。 
なお、モノづくり中小企業の「両利き経営」では、以上の外部資源を活用して、新製品開発

や販売など自社に足りない機能を補完しているが、さらに、公的支援機関は、モノづくり中小

企業のビジネス支援の一環から、展示会やセミナーなどを通じて新製品開発に関連する情報や

知識をモノづくり中小企業に提供することで「両利き経営」のトリガーを誘発する機能も果た

しているものと考えられる。 
 

図表４．２ モノづくり中小企業の「両利き経営」に影響を与えている４つの外部資源 
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４．３ モノづくり中小企業における「両利き経営」の課題 

 以上、本調査研究では、主にヒアリング調査における事例分析を中心に、モノづくり中小企

業の「両利き経営」の実態とその特質について分析及び考察を試みたが、事例の多くは、「両利

き経営」の途上にあるケースが殆どであり、全てが確実に成果を上げているわけでない。しか

し、特にリーマンショックにより受注量が減少し、さらにこの４年間近くは世界的なコロナパ

ンデミックの影響を受け、経営戦略の抜本的な見直しを迫られる中、モノづくり中小企業の多

くは、これまでの受注型ビジネスモデルに加えて、自社製品型ビジネスモデルの必要から、新

事業展開の一環として、自社製品の開発・製品化に取り組み始めている。それは、モノづくり

中小企業における脱下請指向型の「両利き経営」と呼ぶことができよう。 
 しかしながら、受注型ビジネスモデルでは、QCD（品質・コスト・納期）が自社の競争力を

高めるための中心的経営資源であったが、自社製品型ビジネスモデルを加えた「両利き経営」

では、製品販売力が問われることになり、そのための経営資源を如何にして補完できるかが、

今回の事例で紹介したモノづくり中小企業の最大の課題であると言えよう。 
 一方、イノベーション・ストリームにおける「非連続型イノベーション」による「両利き経

営」のケースは今回の事例では殆ど確認されなかった。しかし、AI（人工知能）や DX（デジ

タルトランスファー）の急速な進歩と普及は、受注型ビジネスモデルにおけるモノづくりその

ものを変革する可能性を持っている。また、脱炭素社会では、省エネ・省資源あるいは新素材

加工等に対応したこれまでとは異なる非連続的な手法によるモノづくりが必要になるものと予

想される。そうした状況を踏まえるならば、モノづくり中小企業は、単に自社製品を開発・販

売するといったアーキテクチュアル型イノベーション（パターン２）だけでなく、受注型事業

の中で、非連続型イノベーション（パターン１）にも挑戦する必要があるだろう。 
 翻って、これまで、モノづくり中小企業の多くは、受注型ビジネスモデルの中で、新規受注

獲得を目指し、常に漸進型イノベーションに取り組み、その範疇において、「知の深化」と「知

の探索」を繰り返してきたと考えられる。つまり、モノづくり中小企業は、広い意味において

「両利き経営」に取り組んできたと言えるのかも知れない。しかし、これまでどおりの漸進型

イノベーションだけでモノづくり中小企業が持続的な発展を成し得ることは困難であろう。故

に、パターン１にせよ、パターン２にせよ、今こそ、モノづくり中小企業には、独自の経営ビ

ジョンに立脚した「両利き経営」への取り組みが必要とされているのである。 
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